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規 則

　川崎市契約規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

　　令和２年３月４日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第９号

　　　川崎市契約規則の一部を改正する規則

　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）の一部

を次のように改正する。

　第29条第１項第６号を次のように改める。

　⑹ 　契約不適合責任

　第55条を次のように改める。

（契約不適合責任）

第 55条　市長は、第41条の規定により引渡しを受けた目

的物（工事目的物に限る。以下この項において同じ。）

が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの

（以下この条において「契約不適合」という。）であ

る場合においては、契約不適合を理由として、当該目

的物の引渡しを受けた日から２年以内に、履行の追完

の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求又は契約

の解除（以下この条において「請求等」という。）を

するものとする。ただし、植栽工事の枯れ補償につい

ては、１年以内とする。
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２ 　前項の規定にかかわらず、市長は、設備機器本体等

の契約不適合については、引渡しの時、検査をして直

ちにその履行の追完を請求するものとする。ただし、

当該検査において一般的な注意の下で発見できなかっ

た契約不適合については、引渡しを受けた日から１年

が経過する日まで請求等をすることができる。

３ 　前２項の規定は、契約不適合が契約者の故意又は重

過失により生じたものであるときは適用しない。この

場合において、市長は、民法の定めるところにより請

求等をするものとする。

４ 　市長は、特に必要があると認めるときは、第１項及

び第２項の規定にかかわらず、契約不適合責任を定め

ることができる。

　第６号様式工事請負契約約款第１条第５項中「請求」

を「催告、請求」に改める。

　第６号様式工事請負契約約款第４条第２項中「第４

項」を「第５項」に改め、同条中第４項を第５項とし、

第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。

３ 　受注者が第１項第３号から第６号までのいずれかに

掲げる保証を付す場合は、当該保証は、第55条第３項

各号に規定する者による契約の解除の場合についても

保証するものでなければならない。

　第６号様式工事請負契約約款第５条第１項中「かし担

保特約」を「引き渡した工事目的物が種類又は品質に関

して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」

という。）である場合において当該契約不適合を保証す

る特約」に改め、同条中第３項を第４項とし、第２項の

次に次の１項を加える。

３ 　第１項の規定により受注者が付す保証は、第55条第

３項各号に規定する者による契約の解除の場合につい

ても保証するものでなければならない。

　第６号様式工事請負契約約款第６条に次の２項を加え

る。

３ 　受注者が前払金（中間前払金（川崎市公共工事の前

払金に関する規則（昭和38年川崎市規則第40号。以下

「前払金に関する規則」という。）第２条第２項に規

定する中間前払金をいう。以下同じ。）を含む。）の使

用、内払等によってもなおこの契約の目的物に係る工

事の施工に必要な資金が不足することを疎明したとき

は、発注者は、特段の理由がある場合を除き、受注者

の請負代金債権の譲渡について、第１項ただし書の承

諾をしなければならない。

４ 　受注者は、前項の規定により、第１項ただし書の承

諾を得た場合は、請負代金債権の譲渡により得た資金

をこの契約の目的物に係る工事の施工以外に使用して

はならず、その使途を疎明する書類を発注者に提出し

なければならない。

　第６号様式工事請負契約約款第10条第５項中「請求」

を「催告、請求」に改める。

　第６号様式工事請負契約約款第16条第４項中「第２項

の検査により発見することが困難であった隠れたかし」

を「種類、品質又は数量に関しこの契約の内容に適合し

ないこと（第２項の検査により発見することが困難であ

ったものに限る。）など」に改める。

　第６号様式工事請負契約約款第28条ただし書及び第29

条第１項ただし書中「第52条第１項」を「第58条第１項」

に改める。

　第６号様式工事請負契約約款第30条第２項中「行い、

前項」を「行い、同項」に、「第52条第１項」を「第58

条第１項」に改める。

　第６号様式工事請負契約約款第31条第１項中「、第19

条、第20条、第21条」を「から第21条まで」に、「、第27条、

第28条」を「から第28条まで」に改める。

　第６号様式工事請負契約約款第35条第１項中「（川崎

市公共工事の前払金に関する規則（昭和38年川崎市規則

第40号。以下「前払金に関する規則」という。）第２条

第２項に規定する中間前払金をいう。以下同じ。）」を削

る。

　第６号様式工事請負契約約款第41条第１項中「第32

条」の次に「及び第33条の規定を準用する。この場合に

おいて、第32条第１項及び第６項」を、「工事」と、」の

次に「同条第２項及び第４項中「工事の」とあるのは「指

定部分に係る工事の」と、同条第２項、第４項及び第５

項中」を、「工事目的物」と、」の次に「同項並びに第33

条第１項及び第２項中」を加え、「読み替えて、これら

の規定を準用する」を「読み替えるものとする」に改め

る。

　第６号様式工事請負契約約款第44条及び第45条を次の

ように改める。

（契約不適合責任）

第 44条　発注者は、第32条第４項（第41条において準用

する場合を含む。）の規定により工事目的物の引渡し

を受けた場合において、引き渡された工事目的物が契

約不適合であるときは、受注者に対し、目的物の修補

又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求すること

ができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要

するときは、発注者は履行の追完を請求することがで

きない。

２ 　前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な

負担を課するものでないときは、発注者が請求した方

法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

３ 　第１項の場合において、発注者が相当の期間を定め

て履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完が

ないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代

金の減額を請求することができる。ただし、次の各号

のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、
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直ちに代金の減額を請求することができる。

　⑴ 　履行の追完が不能であるとき。

　⑵ 　受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示

したとき。

　⑶ 　工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、

特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ契

約をした目的を達することができない場合におい

て、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過

したとき。

　⑷ 　前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規

定による催告をしても履行の追完を受ける見込みが

ないことが明らかであるとき。

（発注者の任意解除権）

第 45条　発注者は、工事が完成するまでの間は、次条、

第47条及び第49条第１項の規定によるほか、必要があ

るときは、契約を解除することができる。

２ 　発注者は、前項の規定により契約を解除した場合に

おいて、受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を

賠償しなければならない。

　第６号様式工事請負契約約款中第46条を削る。

　第６号様式工事請負契約約款中第70条を第77条とする。

　第６号様式工事請負契約約款第69条中「第63条」を

「第70条」に改め、同条（注）中「第63条」を「第70条」

に、「第60条」を「第67条」に改め、同条を第76条とする。

　第６号様式工事請負契約約款中第68条を第75条とし、

第63条から第67条までを７条ずつ繰り下げる。

　第６号様式工事請負契約約款第62条第３項（注）中

「63条を60条とし、64条を61条とし、65条を62条とし、

66条を63条とし、67条を64条とし、68条を65条とし、69

条を66条とし、第70条を第67条」を「第70条を第67条と

し、第71条を第68条とし、第72条を第69条とし、第73条

を第70条とし、第74条を第71条とし、第75条を第72条と

し、第76条を第73条とし、第77条を第74条」に改め、同

条を第69条とする。

　第６号様式工事請負契約約款中第61条を第68条とし、

第60条を第67条とし、第59条を第66条とし、第58条の２

を第65条とする。

　第６号様式工事請負契約約款第58条中「請求」を「催

告、請求」に改め、同条を第64条とする。

　第６号様式工事請負契約約款中第57条を第63条とし、

第56条を第62条とする。

　第６号様式工事請負契約約款第55条第１項中「第45条

第１項」を「第55条第１項第１号」に、「第47条の２第

１項（第48条第２項」を「同条第２項第１号（第49条第

２項」に、「第51条第３項」を「第54条第３項」に、「第

53条第１項及び第３項」を「第59条第１項及び第３項」

に改め、同条を第61条とする。

　第６号様式工事請負契約約款第54条第１項中「第45条

第１項」を「第55条第１項第１号」に、「第47条の２第

１項（第48条第２項」を「同条第２項第１号（第49条第

２項」に、「第51条第３項」を「第54条第３項」に、「第

51条第８項」を「第54条第８項」に改め、同条第２項中

「第51条第４項」を「第54条第４項」に改め、同条を第

60条とする。

　第６号様式工事請負契約約款第53条第１項中「第48条

第１項各号」を「第49条第１項各号」に改め、同条を第

59条とする。

　第６号様式工事請負契約約款中第52条を第58条とする。

　第６号様式工事請負契約約款第51条第１項中「契約

が」の次に「工事の完成前に」を加え、同条第３項中「第

47条、第47条の２第２項又は第48条第１項」を「第46条、

第47条、第49条第１項又は次条第３項」に、「第49条第

１項又は前条第１項」を「第45条第１項、第51条又は第

52条」に改め、同項（注）第１項中「第61条第１項」を

「第68条第１項」に、「第62条第１項」を「第69条第１

項」に改め、同項（注）第２項中「第47条第１項又は第

48条第１項」を「又は次条第３項」に、「第47条第１項、

第48条第１項又は第70条第１項」を「、次条第３項又は

第77条第１項」に改め、同項（注）第２項ただし書中「第

47条第１項又は第48条第１項」を「又は次条第３項」に、

「第47条第１項、第48条第１項又は第67条第１項」を「、

次条第３項又は第74条」に改め、同条第４項、第５項及

び第６項中「契約が」の次に「工事の完成前に」を加え、

同条第８項中「第47条第１項又は第48条第１項」を「第

46条、第47条、第49条第１項又は次条第３項」に、「第

49条第１項又は前条第１項」を「第45条第１項、第51条

又は第52条」に改め、同項（注）中「第47条第１項又は

第48条第１項」を「又は次条第３項」に、「第47条第１項、

第48条第１項又は第70条第１項」を「、次条第３項又は

第77条第１項」に改め、同項（注）ただし書中「第47条

第１項又は第48条第１項」を「又は次条第３項」に、「第

47条第１項、第48条第１項又は第67条第１項」を「、次

条第３項又は第74条」に改め、同項に次の１項を加える。

９ 　工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除

に伴い生じる事項の処理については発注者及び受注者

が民法の規定に従って協議して決める。

　第６号様式工事請負契約約款第51条を第54条とし、同

条の次に次の３条を加える。

（発注者の損害賠償請求等）

第 55条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当

するときは、これによって生じた損害の賠償を請求す

ることができる。この場合において、受注者は、損害

金を発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。

　⑴ 　工期内に工事を完成することができないとき。

　⑵ 　この工事目的物に契約不適合があるとき。
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　⑶ 　第46条又は第47条の規定により、工事目的物の完

成後にこの契約が解除されたとき。

　⑷ 　前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った

履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。

２ 　次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害

賠償に代えて、受注者は、請負金額の10分の１に相当

する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払

わなければならない。

　⑴ 　第46条又は第47条の規定により工事目的物の完成

前にこの契約が解除されたとき。

　（注 ）特定工事請負契約においては、「又は第47条」

を「、第47条又は第77条第１項」に改める。ただ

し、債務負担行為を設定しない特定工事請負契約

においては、「又は第47条」を「、第47条又は第

74条」に改める。

　⑵ 　工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行

を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によっ

て受注者の債務について履行不能となったとき。

３ 　次に掲げる者が契約を解除した場合は、前項第２号

に該当する場合とみなす。

　⑴ 　受注者について破産手続開始の決定があった場合

において、破産法（平成16年法律第75号）の規定に

より選任された破産管財人

　⑵ 　受注者について更生手続開始の決定があった場合

において、会社更生法（平成14年法律第154号）の

規定により選任された管財人

　⑶ 　受注者について再生手続開始の決定があった場合

において、民事再生法（平成11年法律第225号）に

規定する再生債務者等

４ 　第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規

定により第２項第２号に該当する場合とみなされる場

合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照ら

して受注者の責めに帰することができない事由による

ものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用し

ない。

５ 　第１項第１号に該当する場合において、同項の損害

金の額は、請負金額から出来形部分に相応する請負金

額を控除した額につき、遅延日数に応じ、契約締結の

日における支払遅延防止法の遅延利息の率で計算した

額とする。

６ 　第２項の場合（第47条第９号及び第11号並びに第49

条第１項の規定によりこの契約が解除された場合を除

く。）において、第４条の規定により契約保証金の納

付又はこれに代わる担保の提供が行われているとき

は、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第２

項の違約金に充当することができる。

（受注者の損害賠償請求等）

第 56条　受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当

する場合は、これによって生じた損害の賠償を請求す

ることができる。ただし、当該各号に定める場合がこ

の契約及び取引上の社会通念に照らして発注者の責め

に帰することができない事由によるものであるとき

は、この限りでない。

　⑴ 　第51条又は第52条の規定によりこの契約が解除さ

れたとき。

　⑵ 　前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履

行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。

２ 　第33条第２項（第41条において準用する場合を含

む。）の規定による請負代金の支払が遅れた場合にお

いて、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、

契約締結の日における支払遅延防止法の遅延利息の率

で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求するこ

とができる。

（契約不適合責任期間等）

第 57条　発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第

32条第４項又は第５項（第41条においてこれらの規定

を準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下

この条において単に「引渡し」という。）を受けた日

から２年以内でなければ、契約不適合を理由として、

履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請

求又は契約の解除（以下この条において「請求等」と

いう。）をすることができない。ただし、植栽工事の

枯れ補償については、１年以内とする。

２ 　前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不

適合については、引渡しの時、発注者が検査して直ち

にその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その

責任を負わない。ただし、当該検査において一般的な

注意の下で発見できなかった契約不適合については、

引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等を

することができる。

３ 　前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請

求する損害額の算定の根拠その他の当該請求等の根拠

を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確

に告げることで行う。

４ 　発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に

係る請求等が可能な期間（以下この項及び第７項にお

いて「契約不適合責任期間」という。）内に契約不適

合を知り、その旨を受注者に通知した場合において、

発注者が通知した日から１年が経過する日までに、契

約不適合責任期間を超えて前項に規定する方法による

請求等をしたときは、契約不適合責任期間内に請求等

をしたものとみなす。

５ 　発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったとき

は、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法

の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認めら

れる請求等をすることができる。
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６ 　前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重

過失により生じたものであるときには適用せず、契約

不適合に関する受注者の責任については、民法の定め

るところによる。

７ 　民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間

については適用しない。

８ 　発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合が

あることを知ったときは、第１項の規定にかかわら

ず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契

約不適合に関する請求等をすることはできない。ただ

し、受注者がその契約不適合があることを知っていた

ときは、この限りでない。

９ 　この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律

（平成11年法律第81号）第94条第１項に規定する住宅

新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅

の品質確保の促進等に関する法律施行令（平成12年政

令第64号）第５条に定める部分のかし（構造耐力又は

雨水の浸入に影響のないものを除く。）について請求

等を行うことのできる期間は、引渡しを受けた日から

起算して10年とする。この場合において、前各項の規

定は適用しない。

10　引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の

性質又は発注者若しくは監督員の指図により生じたもの

であるときは、発注者は、当該契約不適合を理由として、

請求等をすることができない。ただし、受注者が支給材

料又は指図が不適当であることを知りながらこれを通知

しなかったときは、この限りでない。

　第６号様式工事請負契約約款第50条の見出し中「受注

者の」の次に「催告によらない」を加え、同条第１項中

「、契約」を「、直ちに契約」に改め、同項第３号を削

り、同条第２項を削り、同条を第52条とし、同条の次に

次の１条を加える。

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第 53条　第51条又は前条各号に定める場合が受注者の責

めに帰すべき事由によるものであるときは、受注者

は、前２条の規定による契約の解除をすることができ

ない。

　第６号様式工事請負契約約款第49条を削る。

　第６号様式工事請負契約約款第48条第２項中「前条第

１項及び第３項」を「第55条第２項及び第６項」に改め、

同条を第49条とし、同条の次に次の２条を加える。

（公共工事履行保証証券による保証の請求）

第 50条　第４条第１項又は第５条第１項の規定によりこ

の契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証

証券による保証が付された場合において、受注者が第

46条各号又は第47条各号のいずれかに該当するとき

は、発注者は、当該公共工事履行保証証券の規定に基

づき、保証人に対して、他の建設業者を選定し、工事

を完成させるよう請求することができる。

２ 　受注者は、前項の規定により保証人が選定し発注者

が適当と認めた建設業者（以下「代替履行業者」とい

う。）から発注者に対して、この契約に基づく次の各

号に定める受注者の権利及び義務を承継する旨の通知

が行われた場合は、代替履行業者に対して当該権利及

び義務を承継させる。

　⑴ 　請負代金債権（前払金、内払金又は部分引渡しに

係る請負代金として受注者に既に支払われたものを

除く。）

　⑵ 　工事完成債務

　⑶ 　契約不適合を保証する債務（受注者が施工した出

来形部分の契約不適合に係るものを除く。）

　⑷ 　解除権

　⑸ 　その他この契約に係る一切の権利及び義務（第29

条の規定により受注者が施工した工事に関して生じ

た第三者への損害賠償債務を除く。）

３ 　発注者は、前項の通知を代替履行業者から受けた場

合は、第６条の規定にかかわらず、代替履行業者が同

項各号に規定する受注者の権利及び義務を承継するこ

とを承諾する。

４ 　第１項の規定による発注者の請求があった場合にお

いて、当該公共工事履行保証証券の規定に基づき、保

証人から保証金が支払われたときは、この契約に基づ

いて発注者に対して受注者が負担する損害賠償債務そ

の他の費用の負担に係る債務（当該保証金の支払われ

た後に生じる違約金等を含む。）は、当該保証金の額

を限度として消滅する。

（受注者の催告による解除権）

第 51条　受注者は、発注者がこの契約に違反したとき

は、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期

間内に履行がないときは、この契約を解除することが

できる。ただし、その期間を経過した時における債務

の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして

軽微であるときは、この限りでない。

　第６号様式工事請負契約約款第47条の２を削る。

　第６号様式工事請負契約約款第47条の見出し中「発注

者の」の次に「催告による」を加え、同条中「するとき

は、」を「するときは相当の期間を定めてその履行の催

告をし、その期間内に履行がないときはこの」に改め、

同条各号列記以外の部分に次のただし書を加える。

　ただし、その期間を経過した時における債務の不履行

がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微である

ときは、この限りでない。

　第６号様式工事請負契約約款第47条中第７号及び第８

号を削り、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、

第４号を次のように改め、同号を第６号とする。

　⑷ 　前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反した
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とき。

　第６号様式工事請負契約約款第47条中第３号を第４号

とし、同号の次に次の１号を加える。

　⑸ 　正当な理由なく、第44条第１項の履行の追完がな

されないとき。

　第６号様式工事請負契約約款第47条第２号中「その責

めに帰すべき事由により」及び「明らかに」を削り、同

号を同条第３号とし、同条中第１号を第２号とし、同号

の前に次の１号を加える。

　⑴ 　第６条第４項に規定する書類を提出せず、又は虚

偽の記載をしてこれを提出したとき。

　第６号様式工事請負契約約款中第47条を第46条とし、

同条の次に次の２条を加える。

　（発注者の催告によらない解除権）

第 47条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当

するときは、直ちにこの契約を解除することができる。

　⑴ 　第６条第１項の規定に違反して請負代金債権を譲

渡したとき。

　⑵ 　第６条第４項の規定に違反して請負代金債権の譲

渡により得た資金を当該工事の施工以外に使用した

とき。

　⑶ 　この契約の目的物を完成させることができないこ

とが明らかであるとき。

　⑷ 　引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合

において、その不適合が工事目的物を除却した上で

再び建設しなければ、契約の目的を達成することが

できないものであるとき。

　⑸ 　受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を

拒絶する意思を明確に表示したとき。

　⑹ 　受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は

受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明

確に表示した場合において、残存する部分のみでは

契約をした目的を達することができないとき。

　⑺ 　契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、

特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約

をした目的を達することができない場合において、

受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。

　⑻ 　前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の

履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがな

いことが明らかであるとき。

　⑼ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配

法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認め

られるものに請負代金債権を譲渡したとき。

　⑽ 　第51条又は第52条の規定によらないで契約の解除

を申し出たとき。

　⑾ 　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その

構成員のうちいずれかの者。以下この号において同

じ。）が、次のいずれかに該当するとき。

　　ア 　川崎市暴力団排除条例第７条に規定する暴力団

員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密

接な関係を有すると認められるものであるとき。

　　イ 　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条

例第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反

したとき。

　　ウ 　この契約に関して、受注者が、下請契約、資材

又は原材料の購入契約その他の契約を締結するに

当たり、その相手方がア又はイのいずれかに該当

することを知りながら、当該相手方と契約を締結

したと認められるとき。

　　エ 　この契約に関して、受注者が、ア又はイのいず

れかに該当する者を下請契約、資材又は原材料の

購入契約その他の契約の相手方としていた場合

（ウに該当する場合を除く。）に、発注者が受注

者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれ

に従わなかったとき。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第 48条　第46条各号又は前条各号に定める場合が発注者

の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注

者は、前２条の規定による契約の解除をすることがで

きない。

　第７号様式中第16条を第23条とし、第15条を第22条と

し、第14条を第21条とする。

　第７号様式第13条を削る。

　第７号様式第12条第１項中「第10条」を「第12条、第

13条」に、「第10条の２第１項第２号」を「第15条第１

項第２号」に改め、同条を第18条とし、同条の次に次の

２条を加える。

（契約不適合責任）

第 19条　発注者は、第４条の規定による目的物の引渡し

の日から相当の期間内に目的物に種類又は品質に関し

て契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」

という。）が認められたときは、受注者に対し、目的

物の修補又は代替物の引き渡しによる履行の追完を請

求することができる。ただし、その履行の追完に過分

の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求す

ることができない。

２ 　前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な

負担を課するものでないときは、発注者が請求した方

法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

３ 　第１項の場合において、発注者が相当の期間を定め

て履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完が

ないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代

金の減額を請求することができる。ただし、次の各号

のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、
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直ちに代金の減額を請求することができる。

　⑴ 　履行の追完が不能であるとき。

　⑵ 　受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示

したとき。

　⑶ 　目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定

の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をし

た目的を達することができない場合において、受注

者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。

　⑷ 　前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規

定による催告をしても履行の追完を受ける見込みが

ないことが明らかであるとき。

（契約不適合責任期間等）

第 20条　発注者は、引き渡された目的物に関し、第４条

の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡

し」という。）を受けた日から相当の期間内でなけれ

ば、契約不適合を理由として、履行の追完の請求、代

金の減額の請求、損害賠償の請求又は契約の解除（以

下この条において「請求等」という。）をすることが

できない。

２ 　前項の請求等は、受注者に対し、具体的な契約不適

合の内容、請求する損害額の算定の根拠その他の当該

請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問

う意思を明確に告げることで行う。

３ 　発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等

が可能な期間（以下この項及び第６項において「契約

不適合責任期間」という。）内に契約不適合を知り、

その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通

知した日から１年が経過する日までに、契約不適合責

任期間を超えて前項に規定する方法による請求等をし

たときは、契約不適合責任期間内に請求等をしたもの

とみなす。

４ 　発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請

求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効

の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等

をすることができる。

５ 　前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重

過失により生じたものであるときには適用せず、契約

不適合に関する受注者の責任については、民法の定め

るところによる。

６ 　民法第566条本文及び第637条第１項の規定は、契約

不適合責任期間については適用しない。

７ 　発注者は、目的物の引渡しの際に契約不適合がある

ことを知ったときは、第１項の規定にかかわらず、そ

の旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適

合に関する請求等をすることはできない。ただし、受

注者がその契約不適合があることを知っていたとき

は、この限りでない。

８ 　引き渡された目的物の契約不適合が発注者の責めに

帰すべき事由により生じたものであるときは、発注者

は当該契約不適合を理由として、請求等をすることが

できない。ただし、受注者が発注者の責めに帰すべき

事由を知りながらこれを通知しなかったときは、この

限りではない。

　第７号様式第11条を第17条とする。

　第７号様式第10条の３第１項中「第10条」を「第12条

及び第13条」に改め、同条第２項中「ことにより」を「場

合において、」に改め、同条を第16条とする。

　第７号様式第10条の２第１項第１号中「前条及び第11

条第６項」を「第12条、第13条及び第17条第６項」に改

め、同条を第15条とする。

　第７号様式第10条を削る。

　第７号様式第９条の見出しを「（受注者の催告によら

ない契約解除権）」に改め、同条中「契約の解除を請求」

を「直ちに契約を解除」に改め、同条を第10条とし、同

条の次に次の４条を加える。

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第 11条　前２条に定める場合が受注者の責めに帰すべき

事由によるものであるときは、受注者は、前２条の規

定による契約の解除をすることができない。

（発注者の催告による解除権）

第 12条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当

するときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときはこの契約を解除す

ることができる。ただし、その期間を経過した時にお

ける債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に

照らして軽微であるときは、この限りでない。

　⑴ 　正当な理由なく、着手すべき期日を過ぎても目的

物の履行に着手しないとき。

　⑵ 　履行期間内に完納しないとき又は履行期間経過後

相当の期間内に目的物を完納する見込みがないと認

められるとき。

　⑶ 　正当な理由なく、第19条第１項の履行の追完がな

されないとき。

　⑷ 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167

条の４第２項第１号、第２号、第４号及び第５号の

規定に該当したとき。

　⑸ 　破産手続開始の決定を受けたとき、又は所在不明

となったとき。

　⑹ 　その他契約に違反したとき。

（発注者の催告によらない解除権）

第 13条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当

するときは、直ちにこの契約を解除することができる。

　⑴ 　この契約の全部の履行ができないことが明らかで

あるとき。

　⑵ 　受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を

拒絶する意思を明確に表示したとき。
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　⑶ 　受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は

受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明

確に表示した場合において、残存する部分のみでは

契約をした目的を達することができないとき。

　⑷ 　契約の目的物の性質又は当事者の意思表示によ

り、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ

契約をした目的を達することができない場合におい

て、受注者が履行をしないでその時期を経過したと

き。

　⑸ 　前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務を

履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがな

いことが明らかであるとき。

　⑹ 　第９条又は第10条の規定によらないで契約の解除

を申し出たとき。

　⑺ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配

法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認め

られるものであるとき。

　⑻ 　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例

第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反した

とき。

　⑼ 　この契約に関して、受注者が、下請契約その他の

契約を締結するに当たり、その相手方が前２号のい

ずれかに該当することを知りながら、当該相手方と

契約を締結したと認められるとき。

　⑽ 　この契約に関して、受注者が、第７号又は第８号

のいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の

相手方としていた場合（前号に該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除

を求め、受注者がこれに従わなかったとき。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第 14条　第12条各号又は前条各号に定める場合が発注者

の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注

者は、前２条の規定による契約の解除をすることがで

きない。

　第７号様式第８条の２の次に次の１条を加える。

（受注者の催告による契約解除権）

第 ９条　受注者は、発注者がこの契約に違反したとき

は、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期

間内に履行がないときは、この契約を解除することが

できる。ただし、その期間を経過した時における債務

の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして

軽微であるときは、この限りでない。

　第８号様式中「かし担保」を「不適合責任」に、「あ

て先」を「宛先」に改める。

　第９号様式中「履行場所　　川崎市」を「履行場所」

に、「かし担保」を「不適合責任」に、「あて先」を「宛

先」に改める。

　第17号様式中「あて先」を「宛先」に、「工事場所　

　川崎市」を「工事場所」に、「かし担保期限」を「不

適合責任期限」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

告 示

川崎市告示第97号

　　　土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出

　　　区域の指定について

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項

の規定に基づき、特定有害物質によって汚染されている

区域を指定しますので、同条第３項の規定に基づき告示

します。

　　令和２年３月２日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　指定する区域

　　中原区小杉町一丁目390番１、392番の一部

　　（別図のとおり）

２ 　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第１項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　ふっ素及びその化合物

３ 　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第２項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　鉛及びその化合物
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川崎市告示第98号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和２年３月３日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２ 　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３ 　引取りの方法

　⑴ 　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵ 　引取りのできる日時

　　 　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶ 　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷ 　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４ 　その他

　 　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第99号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月３日から令和２年３月17日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月３日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
市 ノ 坪

第66号線

川崎市中原区市ノ坪

676番25先
3.64 27.59

川崎市中原区市ノ坪

676番25先

新
市 ノ 坪

第66号線

川崎市中原区市ノ坪

676番18先
3.82 27.59

川崎市中原区市ノ坪

676番15先

　　　───────────────────

川崎市告示第100号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月３日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月３日から令和２年３月17日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月３日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

市 ノ 坪

第 6 6 号 線

川崎市中原区市ノ坪676番18先

川崎市中原区市ノ坪676番15先

　　　───────────────────

川崎市告示第101号

　　　川崎市路上喫煙防止重点区域における市長

　　　が別に定める場所の指定解除について

　川崎市路上喫煙の防止に関する条例（平成17年川崎市

条例第95号）第８条ただし書の規定に基づき路上喫煙防

止重点区域（以下「重点区域」という。）に指定した市

長が別に定める場所（以下「指定喫煙場所」という。）

を解除しますので、次のとおり告示します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

指定の効力が生ずる日

指定解除

の効力が

生ずる日

重点区域

の名称

指定喫煙場所の名称

及び場所
位　置

令和２年

３月６日

川崎駅周辺 川崎駅第４指定喫煙場所

幸区堀川町72番の一部

別図第１

のとおり

川崎駅第５指定喫煙場所

幸区堀川町72番の一部

別図第２

のとおり
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別図第１

別図第１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川崎駅第４指定喫煙場所 
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別図第２

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

別図第２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

川崎駅第５指定喫煙場所 

川崎市告示第102号

　　　川崎市路上喫煙防止重点区域における市長

　　　が別に定める場所の指定について

　川崎市路上喫煙の防止に関する条例（平成17年川崎市

条例第95号）第８条ただし書の規定に基づき路上喫煙防

止重点区域（以下「重点区域」という。）における市長

が別に定める場所（以下「指定喫煙場所」という。）を

指定したので、次のとおり告示します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

指定の効力が生ずる日　令和２年３月６日

重点区域の

名称

指定喫煙場所の

名称及び場所
位置 範囲

川崎駅周辺 川崎駅第４指定喫煙場所

幸区堀川町72番の一部

別図第１

のとおり

市が設置した

喫煙設備内
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別図第１

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

別図第１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 

川崎駅第４指定喫煙場所 

川崎市告示第103号

　　　土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出

　　　区域の指定について

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項

の規定に基づき、特定有害物質によって汚染されている

区域を指定しますので、同条第３項の規定に基づき告示

します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　指定する区域

　　川崎区小島町４番35、４番36の一部

　　（別図のとおり）

２ 　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第１項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　 　六価クロム化合物、セレン及びその化合物、砒素及

びその化合物、ふっ素及びその化合物

３ 　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第２項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　鉛及びその化合物、ふっ素及びその化合物

４ 　当該区域は、土壌汚染対策法施行規則第58条第５項

第12号に該当する。
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　　　　　　　　　　────────────────────────────────

別
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川崎市告示第104号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月23日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧

上 麻 生
川崎市麻生区上麻生

５丁目1101番６先
1.82 35.38

第146号線
川崎市麻生区上麻生

５丁目1103番４先

新

上 麻 生
川崎市麻生区上麻生

５丁目1101番６先
1.82 8.10

第146号線
川崎市麻生区上麻生

５丁目1102番３先

旧

上 麻 生
川崎市麻生区上麻生

５丁目1101番６先
3.04 12.72

第147号線
川崎市麻生区上麻生

５丁目1100番８先

新

上 麻 生
川崎市麻生区上麻生

５丁目1099番45先
4.00 12.72

第147号線
川崎市麻生区上麻生

５丁目1100番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第105号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月６日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月23日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

上 麻 生

第14 6号線

川崎市麻生区上麻生５丁目1101番６先

川崎市麻生区上麻生５丁目1102番３先

上 麻 生

第14 7号線

川崎市麻生区上麻生５丁目1099番45先

川崎市麻生区上麻生５丁目1100番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第106号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に

基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月23日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
上 麻 生

第288号線

川崎市麻生区上麻生

７丁目18番１先
1.82 39.27

川崎市麻生区上麻生

７丁目14番３先

新
上 麻 生

第288号線

川崎市麻生区上麻生

７丁目18番１先
2.93

～

6.00

39.27
川崎市麻生区上麻生

７丁目13番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第107号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月６日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月23日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

上 麻 生

第28 8号線

川崎市麻生区上麻生７丁目18番１先

川崎市麻生区上麻生７丁目13番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第108号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月６日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月25日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　県道
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路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

川 崎 府 中
川崎市多摩区生田３丁目749番５先

川崎市多摩区生田２丁目657番４先

　　　───────────────────

川崎市告示第109号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月23日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
井 田 杉

山 町

川崎市中原区井田杉山

町543番28先
3.91 28.75

第３号線
川崎市中原区井田杉山

町543番28先

新
井 田 杉

山 町

川崎市中原区井田杉山

町543番24先
4.00 28.75

第３号線
川崎市中原区井田杉山

町543番25先

　　　───────────────────

川崎市告示第110号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月６日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月６日から令和２年３月23日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

井田杉山町

第 ３ 号 線

川崎市中原区井田杉山町543番24先

川崎市中原区井田杉山町543番25先

　　　───────────────────

川崎市告示第111号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２ 　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３ 　引取りの方法

　⑴ 　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵ 　引取りのできる日時

　　 　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶ 　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷ 　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４ 　その他

　 　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第112号

　令和２年１月15日付けで公示した中原区市ノ坪の一般

国道409号予定地（自転車駐車場）について、占用入札

を実施した結果、次のとおり入札占用計画を認定したの

で、道路法（昭和27年法律第180号）第39条の５第２項

の規定に基づき、公示する。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　入札占用計画の認定日

　　令和２年３月10日

２ 　認定の有効期間
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　　令和２年４月１日から令和４年３月31日

３ 　道路の占用の場所

　　川崎市中原区市ノ坪40番２他

４ 　認定計画提出者

　　東武不動産株式会社

　　　───────────────────

川崎市告示第113号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第260条の２第11

項の規定により告示された事項の変更届がありましたの

で、平成24年川崎市告示第330号に告示された事項を変

更し、同条第10項の規定により次のとおり告示します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　届け出た地縁による団体

　⑴ 　名称

　　　長沢自治会

　⑵ 　事務所の所在地

　　　

　⑶ 　代表者の氏名

　　　

　⑷ 　代表者の住所

　　　

２ 　変更事項及びその内容

　⑴ 　代表者の氏名

　　　「 」を「 」に改める。

　⑵ 　代表者の住所

　　　 「 」を「

」に改める。

　　　───────────────────

川崎市告示第114号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月12日から令和２年３月27日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧

菅 生
川崎市宮前区潮見台

2465番４先
2.42 41.21

第462号線
川崎市宮前区潮見台

2465番４先

新

菅 生
川崎市宮前区潮見台

2465番35先
3.21 41.21

隅きり部

を含む
第462号線

川崎市宮前区潮見台

2465番42先

旧

菅 生
川崎市宮前区潮見台

2465番４先
3.64 21.46

第463号線
川崎市宮前区潮見台

2465番４先

新

菅 生
川崎市宮前区潮見台

2465番４先
3.82 21.46

第463号線
川崎市宮前区潮見台

2465番33先

　　　───────────────────

川崎市告示第115号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月12日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月12日から令和２年３月27日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

菅 生 川崎市宮前区潮見台2465番35先
隅きり部

を含む
第462号線 川崎市宮前区潮見台2465番42先

菅 生 川崎市宮前区潮見台2465番４先

第463号線 川崎市宮前区潮見台2465番33先

　　　───────────────────

川崎市告示第116号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月12日から令和２年３月27日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧

野 川
川崎市宮前区野川本町

１丁目303番４先
2.91 8.55

第37号線
川崎市宮前区野川本町

１丁目302番１先

新

野 川
川崎市宮前区野川本町

１丁目303番６先
4.00 8.55

第37号線
川崎市宮前区野川本町

１丁目302番20先

　　　───────────────────

川崎市告示第117号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月12日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月12日から令和２年３月27日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

野 川

第 3 7 号 線

川崎市宮前区野川本町１丁目303番６先

川崎市宮前区野川本町１丁目302番20先

　　　───────────────────

川崎市告示第118号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月12日から令和２年３月27日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
平

第31号線

川崎市宮前区平５丁目

889番９先
3.64 19.74

川崎市宮前区平５丁目

889番９先

新
平

第31号線

川崎市宮前区平５丁目

889番19先
3.82 19.74

川崎市宮前区平５丁目

889番17先

川崎市告示第119号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和２年３月12日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和２年３月12日から令和２年３月27日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市　道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

平

第 3 1 号 線

川崎市宮前区平５丁目889番19先

川崎市宮前区平５丁目889番17先

税 告 示

川崎市税告示第１号

　地方税法（昭和25年法律第226号）第416条第１項の規

定に基づき、次により令和２年度分の固定資産税に関す

る土地価格等縦覧帳簿を市内に所在する土地に対して課

する固定資産税の納税者の縦覧に供し、また、令和２年

度分の固定資産税に関する家屋価格等縦覧帳簿を市内に

所在する家屋に対して課する固定資産税の納税者の縦覧

に供します。

　　令和２年３月２日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　縦覧の期間

　　令和２年４月１日から令和２年４月30日まで

　　（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除きます。）

２ 　縦覧の時間

　　午前８時30分から午後５時まで

３ 　縦覧の場所

　⑴ 　資産（土地・家屋）の所在する区が川崎区又は幸

区の場合

　　　川崎市かわさき市税事務所資産税課

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル３階

　⑵ 　資産（土地・家屋）の所在する区が中原区の場合

　　 　川崎市みぞのくち市税事務所

　　　こすぎ市税分室資産税担当

　　　川崎市中原区小杉町３丁目245番地

　　　中原区役所３階

　⑶ 　資産（土地・家屋）の所在する区が高津区又は宮

前区の場合
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　　　川崎市みぞのくち市税事務所資産税課

　　　川崎市高津区下作延２丁目７番60号　

　⑷ 　資産（土地・家屋）の所在する区が多摩区又は麻

生区の場合

　　　川崎市しんゆり市税事務所資産税課

　　　川崎市麻生区万福寺１丁目２番２号

　　　新百合トウェンティワン５階

公 告

川崎市公告第272号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月２日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 高津区内主要地方道鶴見溝ノ口舗装道補修（切削）工事

履行場所 川崎市高津区久本２丁目３番地先

履行期限 契約の日から90日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　川崎市高津区、宮前区、多摩区又は麻生区内に本社を有すること。

⑹ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ｂ」で登録されている

こと。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽ 　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月16日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

契約課ホームページ「入札情報かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 幸区内主要地方道川崎府中舗装道補修（切削）工事

履行場所 川崎市幸区幸町２丁目585番地先

履行期限 契約の日から令和２年７月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ａ」で登録されている

こと。
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参 加 資 格

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼ 　主任技術者（業種「舗装」）を専任で配置できること。

　 　ただし、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合

は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月16日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

契約課ホームページ「入札情報かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 東扇島西公園災害復旧工事

履行場所 川崎市川崎区東扇島94番地内

履行期限 契約の日から令和２年７月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ｃ」で登録されている

こと。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼ 　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月16日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

契約課ホームページ「入札情報かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します
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（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 麻生区内市道菅早野線舗装道補修（切削）工事

履行場所 川崎市麻生区東百合丘４丁目38番地先

履行期限 契約の日から100日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ｃ」で登録されている

こと。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼ 　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月16日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

契約課ホームページ「入札情報かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第273号

　川崎都市計画緑地の変更（１号生田緑地の変更）ほか

関連案件の都市計画の変更を予定しています。都市計画

法（昭和43年法律第100号）第16条第１項に基づく、川

崎市都市計画公聴会規則（平成12年川崎市規則第63号。

以下「規則」という。）の規定により、次のとおり公聴

会を開催しますので、公告します。

　なお、規則第２条の規定により、公述の申し出がない

ときは、公聴会を開催しません。

　　令和２年３月２日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　都市計画の内容

　⑴ 　都市計画の種類及び名称

　　ア 　川崎都市計画緑地の変更（１号生田緑地の変更）

　　イ 　川崎都市計画用途地域の変更（生田緑地の変更）

　　ウ 　川崎都市計画高度地区の変更（生田緑地の変更）

　　エ 　川崎都市計画防火地域及び準防火地域の変更

（生田緑地の変更）

　　オ 　川崎都市計画地区計画の決定（長尾２丁目地区

地区計画）

　⑵ 　都市計画を定める土地の区域

　　ア 　川崎都市計画緑地の変更（１号生田緑地の変更）

　　（ア）追加する部分

　　　　　なし

　　（イ）削除する部分

　　　　　なし

　　（ウ）変更する部分

　　　　　川崎市　多摩区　長尾２丁目地内

　　イ 　川崎都市計画用途地域の変更（生田緑地の変更）

　　（ア）追加する部分

　　　　　なし

　　（イ）削除する部分

　　　　　なし

　　（ウ）変更する部分 

　　　　　川崎市　多摩区　長尾１丁目、長尾２丁目

　　　　　及び長尾３丁目地内
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　　ウ 　川崎都市計画高度地区の変更（生田緑地の変更）

　　（ア）追加する部分

　　　　　なし

　　（イ）削除する部分

　　　　　なし

　　（ウ）変更する部分 

　　　　　川崎市　多摩区　長尾１丁目、長尾２丁目

　　　　　及び長尾３丁目地内

　　エ 　川崎都市計画防火地域及び準防火地域の変更

　　　　（生田緑地の変更）

　　（ア）追加する部分

　　　　　なし

　　（イ）削除する部分

　　　　　なし

　　（ウ）変更する部分 

　　　　　川崎市　多摩区　長尾２丁目地内

　　オ 　川崎都市計画地区計画の決定

　　　　（長尾２丁目地区地区計画）

　　（ア）追加する部分

　　　　　川崎市　多摩区　長尾２丁目地内

　　（イ）削除する部分

　　　　　なし

　　（ウ）変更する部分 

　　　　　なし

２ 　公聴会の開催の日時及び場所

　⑴ 　日時　令和２年４月25日（土）午前10時から

　⑵ 　場所　多摩区役所11階会議室

　　　　　　（多摩区登戸1775－１）

３ 　公述申出書の提出期間及び提出先

　 　公述の申し出は、公述意見の要旨及び住所・氏名等

を記載した「公述申出書」を提出してください。なお、

公述申出書の参考書式は、素案縦覧場所に備えており

ます。

　⑴ 　提出期間　 令和２年３月24日（火）から４月７日

（火）まで

　⑵ 　提出先　　川崎市まちづくり局計画部都市計画課

　　　　　　　　（川崎市川崎区宮本町１番地）

４ 　都市計画素案の説明会及び縦覧

　 　公聴会に先立ち、都市計画素案の説明会を次のとお

り開催します。また、説明会後、都市計画素案の縦覧

を行います。

　⑴ 　説明会

　　ア 　日時　令和２年３月23日（月）

　　　　　　　午後７時から午後８時30分まで

　　イ 　場所　多摩区役所11階会議室

　　　　　　　（多摩区登戸1775－１）

　⑵ 　縦　覧

　　ア 　日時　 令和２年３月24日（火）から４月７日

（火）まで

　　イ 　場所　川崎市まちづくり局都市計画課

　　　　　　　 （川崎区宮本町６番地明治安田生命川崎

ビル５階）

　　　　　　　多摩区役所10階市政資料コーナー

　　　　　　　（多摩区登戸1775－１）

　　　　　　　宮前区役所１階市政資料コーナー

　　　　　　　（宮前区宮前平２－20－５）

　　　　　　　多摩区役所生田出張所

　　　　　　　（多摩区栗谷３－31－10）

　　　　　　　宮前区役所向丘出張所

　　　　　　　（宮前区平１－１－10）

　　　　　　　川崎市立多摩図書館

　　　　　　　（多摩区登戸1775－１）

　　　　　　　川崎市立宮前図書館

　　　　　　　（宮前区宮前平２－20－４）

　　　　　　　※ 都市計画課、多摩区役所、宮前区役

所、生田出張所、向丘出張所は、閉庁

日（土曜日・日曜日・祝日）を除く平

日の午前８時30分から午後５時まで。

　　　　　　　※ 多摩図書館、宮前図書館は、平日の午

前９時30分から午後７時まで及び土曜

日・日曜日・祝日の午前９時30分から

午後５時まで。なお、休館日がありま

すので御注意ください。

　　　───────────────────

川崎市公告第274号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月４日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 戸手小学校ほか１校トイレ改修その他工事

履行場所 川崎市幸区戸手本町１丁目165番地ほか１校

履行期限 契約の日から令和３年３月10日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

　 　また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は

特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月10日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 小倉小学校校舎改修その他その１工事

履行場所 川崎市幸区小倉２丁目20番１号

履行期限 契約の日から令和２年12月28日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。
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参 加 資 格

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

　 　また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は

特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月10日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 南生田中学校体育館改修その他工事

履行場所 川崎市多摩区南生田３丁目４番１号

履行期限 契約の日から令和３年２月26日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。
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参 加 資 格

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月10日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 渡田中学校受変電その他設備改修工事

履行場所 川崎市川崎区渡田向町11番１号

履行期限 契約の日から令和２年10月15日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｂ」で登録されている

こと。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月１日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。
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そ　の　他

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 住吉中学校受変電その他設備改修工事

履行場所 川崎市中原区木月住吉町27番１号

履行期限 契約の日から令和２年10月15日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｂ」で登録されている

こと。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月１日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第275号

　　　大規模小売店舗立地法に基づく変更の届出

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条

第１項の規定に基づき、大規模小売店舗の変更の届出が

なされたので、同条第３項の規定において準用する同法

第５条第３項の規定により次のとおり公告します。

　　令和２年３月４日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　川崎ルフロン

　　川崎市川崎区日進町１番11、12、16、19

２ 　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住
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所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　

　　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　　取締役社長　池谷　幹男

３ 　変更した事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は

名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

（変更前）

名称 代表者氏名 住所

① エルソニック㈱
代表取締役

津坂　純

大阪府吹田市豊津町

18－13

② ㈱ジーフット
代表取締役社長

堀江　泰文

東京都中央区新川

１－23－５

新川イースト

　他計10者

（変更後）

名称 代表者氏名 住所

① － － －

② ㈱ジーフット
代表取締役

木下　尚久

東京都中央区新川

１－23－５　新川イースト

　他計30者

４ 　変更の年月日

　　①令和元年８月31日　②令和元年５月24日　他

５ 　変更する理由

　 　小売業を行う者の住所及び代表者の氏名の変更並び

に小売店舗の入れ替えのため。

６ 　届出の年月日

　　令和２年２月28日

７ 　届出及び添付書類の縦覧場所

　　経済労働局産業振興部商業振興課

　　（川崎フロンティアビル10階）

８ 　届出及び添付書類の縦覧期間及び時間帯

　 　令和２年３月４日から令和２年７月４日までの午前

８時30分から午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日

及び祝日を除く。

９ 　法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店

舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境保持のた

め配慮すべき事項について意見を有する者は、当該公

告の日から４月以内に、川崎市に対し意見書の提出に

より、これを述べることができます。

10　意見書の提出期限及び提出先

　　令和２年７月４日

　　川崎市経済労働局産業振興部商業振興課

　　　───────────────────

川崎市公告第276号

　　　道路の指定について

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第

４号の規定に基づき道路を次のとおり指定します。

　なお、関係図書は、川崎市まちづくり局指導部建築指

導課に備えて縦覧に供します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路事業の

名称
都市計画道路３・５・４号丸子中山茅ヶ崎線

指定区間の

地名・地番

中原区小杉御殿町１丁目936番38

 別図省略

幅員・延長 15.00ｍ　×　12.60ｍ

指定番号

及び年月日

川崎市指令ま建指第514号

令和２年３月５日

　　　───────────────────

川崎市公告第277号

　　　道路の指定について

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第

４号の規定に基づき道路を次のとおり指定します。

　なお、関係図書は、川崎市まちづくり局指導部建築指

導課に備えて縦覧に供します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路事業の

名称
都市計画道路世田谷町田線

指定区間の

地名・地番

麻生区古沢字都古28番１、29番２、30番２、

31番２、43番２、44番、45番２、45番４、45

番８、46番２、47番２、60番２、61番２、62

番３、62番11、63番２、64番２、70番２、71

番２、72番２、77番２、78番２、79番、80番２、

81番２、88番２、89番３、90番３、91番２、

294番４、4020番の各一部、51番２

 別図省略

幅員・延長 18.50ｍ　×　10.00ｍ

指定番号

及び年月日

川崎市指令ま建指第515号

令和２年３月５日

　　　───────────────────

川崎市公告第278号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市宮前区野川字西耕地3417番２

 の一部　ほか２筆の一部　　

 2,516平方メートル

２ 　開発許可を受けた者の住所及び氏名
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　　川崎市麻生区東百合丘４丁目８番５号

　　株式会社　緑野丘企画

　　代表取締役　片山ひろみ

３ 　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

 計画戸数：14戸

４ 　開発許可年月日及び許可番号

　　平成31年２月15日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第153号

　　平成31年３月13日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第168号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第279号

　等々力緑地再編整備実施計画改定業務委託の業者選定

に関する公募型企画提案の実施について、次のとおり公

告します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　公募型企画提案の概要

　⑴ 　件名

　　　等々力緑地再編整備実施計画改定業務委託

　⑵ 　目的

　　 　等々力緑地では、都市公園法の一部改正や、民間

事業者からのＰＦＩ法に基づく民間提案の提出、令

和元年東日本台風による浸水被害等の発生など、緑

地を取り巻く大きな状況の変化が生じていることか

ら、こうした課題に対する本市の取組の方向性や今

後の検討の進め方を示した「等々力緑地再編整備事

業の推進に向けた今後の取組方針」（令和２年２月

策定）に基づき、既存の「等々力緑地再編整備実施

計画」（平成23年３月策定）を改定するにあたり、

計画の改定に向けた論点や考え方を整理し、円滑な

審議会の運営を支援するなど、計画改定作業の支援

を行うもの。

　⑶ 　業務内容

　　ア 　再編整備実施計画改定作業

　　　 　別途発注する「等々力緑地再編整備概略設計業

務委託」の成果を踏まえ、「等々力緑地再編整備

実施計画」の改定を行う。

　　（ア）事業対象区域の見直し（公園全体ゾーニング）

　　（イ ）既存の「等々力緑地再編整備実施計画」にお

ける４つの方向性の見直し

　　（ウ）主要施設の整備の方向と配置の見直し

　　（エ ）公園内施設の一体的・横断的な維持管理・利

活用の検討など、公園のさらなる魅力向上に向

けた取組やその経過の追加

　　（オ ）整備手順・スケジュールの見直し（最新の状

況の反映とＰＦＩ事業との整合性）

　　（カ ）「等々力緑地再編整備実施計画」改定案のと

りまとめ

　　イ 　事業手法等の検討

　　（ア ）緑地内（施設）維持管理、再編整備に係る事

業手法、事業範囲及び事業期間の検討

　　（イ ）設置可能な民間収益施設等の事業手法、事業

範囲及び事業期間の検討

　　（ウ ）ネーミングライツ、プロフィットシェア等、

市の収入確保策の検討

　　（エ ）民活手法導入に係る関係法令等との整合性の

検討

　　（オ）全体事業費の算定

　　　　 　別途発注する「等々力緑地再編整備概略設計

業務委託」で算出された概算整備費、維持管理

費等をもとに、全体事業費を算定する。

　　（カ）ＶＦＭの算定及び収支シミュレーション

　　　　 　民間活力を導入した場合のＰＳＣやＰＦＩ－

ＬＣＣの算定に加え、既存の「等々力緑地再編

整備実施計画」をこれまでの事業手法（市直営

等）で継続した場合の市の財政負担額を算出

し、事業実施に伴う市の財政負担額の低減の効

果を明らかにし、その評価を行う。

　　（キ）事業者選定方式の検討

　　（ク ）ＰＦＩ等民間活力を導入した場合の評価及び

とりまとめ

　　ウ 　要求水準書案の作成

　　　 　今後のＰＦＩ導入を見据え、次のとおり要求水

準書案を作成するものとする。

　　（ア）前提条件の整理

　　　　　特定事業選定のための前提条件の整理を行う。

　　（イ）要求水準書案の作成

　　　　 　民間事業者の創意工夫、ノウハウを最大限発

揮できるような要求水準書案を作成する。

　　エ 　審議会等の運営支援

　　（ア ）附属機関である「川崎市等々力緑地再編整備

計画推進委員会」への出席及び各回で使用する

資料（諮問案、諮問案関連資料）及び議事録の

作成を行う。（開催回数５回程度）

　　（イ ）緑地内施設の利用団体との調整の場である、

「（仮称）関係団体連絡調整会議」への出席及

び各回で使用する資料及び議事録の作成を行

う。（開催回数５回程度）

　⑷ 　履行期間

　　　契約締結日から令和３年３月31日まで

　⑸ 　履行場所

　　　川崎市川崎区駅前本町12番地１

　　　川崎駅前タワー・リバークビル17階

　　　川崎市建設緑政局等々力緑地再編整備室　他
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　⑹ 　事業委託料

　　 　31,427,000円（消費税額及び地方消費税額を含

む。）を上限とします。

２ 　参加資格

　 　参加を希望する者は、次の条件を全て満たさなけれ

ばなりません。

　⑴ 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167

条の４第１項及び第２項の各号に該当しないこと。

　⑵ 　会社更生法（平成14年法律第154号）の規定によ

る更生手続開始の申立てが行われていないこと、ま

たは民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に

よる再生手続開始の申立てが行われていないこと。

　⑶ 　業務の履行に関し、各種関係法令に基づく許可、

認可、免許等を必要とする場合において、これらの

証明等を受けていること。

　⑷ 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力

団またはその構成員の利益になる活動を行っていな

いこと。

　⑸ 　過去10年の間に、国または地方公共団体におい

て、次の業務の履行が完了していること。（アから

ウ全て）

　　ア 　10ヘクタール以上の都市公園における、ＰＰＰ

事業の導入可能性調査業務及びＰＦＩ事業のアド

バイザリー業務

　　イ 　陸上競技場、アリーナ、プール、ペデストリア

ンデッキ、雨水貯留施設の計画策定（改定）の業

務（陸上競技場、アリーナ、プール、ペデストリ

アンデッキ、雨水貯留施設のうち１施設でも可と

する。）

　　ウ 　陸上競技場、アリーナ、プールを含む、10ヘク

タール以上の都市公園全体の計画策定（改定）の

業務

　⑹ 　連絡調整を円滑に行うため、神奈川県内または東

京都内に、本社もしくは本店、支店、支社、営業所

等の事務所を有すること。

　⑺ 　当該契約年度の川崎市業務委託有資格業者名簿に

おいて、業種「20　調査・測定」に登録があること。

（業者登録申請中の場合、受託候補者の特定までに

登録されていれば要件を満たす者とする。）

３ 　担当部署及び問い合わせ先

　　川崎市建設緑政局等々力緑地再編整備室事業推進担当

　　藤田、阿部

　　　　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町12番地１

　　　　川崎駅前タワー・リバークビル17階

　　　　電　話　044－200－2408（直通）

　　　　ＦＡＸ　044－200－3973

　　　　電子メール　53todose@city.kawasaki.jp

４ 　企画提案の流れ

　⑴ 　スケジュール

内　容 期間等

仕様書・実施要領等の公表 令和２年３月６日（金）

参加意向申出書等の提出

令和２年３月６日（金）から

令和２年３月13日（金）まで

の期間の閉庁日を除く、午前

８時30分から午後５時まで

（正午～午後１時を除く。）

質問書の受付

令和２年３月６日（金）から

令和２年３月16日（月）午後

５時まで

参加資格確認結果通知発送 令和２年３月18日（水）

質問書に対する回答 令和２年３月19日（木）

企画提案書受付

令和２年３月18日（水）から

令和２年３月24日（火）まで

の期間の閉庁日を除く、午前

８時30分から午後５時まで

（正午～午後１時を除く。）

書類審査

令和２年３月25日（水）から

令和２年３月27日（金）まで

※ヒアリング審査を行う事業

者を選定し、審査結果を速や

かに通知します。なお、企画

提案書提出者が３者以内であ

った場合、下記ヒアリング審

査日までの間に、書類審査と

ヒアリング審査を同時に行い

ます。

ヒアリング審査（予定） 令和２年３月31日（火）

選定結果の通知（予定） 令和２年４月６日（月）

業務委託契約締結（予定） 令和２年４月８日（水）

　⑵ 　参加意向申出書等の提出

　　 　郵送（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る。）

もしくは持参により次の資料（各１部）を提出して

ください。

　　ア 　提出書類

　　（ア ）参加意向申出書（本市のＨＰからダウンロー

ドして御使用ください。なお、不明な場合は上

記３の等々力緑地再編整備室担当あてお問い合

わせください。）

　　（イ ）誓約書（上記２に記載した事項についての誓

約書になります。本市のＨＰからダウンロード

して御使用ください。）

　　（ウ ）過去10年の間に、国または地方公共団体にお

いて、次の業務の履行が完了していることを証

する書類（ａからｃ全て）

　　　　ａ 　10ヘクタール以上の都市公園における、Ｐ

ＰＰ事業の導入可能性調査業務及びＰＦＩ事

業のアドバイザリー業務

　　　　ｂ 　陸上競技場、アリーナ、プール、ペデスト
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リアンデッキ、雨水貯留施設の計画策定（改

定）の業務（陸上競技場、アリーナ、プール、

ペデストリアンデッキ、雨水貯留施設のうち

１施設でも可とする。）

　　　　ｃ 　陸上競技場、アリーナ、プールを含む、10

ヘクタール以上の都市公園全体の計画策定

（改定）の業務

　　（エ ）神奈川県内または東京都内に、本社もしくは

本店、支店、支社、営業所等の事務所を有する

ことを証する書類

　　イ 　提出期間

　　　 　令和２年３月６日（金）から令和２年３月13日

（金）までの期間の午前８時30分から午後５時ま

で（閉庁日及び正午～午後１時を除く。）

　　　（ 郵送の場合は令和２年３月13日（金）午後５時

までに必着）

　　ウ 　提出先

　　　　３に同じ

　⑶ 　質問書の受付及び質問書に対する回答

　　 　企画提案に関する質問は、令和２年３月６日（金）

から令和２年３月16日（月）午後５時までの期間に、

上記３の等々力緑地再編整備室担当あて電子メール

（添付文書がある場合にはMicrosoft Word形式、Ａ

４版縦・横書き）で送付してください。

　　 　回答は令和２年３月19日（木）に、全ての参加意

向申出書の提出者に対し電子メールにて回答いたし

ます。

　⑷ 　参加資格確認結果通知の発送

　　 　令和２年３月18日（水）に、参加意向申出書の提

出者あて、参加資格確認結果通知を郵送します。ま

た、参加資格要件を満たす者には、関係書類提出要

請書も併せて郵送します。

　⑸ 　企画提案書の提出

　　 　参加資格を有する者は、次の期日までに必要書類

を郵送（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る。）

もしくは持参により提出してください。

　　ア 　提出期間

　　　 　令和２年３月18日（水）から令和２年３月24日

（火）までの期間の午前８時30分から午後５時ま

で（閉庁日及び正午～午後１時を除く。）

　　　（ 郵送の場合は令和２年３月24日（火）午後５時

までに必着）

　　イ 　提出先

　　　　３に同じ

　　ウ 　提出書類

　　（ア）企画提案書

　　（イ）見積書

　　（ウ）実施体制及び配置予定人員

　　（エ）過去の実績

　　　　　 （４⑵ア「提出書類」の（ウ）と同じ書類を

改めて御提出ください。）

　　エ 　注意事項

　　（ア ）提出書類は、正１部と副10部をそれぞれ製本

し、提出してください。

　　（イ ）用紙はＡ４版縦・横書きとし、左上１か所で

綴じてください。

　　（ウ）提出された提案書類は返却しません。

　　（エ ）提出後、提案者側からの提案書類の差し替え

及び追加はできません。

　　（オ ）提案書類については、あくまでも業務を委託

する者を選定するための資料であり、企画提案

書の内容全てが契約に反映されるとは限りませ

ん。

　　（カ ）提出後、当市が必要と判断した場合は、追加

資料の提出を求めることがあります。

５ 　審査方法

　⑴ 　審査方法

　　 　提出された企画提案書類の審査及びヒアリング審

査を実施します。

　⑵ 　書類審査の実施

　　 　提出された企画提案書等に対し書類審査を実施

し、評価の高い者３者程度を書類審査通過者として

選定し、ヒアリング審査の対象者とします。書類審

査の結果は、審査終了後、速やかに提案のあった全

ての事業者に通知します。

　　 　また、書類審査通過者に対して、ヒアリング審査

の日程等を併せて通知します。

　　 　ただし、企画提案書提出者が３者以内であった場

合は、書類審査及びヒアリング審査を同時に実施し

ます。その場合には、書類審査の前に提案のあった

全ての事業者に、審査の日程等を通知します。

　⑶ 　ヒアリング審査の実施

　　 　選定評価委員会において、提案内容を説明（プレ

ゼンテーション）していただきます。

　　ア 　日時（予定）

　　　　令和２年３月31日（火）

　　　　時間は調整の上、個別に連絡します。

　　イ 　場所（予定）

　　　　川崎市役所第４庁舎　４階　第５会議室

　　　　川崎市川崎区宮本町３番地３

　　ウ 　提案時間

　　　 　事前に提出いただいた企画提案書に基づき、20

分程度で提案説明を行っていただき、その後10分

程度質疑応答を行います。

　　エ 　出席者

　　　 　ヒアリング審査への出席者は各提案事業者につ
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き３名以内とします。

　⑷ 　選定結果の通知（予定）

　　　令和２年４月６日（月）

６ 　プロポーザル参加資格の喪失

　　次の事由に該当する場合は、失格となります。

　⑴ 　「２参加資格」の各号のいずれかの条件を欠いた

とき

　⑵ 　提出書類等の内容に虚偽の記載をしたとき

　⑶ 　提出期限、提出方法、提出先に適合しないとき

７ 　その他留意事項

　⑴ 　書類作成及び提出に係る一切の費用は、参加事業

者の負担とします。

　⑵ 　提出書類及び契約手続において使用する言語及び

通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑶ 　改定された「等々力緑地再編整備実施計画」に基

づき、今後、整備・運営の事業を実施する場合、要

求水準書案の作成を含む本業務の受注により、当事

業への事業参画ができなくなる恐れがあります。

　⑷ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

８ 　参考資料

　 　企画提案書類の作成の際に、必要に応じて活用して

ください。

　⑴ 　等々力緑地について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/shisetsu/

category/30-11-0-0-0-0-0-0-0-0.html

　⑵ 　等々力緑地再編整備について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/

category/26-8-5-0-0-0-0-0-0-0.html

　⑶ 　等々力緑地のマーケットサウンディング実施につ

いて

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/530/

page/0000101739.html

　⑷ 　等々力緑地再編整備事業におけるＰＦＩ法に基づ

く民間提案の提出について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/530/

page/0000105291.html

　⑸ 　等々力緑地再編整備事業におけるＰＦＩ法に基づ

く民間提案に対する審査講評について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/530/

page/0000110985.html

　⑹ 　等々力緑地再編整備事業の推進に向けた今後の取

組方針について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/templates/

press/530/0000114869.html

　　　───────────────────

川崎市公告第280号

　等々力緑地再編整備概略設計業務委託の業者選定に関

する公募型企画提案の実施について、次のとおり公告し

ます。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　公募型企画提案の概要

　⑴ 　件名

　　　等々力緑地再編整備概略設計業務委託

　⑵ 　目的

　　 　等々力緑地では、都市公園法の一部改正や、民間

事業者からのＰＦＩ法に基づく民間提案の提出、令

和元年東日本台風による浸水被害等の発生など、緑

地を取り巻く大きな状況の変化が生じていることか

ら、こうした課題に対する本市の取組の方向性や今

後の検討の進め方を示した「等々力緑地再編整備事

業の推進に向けた今後の取組方針」（令和２年２月

策定）に基づき、別途発注する既存の「等々力緑地

再編整備実施計画」（平成23年３月策定）の改定作

業に向けての基礎的検討を目的として、将来を見据

えながら等々力緑地のランドスケープの検討を行う

もの。

　⑶ 　業務内容

　　ア 　再編整備計画の改定に向けた考え方の整理

　　　 　等々力緑地再編整備方針について、自然災害リ

スクの高まりや新たな課題等を踏まえて整理す

る。次に、等々力緑地再編整備基本構想に定めた

再編整備の進め方「段階的な再編整備の推進」や

「公園の基本的な考え方」における「施設の基本

的なあり方等」を見直すことにより、再編整備実

施計画の改定に向けた考え方を整理する。

　　イ 　30年後の公園像の整理

　　　 　改定における考え方を整理した上で、民間提案

等を踏まえた30年後の公園像を整理する。30年後

の計画平面図を作成するとともに、計画平面図の

うち公園の顔となる場所を３箇所選定し、パース

図を作成すること。

　　　 　計画改定の必要性が理解できるように現在の計

画と改定した場合と比較できるように施設の整備

状況、防災・減災の役割、維持管理の状況、財政

負担、行政計画との整合性、利用者団体との調整

など項目ごとにメリット・デメリットを整理する

こと。なお、実現にあたって、規制の変更等が必

要となる場合については、解決に向けた考え方も

併せて整理すること。

　　ウ 　30年後の公園像に合せたゾーニング図の作成

　　　 　30年の後の公園像に合せた公園のゾーニング図

を作成すること。ゾーニングした上で、主要な施
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設の配置イメージや動線計画を作成すること。

　　エ 　30年後の公園像に向けた施設の整理

　　　 　30年後の公園像の実現に向けて必要となる基盤

施設を検討し、公共負担により整備・改修する施

設、民間負担により整備する施設、自由提案によ

り整備する施設について整理する。なお、整理に

あたっては、等々力緑地におけるマーケットサウ

ンディングの実施結果（平成31年１月公表）やＰ

ＦＩ法に基づく民間提案（平成31年２月提出）の

内容（導入予定施設等）、パブリックコメント手

続実施結果（令和２年２月公表）等の（用途・規

模など）を踏まえ、整理すること。

　　（ア）基盤施設の整理（敷地造成、園路、広場）

　　（イ ）公共負担により整備（改修）する施設（陸上

競技場、野球場、体育館、サッカー場、プール、

遊具、トイレ）の整理

　　（ウ ）民間負担により整備する施設（球技専用スタ

ジアム、テニスコート、飲食店、駐車場、室内

遊び場など）

　　（エ ）自由提案施設（体験学習施設（パークラボ、

エデュケーションセンター））

　　オ 　上記エを踏まえた、関係法令・行政計画上の整

理等

　　（ア）現再編整備実施計画との整合性と対応方法

　　（イ ）陸上競技場第２期整備整備計画との整合性と

対応方法

　　（ウ）緑の基本計画等上位計画との整合性と対応方法

　　（エ）都市公園法との整合性と対応方法

　　（オ）都市計画法との整合性と対応方法

　　（カ）環境影響評価法との整合性と対応方法

　　（キ ）公園周辺施設に係る関係法令等との整合性と

対応方法

　　（ク）庁内関係部局意見との整合性と対応方法

　　（ケ ）公園利用団体、周辺住民意見との整合性と対

応方法

　　（コ ）リニア等、緑地及び緑地周辺地区における整

備との整合性と対応方法

　　（サ ）その他関係法令・行政計画との整合性と対応

方法

　　カ　再編整備に向けたハード面における課題検討

　　（ア ）令和元年東日本台風等、近年の自然災害リス

クの高まりを踏まえた緑地の役割の検討

　　（イ）基盤、給排水等の現状と再編整備後の課題検討

　　　　 　電気、ガス、水道、下水、情報インフラ等の

現況合わせ図の作成（既存資料の年次更新をす

ること。）

　　（ウ）大規模施設の撤去・設置検討

　　　　 　アリーナ、ミュージアム等、既存施設の撤去

及び新規施設の設置に係る技術的課題の整理、

ライフサイクルコストの算出、コストの算定

　　（エ ）緑地内及び周辺における交通状況の現状と対

応検討

　　　　ａ 　既往調査資料の整理と課題抽出（渋滞発生

個所、駐車場利用における課題等）

　　　　ｂ 　交通アクセスの改善検討として、東急株式

会社から提案された資料や公表の協力を得た

情報を基に改善案を作成するものとする。

　　（オ）釣り池の再整備に向けた課題検討

　　　　ａ　水質改善策

　　　　ｂ 　埋立を想定した場合にかかる技術的課題の

整理、埋立コストの算定

　　（カ ）等々力水処理センター上部の施設設置に向け

た検討

　　　　　技術的課題の整理、コスト算定

　　（キ）民間収益施設の設置に向けた検討

　　　　　技術的課題の整理、コスト算定

　　キ　運営状況の整理及び一体管理に向けた課題検討

　　（ア ）現指定管理施設の運営管理状況（業務内容、

人員配置、収支等）

　　（イ ）現市直営施設の運営管理状況（業務内容、人

員配置、収支等）

　　（ウ ）現再編整備中施設の管理運営状況（業務内容、

人員配置、収支等）

　　（エ ）その他緑地内施設の実施状況（駐車場、売店

等）（業務内容、人員配置、収支等）

　　（オ）一体管理に向けた課題検討

　　ク　再編整備マスタープラン図の作成

　　（ア ）上記検討をふまえた、再編整備平面プランの

検討

　　（イ）歩行者動線、車両動線の見直し

　　ケ　整備手順及び整備スケジュールの見直し

　　　 　アからクまでの業務を踏まえて想定される、整

備手順及び整備スケジュールの見直しを行う。

　　（ア）整備手順の方針検討

　　（イ）整備の手順（ステップ図）

　　（ウ）整備スケジュール

　　コ　公園概略設計

　　（ア）与条件の細部検討

　　（イ）諸施設の検討及び設定

　　（ウ）概略設計図の作成

　　（エ）概算数量及び概算金額の算出

　⑷ 　履行期間

　　　契約締結日から令和３年３月31日まで

　⑸ 　履行場所

　　　川崎市川崎区駅前本町12番地１

　　　川崎駅前タワー・リバークビル17階
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　　　川崎市建設緑政局等々力緑地再編整備室　他

　⑹ 　事業委託料

　　 　69,993,000円（消費税額及び地方消費税額を含

む。）を上限とします。

２ 　参加資格

　 　参加を希望する者は、次の条件を全て満たさなけれ

ばなりません。

　⑴ 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167

条の４第１項及び第２項の各号に該当しないこと。

　⑵ 　会社更生法（平成14年法律第154号）の規定によ

る更生手続開始の申立てが行われていないこと、ま

たは民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に

よる再生手続開始の申立てが行われていないこと。

　⑶ 　業務の履行に関し、各種関係法令に基づく許可、

認可、免許等を必要とする場合において、これらの

証明等を受けていること。

　⑷ 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力

団またはその構成員の利益になる活動を行っていな

いこと。

　⑸ 　過去10年の間に、国または地方公共団体におい

て、次の業務の履行が完了していること。（アから

ウ全て）

　　ア 　10ヘクタール以上の都市公園における、ＰＰＰ

事業の導入可能性調査業務

　　イ 　陸上競技場、アリーナ、プール、ペデストリア

ンデッキ、雨水貯留施設の概略設計の業務（陸上

競技場、アリーナ、プール、ペデストリアンデッ

キ、雨水貯留施設のうち１施設でも可とする。）

　　ウ 　陸上競技場、アリーナ、プールを含む、10ヘク

タール以上の都市公園全体の概略設計の業務

　⑹ 　連絡調整を円滑に行うため、神奈川県内または東

京都内に、本社もしくは本店、支店、支社、営業所

等の事務所を有すること。

　⑺ 　当該契約年度の川崎市業務委託有資格業者名簿に

おいて、業種「12　建設コンサルタント」に登録が

あること。（業者登録申請中の場合、受託候補者の

特定までに登録されていれば要件を満たす者とす

る。）

３ 　担当部署及び問い合わせ先

　　川崎市建設緑政局等々力緑地再編整備室事業推進担当

　　藤田、阿部

　　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町12番地１

　　川崎駅前タワー・リバークビル17階

　　電　話　044－200－2408（直通）

　　ＦＡＸ　044－200－3973

　　電子メール　53todose@city.kawasaki.jp

４ 　企画提案の流れ

　⑴ 　スケジュール

内　容 期間等

仕様書・実施要領等の公表 令和２年３月６日（金）

参加意向申出書等の提出

令和２年３月６日（金）から

令和２年３月13日（金）まで

の期間の閉庁日を除く、午前

８時30分から午後５時まで

（正午～午後１時を除く。）

質問書の受付

令和２年３月６日（金）から

令和２年３月16日（月）午後

５時まで

参加資格確認結果通知発送 令和２年３月18日（水）

質問書に対する回答 令和２年３月19日（木）

企画提案書受付

令和２年３月18日（水）から

令和２年３月24日（火）

までの期間の閉庁日を除く、

午前８時30分から午後５時ま

で（正午～午後１時を除く。）

書類審査

令和２年３月25日（水）から

令和２年３月27日（金）まで

※ヒアリング審査を行う事業

者を選定し、審査結果を速や

かに通知します。なお、企画

提案書提出者が３者以内であ

った場合、下記ヒアリング審

査日までの間に、書類審査と

ヒアリング審査を同時に行い

ます。

ヒアリング審査（予定） 令和２年３月31日（火）

選定結果の通知（予定） 令和２年４月６日（月）

業務委託契約締結（予定） 令和２年４月８日（水）

　⑵ 　参加意向申出書等の提出

　　 　郵送（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る。）

もしくは持参により次の資料（各１部）を提出して

ください。

　　ア 　提出書類

　　（ア ）参加意向申出書（本市のＨＰからダウンロー

ドして御使用ください。なお、不明な場合は上

記３の等々力緑地再編整備室担当あてお問い合

わせください。）

　　（イ ）誓約書（上記２に記載した事項についての誓

約書になります。本市のＨＰからダウンロード

して御使用ください。）

　　（ウ ）過去10年の間に、国または地方公共団体にお

いて、次の業務の履行が完了していることを証

する書類（ａからｃ全て）

　　　　ａ 　10ヘクタール以上の都市公園における、Ｐ

ＰＰ事業の導入可能性調査業務

　　　　ｂ 　陸上競技場、アリーナ、プール、ペデスト

リアンデッキ、雨水貯留施設の概略設計の業
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務（陸上競技場、アリーナ、プール、ペデス

トリアンデッキ、雨水貯留施設のうち１施設

でも可とする。）

　　　　ｃ 　陸上競技場、アリーナ、プールを含む、10

ヘクタール以上の都市公園全体の概略設計の

業務

　　（エ ）神奈川県内または東京都内に、本社もしくは

本店、支店、支社、営業所等の事務所を有する

ことを証する書類

　　イ 　提出期間

　　　 　令和２年３月６日（金）から令和２年３月13日

（金）までの期間の午前８時30分から午後５時ま

で（閉庁日及び正午～午後１時を除く。）

　　　 （郵送の場合は令和２年３月13日（金）午後５時

までに必着）

　　ウ 　提出先

　　　　３に同じ

　⑶ 　質問書の受付及び質問書に対する回答

　　 　企画提案に関する質問は、令和２年３月６日（金）

から令和２年３月16日（月）午後５時までの期間に、

上記３の等々力緑地再編整備室担当あて電子メール

（添付文書がある場合にはMicrosoft Word形式、Ａ

４版縦・横書き）で送付してください。

　　 　回答は令和２年３月19日（木）に、全ての参加意

向申出書の提出者に対し電子メールにて回答いたし

ます。

　⑷ 　参加資格確認結果通知の発送

　　 　令和２年３月18日（水）に、参加意向申出書の提

出者あて、参加資格確認結果通知を郵送します。ま

た、参加資格要件を満たす者には、関係書類提出要

請書も併せて郵送します。

　⑸ 　企画提案書の提出

　　 　参加資格を有する者は、次の期日までに必要書類

を郵送（書留郵便等の配達記録が残る場合に限る。）

もしくは持参により提出してください。

　　ア 　提出期間

　　　 　令和２年３月18日（水）から令和２年３月24日

（火）までの期間の午前８時30分から午後５時ま

で（閉庁日及び正午～午後１時を除く。）

　　　 　（郵送の場合は令和２年３月24日（火）午後５

時までに必着）

　　イ 　提出先

　　　　３に同じ

　　ウ 　提出書類

　　（ア）企画提案書

　　（イ）見積書

　　（ウ）実施体制及び配置予定人員

　　（エ）過去の実績

　　　　 　（４⑵ア「提出書類」の（ウ）と同じ書類を

改めて御提出ください。）

　　エ 　注意事項

　　（ア ）提出書類は、正１部と副10部をそれぞれ製本

し、提出してください。

　　（イ ）用紙はＡ４版縦・横書きとし、左上１か所で

綴じてください。

　　（ウ）提出された提案書類は返却しません。

　　（エ ）提出後、提案者側からの提案書類の差し替え

及び追加はできません。

　　（オ ）提案書類については、あくまでも業務を委託

する者を選定するための資料であり、企画提案

書の内容全てが契約に反映されるとは限りませ

ん。

　　（カ ）提出後、当市が必要と判断した場合は、追加

資料の提出を求めることがあります。

５ 　審査方法

　⑴ 　審査方法

　　 　提出された企画提案書類の審査及びヒアリング審

査を実施します。

　⑵ 　書類審査の実施

　　 　提出された企画提案書等に対し書類審査を実施

し、評価の高い者３者程度を書類審査通過者として

選定し、ヒアリング審査の対象者とします。書類審

査の結果は、審査終了後、速やかに提案のあった全

ての事業者に通知します。

　　 　また、書類審査通過者に対して、ヒアリング審査

の日程等を併せて通知します。

　　 　ただし、企画提案書提出者が３者以内であった場

合は、書類審査及びヒアリング審査を同時に実施し

ます。その場合には、書類審査の前に提案のあった

全ての事業者に、審査の日程等を通知します。

　⑶ 　ヒアリング審査の実施

　　 　選定評価委員会において、提案内容を説明（プレ

ゼンテーション）していただきます。

　　ア 　日時（予定）

　　　　令和２年３月31日（火）

　　　　時間は調整の上、個別に連絡します。

　　イ 　場所（予定）

　　　　川崎市役所第４庁舎　４階　第５会議室

　　　　川崎市川崎区宮本町３番地３

　　ウ 　提案時間

　　　 　事前に提出いただいた企画提案書に基づき、20

分程度で提案説明を行っていただき、その後10分

程度質疑応答を行います。

　　エ 　出席者

　　　 　ヒアリング審査への出席者は各提案事業者につ

き３名以内とします。
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　⑷ 　選定結果の通知（予定）

　　　令和２年４月６日（月）

６ 　プロポーザル参加資格の喪失

　　次の事由に該当する場合は、失格となります。

　⑴ 　「２参加資格」の各号のいずれかの条件を欠いた

とき

　⑵ 　提出書類等の内容に虚偽の記載をしたとき

　⑶ 　提出期限、提出方法、提出先に適合しないとき

７ 　その他留意事項

　⑴ 　書類作成及び提出に係る一切の費用は、参加事業

者の負担とします。

　⑵ 　提出書類及び契約手続において使用する言語及び

通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑶ 　改定された「等々力緑地再編整備実施計画」に基

づき、今後、整備・運営の事業を実施する場合、本

業務の受注をもって、当該事業への事業参画を妨げ

ないものとします。

　⑷ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

８ 　参考資料

　 　企画提案書類の作成の際に、必要に応じて活用して

ください。

　⑴ 　等々力緑地について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/shisetsu/

category/30-11-0-0-0-0-0-0-0-0.html

　⑵ 　等々力緑地再編整備について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/

category/26-8-5-0-0-0-0-0-0-0.html

　⑶ 　等々力緑地のマーケットサウンディング実施につ

いて

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/530/

page/0000101739.html

　⑷ 　等々力緑地再編整備事業におけるＰＦＩ法に基づ

く民間提案の提出について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/530/

page/0000105291.html

　⑸ 　等々力緑地再編整備事業におけるＰＦＩ法に基づ

く民間提案に対する審査講評について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/530/

page/0000110985.html

　⑹ 　等々力緑地再編整備事業の推進に向けた今後の取

組方針について

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/templates/

press/530/0000114869.html

　　　───────────────────

川崎市公告第281号

　農商工等連携推進事業実施委託の業者選定に関する公

募型企画提案の実施について、次のとおり公告します。

　　令和２年３月９日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　公募型プロポーザルに関する事項

　⑴ 　件　　名　農商工等連携推進事業実施委託

　⑵ 　委託期間　契約締結日～令和３年３月19日

　⑶ 　参考価格　 6,568,122円（消費税及び地方消費税

含む）

２ 　提案書の提出者の資格

　　次の条件をすべて満たしていること。

　⑴ 　事業実施に関わるノウハウと実績がある者

　⑵ 　法人格を有する者

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に基づ

く指名停止期間中でない者

　⑷ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期

間中でない者

　⑸ 　企画提案会期日において、平成31・32年度川崎市

業務委託有資格業者名簿の業種・種目「99その他業

務　01イベント」に登録されていること

　　 　なお、当該名簿への登録において、意向申出者が

参加意向申出書を提出した時　点で当該契約に対応

するとして定めた業種・種目（「99その他業務　01

イベント」）に登録申請中である場合には、受託候

補者を特定する期日（企画提案会）までに当該業

種・種目に登録されていることを条件として、その

者の提案資格を満たしているものとする

　⑹ 　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更

正手続開始の申立がなされていない者又は民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始

の申立がなされていない者

　⑺ 　団体又はその代表者が川崎市税、法人税、消費税

及び地方消費税を滞納していない者

　⑻ 　川崎市の入札契約における暴力団等排除措置要綱

の別表各号に掲げる要件に該当しない者

３ 　提案者を特定するための評価基準

　⑴ 　企画提案の視点・内容

　⑵ 　提案内容の工夫

　⑶ 　事業実施体制

　⑷ 　提案内容の実行可能性

　⑸ 　経費の妥当性

４ 　担当部局

　　川崎市経済労働局都市農業振興センター農業振興課

　　〒213－0015

　　神奈川県川崎市高津区梶ヶ谷２－１－７

　　ＪＡセレサ梶ヶ谷ビル２階

　　電　話（直通）　044－860－2462
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　　ＦＡＸ　044－860－2464

　　メールアドレス　28nogyo@city.kawasaki.jp

５ 　公募型企画提案実施要領の交付の期間、場所

　⑴ 　配付期間　 令和２年３月９日（月）～３月18日

（水）17時（土曜日、日曜日を除く）

　⑵ 　受付場所　 ４の担当部局と同じ

６ 　参加意向申出書の受付期間、場所及び方法

　⑴ 　受付期限　 令和２年３月９日（月）～３月18日

（水）17時

　　　　　　　　（土曜日、日曜日を除く）

　⑵ 　受付場所　４の担当部局と同じ

　⑶ 　提出方法　持参又は郵送（必着）

７ 　企画提案書の受付期間、場所及び方法

　⑴ 　受付期間　 令和２年４月２日（木）～４月13日

（月）17時

　　　　　　　　（土曜日及び日曜日を除く）

　⑵ 　受付場所　４の担当部局と同じ

　⑶ 　提出書類　 企画提案書（６部）、見積書（６部）、

会社概要（６部）、定款等応募する団

体又は企業の事業内容がわかるもの

（１部）、直近の決算書（１部）

　⑷ 　提出方法　持参又は郵送（必着）

８ 　企画提案書に使用する言語及び通貨

　⑴ 　言語　日本語

　⑵ 　通貨　日本国通貨

９ 　契約書作成の要否

　　要する

10　関連情報を入手するための照会窓口

　　４と同じ

11　その他必要と認める事項

　⑴ 　提案書の作成及び提出に関する提出者の費用負担

の有無

　　 　企画提案書の作成及び提出に係る一切の費用は、

参加者の負担とします。

　⑵ 　その他

　　ア 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市

議会定例会における本調達に係る予算の議決を要

します。

　　イ 　応募にあたっては、本公募型企画提案実施要領

をご一読ください。

　　　 　仕様書に定める項目以外に、創意工夫による独

自の提案等があったときは、市と協議のうえ契約

内容に加味する場合があります。

　　ウ 　民法の一部改正等に伴う川崎市契約約款の改正

のお知らせをご一読ください。

　　エ 　選定結果の発送は令和２年４月21日（火）を予

定しており、文書により全ての参加者に通知しま

す。電話等による問合せには一切応じません。

川崎市公告第282号

　公募型プロポーザル方式の実施について、次のとおり

公告します。

　　　令和２年３月９日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　件　　名

　　令和２年度ストレスチェック実施業務委託

２ 　委託期間

　　契約締結日から令和３年３月31日まで

３ 　委託内容

　⑴ 　川崎市職員のストレスチェック実施

　⑵ 　個人及び組織の結果分析及び報告

　⑶ 　職場環境改善の取組支援

４ 　参加資格

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　企画提案書に関するプレゼンテーション実施時に

おいて、平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者

名簿の業種「その他業務」に登録されていること。

　⑷ 　過去５年間に、自治体、民間事業者等における同

種業務の実績を有すること。

　⑸ 　一般財団法人日本情報経済社会推進協会（ＪＩＰ

ＤＥＣ）によるプライバシーマークを付与されてい

る又は個人情報保護の対策が具体的に示されている

こと。

　⑹ 　本事業を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財

務能力を有すること。

　⑺ 　宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人でな

いこと。

　⑻ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年３月19日条例第

５号）第７条に基づく、暴力団員等、暴力団経営支

配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認

められる者でないこと。

５ 　参加意向申出書の配布、提出及び問合せ先

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒210－0006　川崎市川崎区砂子１－８－９

　　　川崎御幸ビル６階

　　　総務企画局人事部職員厚生課

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月９日（月）から令和２年３月16日

（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前

９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで）

　⑶ 　提出書類

　　ア 　参加意向申出書（様式１）

　　イ 　契約実績を確認できる契約書等の写し

　⑷ 　提出方法
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　　 　郵送又は持参　※郵送の場合、令和２年３月16日

（月）午後５時必着

６ 　提案資格確認結果通知書の交付

　 　令和２年３月18日（水）に、川崎市業務委託有資格

業者名簿へ登載したメールアドレスに送付します。な

お、提案資格がないという通知を受けた参加者は、通

知日から30日以内において、書面によりその理由につ

いて説明を求めることができます。

７ 　質問及び回答

　⑴ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月18日（水）から令和２年３月23日

（月）まで

　⑵ 　質問方法

　　 　質問書（様式２）により、電子メールにて送信し

てください。また、送信後に電話で事務局に質問書

が到達したことを確認してください。

　⑶ 　質問に対する回答

　　 　令和２年３月26日（木）までに、参加資格がある

全ての者に電子メールで回答します。

８ 　企画提案書等の提出

　⑴ 　提出先

　　　５⑴と同じ

　⑵ 　提出期間

　　 　令和２年３月30日（月）から令和２年４月６日

（月）まで（午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時まで）

　⑶ 　提出書類及び部数

　　ア 　企画提案書　10部

　　イ 　経費見積書　１部

　⑷ 　提出方法

　　　郵送又は持参

　　　※ 郵送の場合、令和２年４月６日（月）午後５時

必着

９ 　企画提案会（プレゼンテーション）

　 　企画提案書が６者以上から提出された場合は、プロ

ポーザル評価委員会が企画提案書に基づき事前審査を

行い、提案者（原則として５者）を選定します。事前

審査を行った場合の選定結果は、令和２年４月22日

（水）までに通知します。

　⑴ 　日程

　　 　令和２年４月24日（金）午後１時から午後５時ま

で（予定）

　⑵ 　場所

　　　川崎市役所本庁舎周辺会議室（予定）

　⑶ 　プレゼンテーションについて

　　 　統括責任者又は担当者を含む２名以内の出席によ

り各社約30分（説明20分、質疑応答10分）

　⑷ 　評価について

　　ア 　次の項目につき本提案に係るプロポーザル評価

委員会が数値化して採点し、最高得点を得た者を

受託候補者とする。

　　イ 　評価項目

　　　　提案内容

　　　　業務実施体制及び実績

　　　　実施内容

　　　　調査結果の報告とフォローアップ

　　　　経費見積

10　その他

　⑴ 　事業概算額（参考）

　　 　23,568,000円（消費税額及び地方消費税額を含

む。）を上限とします。

　⑵ 　書類作成及び提出に要した費用は、応募者の負担

になります。

　⑶ 　企画提案は１社につき１案とします。

　⑷ 　本企画提案手続に関して、本市において作成した

資料は本市の了解なく公表又は使用することはでき

ません。

11　事務局

　　〒210－0006

　　川崎市川崎区砂子１－８－９川崎御幸ビル６階

　　総務企画局人事部職員厚生課

　　電　話　044（200）3470

　　E-mail　17kosei@city.kawasaki.jp

　　　───────────────────

川崎市公告第283号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月９日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 市道長沢線舗装道補修（切削）工事

履行場所 川崎市多摩区三田５丁目9087番地先

履行期限 契約の日から120日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。
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参 加 資 格

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　川崎市高津区、宮前区、多摩区又は麻生区内に本社を有すること。

⑹ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ｂ」で登録されている

こと。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽ 　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月24日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

契約課ホームページ「入札情報かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度登戸土地区画整理事業都市計画道路登戸２号線他道路築造（電線共同溝）工事

履行場所 川崎市多摩区登戸3420番地先

履行期限 契約の日から令和２年12月28日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ａ」で登録されている

こと。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099
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入札日時等 令和２年４月３日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

契約課ホームページ「入札情報かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第284号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　西生田中継所他の電気需給に関する契約

　⑵ 　納入場所

　　　川崎市多摩区西生田５丁目28－１

　　　（川崎市西生田中継所）ほか

　⑶ 　納入期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　調達概要

　　　上記期間内における単価納入契約の締結

　　　調達見込数量　約76,955キロワット時

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たしていなければなりません。

　⑴ 　１⑵の場所を含む区域における電気の供給につい

て、電気事業法（昭和39年７月11日法律第170号）

第２条の２の規定に基づき小売電気事業者として登

録を受けている者であること。

　⑵ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「その他物品販売」、種目「電

気供給」に登載されていること。

　⑷ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑸ 　調達される電気の品質及び数量について、仕様書

の内容を遵守し確実に納入するとともに、アフター

サービスを本市の求めに応じて、速やかに提供でき

ること。

　⑹ 　川崎市環境配慮電力入札実施要綱（平成20年10月

１日制定）第４条第２項に基づき、Ａランク又はＢ

ランクに格付けされているものであること。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書を持参により提出してく

ださい。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室

　　　電　話　044－200－2856（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月13日

（金）の午前８時30分から午後５時まで及び令和２

年３月16日（月）の午前８時30分から正午までとし

ます。ただし、平日の正午から午後１時00分までを

除きます。

　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ 　電気事業法に基づき一般電気事業者又は特定規

模電気事業者であることを確認できる許可証等の

写し

　　ウ 　川崎市環境配慮電力入札実施要綱に基づく通知

書（電気事業者用）の写し

　　　 　上記イ、ウの書類については提出者において作

成し、係る費用は提出者の負担とします。なお、

提出した書類に関して説明を求められた場合に

は、これに応じなければなりません。また、提出

された書類は返却しません。

　⑷ 　その他

　　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

入札説明書及び仕様書を電子メールで送信します。

また、入札説明書及び仕様書は上記３⑴の場所にお

いて上記３⑵の期間中縦覧に供します。



（第1,791号）令和２年(2020年)３月25日 川 崎 市 公 報

－1552－

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年３月18日（水）午前８時30分から午後５

時00分まで

　　 　ただし、川崎市製造の請負・物件の供給等有資格

業者名簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登

録している場合は、同日までに電子メールで配信さ

れます。

　⑵ 　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

５ 　仕様に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月13日

（金）の午前８時30分から午後５時15分まで及び令

和２年３月16日（月）から令和２年３月18日（水）

の午前８時30分から正午までとします。ただし、持

参の場合は、土曜日、日曜日及び平日の正午から午

後１時00分までを除きます。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷ 　質問受付方法

　　 　電子メール又はＦＡＸによります。質問書を送付

した場合は、送付した旨を「３⑴配布・提出場所及

び問い合わせ先」の問い合わせ先に電話にて御連絡

ください。

　　ア 　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年３月23日（月）までに、入札参加資格を

有する者へ電子メール又はＦＡＸにて回答書を送付

します。なお、この入札の参加資格を満たしていな

い者からの質問に関しては回答しません。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　入札金額は予定使用電力量に対する総価（消費税

及び地方消費税を含まない。）で行います。また、

金額の算定にあたっては、次の項目を考慮した上で

算出してください。

　　ア 　契約電力の基本料金単価及び電力量料金単価を

基に総価を算出してください。なお、基にした単

価により契約を締結するものとします。

　　イ 　入札金額の積算に力率の要素を加味する場合、

その力率は90パーセントとします。

　　ウ 　燃料費調整額及び再生可能エネルギー発電促進

賦課金は考慮しないものとします。

　⑵ 　入札書の提出持参とします。

　　ア 　提出日時

　　　　令和２年３月25日（水）　午前11時00分

　　イ 　提出場所

　　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　　災害対策本部事務局室

　⑶ 　開札の日時及び場所

　　ア 　開札日時

　　　　「７⑵ア　提出日時」に同じ。

　　イ 　開札場所

　　　　「７⑵イ　提出場所」に同じ。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争

入札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入

札 情 報 か わ さ き 」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

９ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め
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るところによります。

　⑵ 　この調達の契約手続において使用する言語及び通

貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑶ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑷ 　入札説明会は開催しません。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　　　───────────────────

川崎市公告第285号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 令和２年度同報系防災行政無線システム定期点検

及び保守業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　市役所第３庁舎７階ほか

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　　 川崎市が設置している同報系防災行政無線設備の

機能維持及び安全性確保のため、各部電圧測定、

動作確認、点検、調整、修理、消耗部品交換及び

保守等を行う。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」に登載されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　過去２年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、無線設備に関する類似の契約を締結し、こ

れらをすべて誠実に履行していること。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を持

参により提出してください。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室　災害システム担当

　　　電話　044－200－2856（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月13日

（金）までの午前８時30分から午後５時まで及び令

和２年３月16日（月）の午前８時30分から正午まで

とします。ただし、平日の正午から午後１時までを

除きます。

４ 　入札説明会及び入札説明書

　⑴ 　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵ 　入札説明書の交付

　　 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、「３

⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所におい

て、「３⑵配布・提出期間」の期間で縦覧に供する

とともに、希望者には印刷物を配布します。また、

川崎市のホームページの「入札情報」（http://www.

city.kawasaki.jp/233300/index.html）において、

本件の公表情報詳細のページからダウンロードでき

ます。

５ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴ 　日時

　　　令和２年３月18日（水）午後１時から午後５時まで

　　 　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵ 　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６ 　仕様に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月18日

（水）までの午前８時30分から午後５時まで及び令

和２年３月19日（木）午前８時30分から正午までと

します。ただし、土曜日、日曜日及び平日の正午か

ら午後１時までを除きます。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷ 　質問受付方法



（第1,791号）令和２年(2020年)３月25日 川 崎 市 公 報

－1554－

　　 　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア 　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　　ウ 　郵送　　　　 「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵

質問受付期間」の期間内に必着の

こと。

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年３月23日（月）までに、一般競争入札参

加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子メール又

はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、この入札

の参加資格を満たしていない者からの質問に関して

は回答しません。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の消費税抜きの金額を入札書に記載してく

ださい。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ 　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額を加算

した金額をもって契約金額とします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時　令和２年３月25日（水）

　　　　　　　　　午前10時00分

　　イ 　入札場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　　　　　　　災害対策本部事務局室

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９ 　契約の手続き等

　 　次により、契約を締結します。ただし、当該落札決

定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会におけ

る、本調達に係る予算の議決を要します。

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

に該当します。

　　 　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第

８条各号に掲げる事項を定めます。詳しくは、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「公

契約関係」を御覧ください。また、川崎市契約条

例、川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページ「入札情報かわさき」及

び「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所

で閲覧することができます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問い合わせ先」と同じです。

　⑶ 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページの「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

　　　───────────────────

川崎市公告第286号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 令和２年度防災行政無線システム運用・保守支援
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業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　市役所第３庁舎７階ほか

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　　入札説明書による。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」に登録さ

れていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　過去２年間で２件以上、無線設備の点検、保守等

に関する契約を締結し、これらをすべて誠実に履行

していること。

３ 　一般競争入札参加申込書の配布、提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加を希望するものは、一般競争入札参

加資格確認申請書、「２⑷」の契約実績を証する書類

（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を持参によ

り提出してください。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室　災害システム担当

　　　電話　044－200－2856

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月13日

（金）までの午前８時30分から午後５時まで及び令

和２年３月16日（月）の午前８時30分から正午まで

とします。ただし、平日の正午から午後１時までを

除きます。

４ 　入札説明会、現地調査及び入札説明書

　⑴ 　入札説明会及び現地調査

　　　実施しません。

　⑵ 　入札説明書の交付

　　 　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場

所において、「３⑵提出期間」の期間で縦覧に供す

るとともに、希望者には印刷物を配布します。ま

た、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）において、本件の公表情報詳細のページから

ダウンロードできます。

５ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴ 　日時

　　　令和２年３月18日（水）午後１時から午後５時まで

　　 　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵ 　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６ 　仕様に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月18日

（水）までの午前８時30分から午後５時まで及び令

和２年３月19日（木）午前８時30分から正午までと

します。ただし、土曜日及び日曜日並びに平日の正

午から午後１時までを除きます。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷ 　質問受付方法

　　 　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア 　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　　ウ 　郵送　　　　 「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵

質問受付期間」の期間内に必着の

こと。

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年３月23日（月）までに、一般競争入札参

加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子メール又

はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、この入札

の参加資格を満たしていない者からの質問に関して

は回答しません。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各
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号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の消費税抜きの金額を入札書に記載してく

ださい。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ 　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額を加算

した金額をもって契約金額とします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時　令和２年３月25日（水）

　　　　　　　　　午前10時30分

　　イ 　入札場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　　　　　　　災害対策本部事務局室

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９ 　契約の手続き等

　 　次により、契約を締結します。ただし、当該落札決

定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会におけ

る、本調達に係る予算の議決を要します。

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

に該当します。

　　 　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第

８条各号に掲げる事項を定めます。詳しくは、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「入

札・契約関連情報」配下の「特定契約（公契約）に

関する情報」を御覧ください。また、川崎市契約条

例、川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページ「入札情報かわさき」及

び「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所

で閲覧することができます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための窓口「３⑴配布・提出

場所及び問い合わせ先」に同じです。

　⑶ 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、

川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）において、本件の公表情報詳細のページから

ダウンロードできます。

　　　───────────────────

川崎市公告第287号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 川崎市認知症等行方不明者ＳＯＳネームプリント

関係業務委託

　⑵ 　履行場所

　　 　川崎市徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事業実施

要綱に基づき福祉事務所長が利用決定した対象者宅

及び受注者が用意した業務実施場所

　⑶ 　完了期限

　　　令和３年３月31日（水）限り

　⑷ 　業務概要

　　　詳細は入札説明書によります。

２ 　競争参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「その他業務」種目「その他」に登載されているこ

と。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。



川 崎 市 公 報 （第1,791号）令和２年(2020年)３月25日

－1557－

　⑷ 　過去２年間で地方公共団体において類似の契約実

績があること。

　⑸ 　一般財団法人日本情報経済社会推進協会が実施す

るプライバシーマーク制度の「プライバシーマー

ク」の使用許諾事業者として認定されていること。

３ 　競争参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望するものは、次により一般競

争入札参加資格確認申請書及び類似の契約実績を証す

る書類を提出しなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒212－0013

　　　川崎市幸区堀川町580番地

　　　ソリッドスクエア西館　10階

　　　健康福祉局長寿社会部高齢者在宅サービス課

　　　芳賀

　　　電　話　044－200－2911（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3926

　　　E-mail　40zaitak@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月16日

（月）までの午前８時30分から正午及び午後１時00

分から午後５時00分までとします。

　⑶ 　提出方法

　　　持参とします。

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付及び入札説

明会

　 　上記３により、一般競争入札参加資格確認申請書を

提出した者には、次により一般競争入札参加資格確認

通知書を交付します。ただし、川崎市業務委託有資格

業者名簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登録

している場合は、電子メールで配信されます。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年３月19日（木）午前８時30分から正午ま

で及び午後１時00分から午後５時00分まで

　⑵ 　場所

　　　３⑴に同じ

　⑶ 　入札説明書の交付

　　 　入札説明書は３⑴の場所において、３⑵の期間で

縦覧に供します。また、インターネットからダウン

ロードできます（「入札情報かわさき」の「入札情

報」の委託の「入札公表」の中にあります。URL　

http://keiyaku.city.kawasaki.jp）。なお、インタ

ーネットから入手できない者には、申し出により無

償で入札説明書を交付します。川崎市業務委託有資

格業者名簿へ登録した際に電子メールのアドレスを

登録している場合は、確認書と一括して自動的に電

子メールで配信します。

　⑷ 　入札説明会

　　 　実施しません。

５ 　仕様に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　３⑴に同じ

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月19日（木）から令和２年３月23日

（月）までの午前８時30分から正午及び午後１時00

分から午後５時00分までとします。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷ 　質問受付方法

　　　電子メールによります。

　　　電子メール　40zaitak@city.kawasaki.jp

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年３月24日（火）全社に文書（電子メール）

にて送付します。

　⑹ 　その他

　　 　⑷及び⑸について、電子メールによりがたい場合

には、ＦＡＸによります。

　　　ＦＡＸ　044－200－3926

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札は、利用者１件当たりの月額で行います。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

は入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ 　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額にこの金額の10％（消費税及び地方消費税）に

相当する額を加算した金額でもって落札価格とす

るので、入札者は見積もった契約金額の110分の

100に相当する金額を入札書に記載してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時　令和２年３月26日（木）午後２時00分

　　イ 　入札場所　〒212－0013

　　　　　　　　　川崎市幸区堀川町580番地

　　　　　　　　　ソリッドスクエア西館　10階

　　　　　　　　　会議室　10Ｅ

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷ 　入札保証金
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　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８ 　契約の手続き等

　　次により、契約を締結します。

　⑴ 　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報」（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/

epc/index.htm）の「契約関係規定」で閲覧するこ

とができます。

９ 　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　関連情報を入手するための窓口　３⑴に同じ

　⑷ 　３の一般競争入札参加資格確認申請書及び５⑶

の質問書の様式は、川崎市のホームページの「入

札情報」（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/

index.htm）において、本件の公表情報詳細のペー

ジからダウンロードできます

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本業務にかかる予算の議決を要

します。

10　見込件数

　⑴ 　ＳＯＳネームプリントの作成見込件数　921件

　⑵ 　サービス利用の意向確認見込件数　　　800件

　　　───────────────────

川崎市公告第288号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 令和２年度川崎市感染症対策コールセンター業務

委託

　⑵ 　履行場所

　　　健康福祉局保健所感染症対策課指定場所

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和２年６月30日まで

　⑷ 　委託概要

　　 　本市の新型コロナウイルスを含めた感染症対策に

関する市民、医療機関及び施設等からの問い合わせ

に対応するコールセンター業務を委託する。

２ 　競争参加資格者に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当する資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「その他業務」種目「その

他」に登載されていること。

　⑷ 　過去５年間に本市又はその他官公庁で、類似の契

約履行実績があること。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書の配布及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次のとおり競

争参加の申込をしなければなりません。

　⑴ 　配付・提出場所及び問合せ先

　　　〒212－0013

　　　川崎市幸区堀川町580番地

　　　ソリッドスクエア西館12階

　　　健康福祉局保健所感染症対策課

　　　担当　清田（セイタ）

　　　電話　044－200－2440　ＦＡＸ　044－200－3928

　　　E-mail　40kansen@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配付・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月16日

（月）まで

　　 　午前９時から正午及び午後１時から午後５時

　　　（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ 　契約実績を確認できる契約書等の写し

　⑷ 　提出方法

　　　持参とします。

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書及び入札説明書の

交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出し、入札参加資格が

あると認められた者には、次のとおり一般競争入札参

加資格確認通知書を交付します。ただし、川崎市業務

委託有資格業者名簿へ登載した際に電子メールのアド

レスを登載している場合は、一般競争入札参加確認通

知書を電子メールで送付します。
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　⑴ 　交付場所及び問合せ先

　　　３⑴と同じ

　⑵ 　交付日時

　　 　令和２年３月17日（火）午前９時から正午まで及

び午後１時から午後５時まで

　⑶ 　入札説明書の交付

　　 　競争入札参加資格確認通知書の交付に併せて、無

償で入札説明書を交付します。また、入札説明書は

３⑴の場所において、令和２年３月10日（火）から

令和２年３月19日（木）まで（土曜日、日曜日及び

祝日を除く、午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時まで）縦覧に供する他、川崎市のホーム

ページ「入札情報かわさき」の「入札情報」で閲覧

することができます。

５ 　仕様又は入札説明書に関する問合せ

　 　仕様等、入札説明書の内容に関する質問は、次のと

おり行います。

　⑴ 　問合せ先

　　　３⑴と同じ

　⑵ 　問合せ方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式に必要事項

を記入し、指定する電子メールアドレス宛て送付し

てください。

　⑶ 　受付期間

　　 　令和２年３月18日（水）午前９時から正午及び午

後１時から午後５時

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年３月19日（木）までに、確認通知書を交

付した全社宛てに、電子メールで送付します。

６ 　入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　上記２に定めるいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類に

ついて虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法等

　　ア 　入札書の提出方法

　　　　持参とします。

　　イ 　入札日時

　　　　令和２年３月23日（月）　午前９時30分

　　ウ 　入札場所

　　　　川崎市幸区堀川町580番地

　　　　ソリッドスクエア西館12階　12Ｃ会議室

　　エ 　入札金額は、総価を記載してください。入札に

際しては、「川崎市競争入札参加者心得」第３条

第２項の規定に関わらず消費税及び地方消費税を

除いた税抜金額を入札書に記載してください。消

費税額及び地方消費税額は、代金支払の際に加算

しますので、入札書に記載する総額には含まれな

いものとします。

　⑵ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶ 　開札の日時

　　　７⑴イと同じ

　⑷ 　開札の場所

　　　７⑴ウと同じ

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得第７条で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８ 　契約の手続等　

　⑴ 　契約保証金

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑶ 　前払金

　　　否

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市ホームページの「入札情報かわさき」の

「契約関係規定」で閲覧することができます。

９ 　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書のとおりとなります。

　⑶ 　関連情報を入手するための照会窓口は、３⑴と同

じ

　⑷ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　　　───────────────────

川崎市公告第289号

　　　入　　札　　公　　告

　一般競争入札について、次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 路上喫煙防止重点区域内指定喫煙場所一般廃棄物

収集運搬業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　路上喫煙防止重点区域内指定喫煙場所

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　　 路上喫煙防止重点区域内指定喫煙場所から排出さ

れる一般廃棄物の収集運搬業務

　　　詳細は「入札説明書」によります。

２ 　競争参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑷ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿に業種「廃棄物関連業務」、種目

「一般廃棄」で登録されていること。

　⑸ 　収集運搬業の許可を有していること。

　⑹ 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２

条第２号に規定する暴力団ではないこと。

　⑺ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配

法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認め

られないこと。

３ 　競争参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書及び役員等氏名一覧表を提出

しなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－0007

　　　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　川崎フロンティアビル９階

　　　川崎市役所　市民文化局市民生活部地域安全推進課

　　　担当：中込

　　　電　話　044－200－3839（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3869

　　　電子メール　25tiiki@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月16日

（月）までの午前10時から正午まで及び午後１時か

ら午後４時までとします。

　⑶ 　提出方法

　　　持参とします。

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　上記３により、一般競争入札参加資格確認申請書を

提出した者には、次により一般競争入札参加資格確認

通知書を交付します。ただし、川崎市業務委託有資格

業者名簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登録

している場合は、自動的に電子メールで配信されます。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年３月17日（火）午後１時から午後５時まで

　⑵ 　場所

　　　３⑴に同じ

　⑶ 　入札説明書の交付

　　 　上記３により、一般競争参加入札参加資格確認申

請書を提出した者に無償で入札説明書を交付しま

す。また、入札説明書は３⑴の場所において、３⑵

の期間で縦覧に供します。川崎市業務委託有資格業

者名簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登録

している場合は、確認通知書と一括して自動的に電

子メールで配信します。

５ 　仕様に関する問い合わせ先

　⑴ 　３⑴に同じ

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月18日（水）午前10時から正午まで及

び午後１時から午後４時までとします。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により、提

出してください。

　⑷ 　質問受付方法

　　　電子メールまたはＦＡＸに限ります。

　　　電子メール　25tiiki@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ　044－200－3869

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年３月19日（木）に、全社あてに文書（電

子メールまたはＦＡＸ）で送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札は廃棄物の収集運搬の単価（税抜き）で行

ないます。また、この金額には委託業務実施に際

して必要となる各種作業・設定・手続き等に係る
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一切の費用を含むものとします。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

は入札件名及び商号又は名称を記載した封筒に封

入して持参してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時　令和２年３月27日（金）午後１時30分

　　イ 　入札場所　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　　　　　　　川崎フロンティアビル９階

　　　　　　　　　市民文化局会議室

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入

札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８ 　契約の手続き等

　　次により、契約を締結します。

　⑴ 　契約保証金

　　　免除

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑶ 　前払金

　　　否

　⑷ 　議決の要否

　　 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑸ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」の「契約関係規定」で閲覧す

ることができます。

９ 　その他

　⑴ 　契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日

本語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は入札説明書によります。

　⑶ 　関連情報を入手するための窓口　３⑴に同じ

　⑷ 　３の一般競争入札参加資格確認申請書、役員等氏

名一覧表及び５⑶の質問書の様式は、川崎市のホー

ムページの「入札情報かわさき」において、本件の

公表情報詳細のページからダウンロードできます。

　　　───────────────────

川崎市公告第290号

　調達に関わる一般競争入札について次のとおり公告し

ます。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 神奈川県国民健康保険被保険者証等作

成業務委託

　⑵ 　履行場所　 健康福祉局保険年金課及び各区・支所

保険年金課（係）

　⑶ 　履行期限　令和２年７月31日限り

　⑷ 　調達概要　 印刷物等（台紙、同封物及び専用封筒）

を作成し、本市が提供する印字用デー

タにより印字を行い、専用封筒に被保

険者世帯毎に封入封緘して納品する。

２ 　競争入札参加資格

　 　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしてい

なければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿に業種「その他業務」種目「その

他」で登載されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　平成27年４月１日以降に本市又はその他官公庁に

おいて類似の契約（データ印字を含む国民健康保険

被保険者証の作成及び被保険者世帯毎の封入封緘業

務）の履行実績があり、問題なく履行したこと。

　⑸ 　本市国民健康保険システム（ＮＥＣ製「COKAS-X」

を使用）で取り扱う以下のフォントを正しく印字で

きる環境を有していること。

　　ア 　川崎市明朝（川崎市独自フォント）

　　イ 　川崎市明朝用外字フォント（川崎市独自フォン

ト）

　　ウ 　川崎市拡張フォント（川崎市独自フォント）

　　エ 　川崎市拡張用外字フォント（川崎市独自フォン

ト）

　　※ 上記アからエのフォントを表示するソフトウェア

として「FontAvenue外字コントロール2000」（Ｎ

ＥＣ製）がある。

　　※ 上記アからエのフォントファイル（拡張子

:.TTF/.TTE）について、配布する。

３ 　入札参加申込書等の配布及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

入札参加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒210－0005
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　　　川崎市川崎区東田町８番地　パレール三井ビル12階

　　　川崎市健康福祉局医療保険部保険年金課

　　　担当　朝倉

　　　電話　044－200－2111（代表）

　　　　　　044－200－2636（直通）

　　　電子メール　40hoken@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月16日

（月）まで

　　 　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

まで（土曜日、日曜日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参とします。

　⑷ 　提出書類

　　ア 　入札参加申込書

　　イ 　実績調書

　　ウ 　２⑷の実績を確認できる契約書等の写し

　　※ 平成27年４月１日以降に本市において同内容の業

務の履行実績がある場合は、イ及びウの提出は不

要です。

　⑸ 　その他

　　 　入札参加申込書等は、川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）において、本件の公表情

　　 　報詳細のページからダウンロードすることもでき

ます。

４ 　入札説明会及び入札説明書

　⑴ 　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵ 　入札説明書の交付

　　 　業務の詳細、仕様に関する問い合わせについて記

載されている入札説明書は、「３⑴配布・提出場所」

の場所において、「３⑵配布・提出期間」の期間で

縦覧に供するとともに、希望者には印刷物を配布し

ます。また、「３⑸その他」に記載した「入札情報

かわさき」の本件の公表情報詳細のページからダウ

ンロードできます。

５ 　競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　入札参加申込書を提出した者には、次により競争入

札参加資格確認通知書を交付します。ただし、川崎市

業務委託有資格業者名簿へ登録した際に電子メールの

アドレスを登録している場合は、電子メールで配信さ

れます。

　⑴ 　場所

　　　３⑴に同じ

　⑵ 　日時

　　 　令和２年３月18日（水）午前９時から正午まで及

び午後１時から午後５時まで

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　競争入札参加資格があると認められた者が、開札前

に上記２の各号のいずれかの条件を欠いたときは、競

争入札参加資格を喪失します。

７ 　入札参加希望者に求められる義務

　 　この入札に参加を希望する者は、提出された書類等

に関し説明を求められたとき又は資料の追加を求めら

れたときはこれに応じなければなりません。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札方法

　　　持参による入札

　　ア 　入札書の提出日時

　　　　令和２年４月３日（金）午前11時

　　イ 　入札書の提出場所

　　　　川崎市川崎区東田町８番地

　　　　パレール三井ビル12階

　　　　川崎市健康福祉局医療保険部　会議室（Ａ）

　⑵ 　入札保証金

　　　免除

　⑶ 　開札の日時

　　　８⑴アに同じ

　⑷ 　開札の場所

　　　８⑴イに同じ

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札者とします。ただし、

著しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、免除します。

　⑵ 　前払金

　　　否

　⑶ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴及び「入札情報かわさき」の「契約関係規

定」で閲覧できます。

　　※ 　川崎市契約約款の改正が予定されています。詳

細については上記「入札情報かわさき」内の「民

法の一部改正等に伴う川崎市契約約款改正（予

定）のお知らせ」を御覧ください。

　　　　（ http://www.city.kawasaki.jp/233300/
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page/0000113377.html）

　⑸ 　議決の要否

　　 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第291号

　公募型プロポーザル方式の実施について、次のとおり

公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　件　　名

　 　川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利活用に

向けた社会実験

２ 　事業概要

　 　川崎市では、平成28年３月に策定した「川崎市新多

摩川プラン」を踏まえ、川崎のシンボルである「ふる

さとの川・多摩川」の歴史的・文化的資源、そして環

境資源を最大限に活かしたにぎわいの場（憩い・遊

び・学ぶ）の創出に取り組んでいる。

　 　このうち、丸子橋周辺の河川敷には多くの人がバー

ベキューに訪れているが、一方では、多様な市民ニー

ズに対応した賑わいの創出が求められていることか

ら、河川敷の新たな利活用の可能性を検討している。

　 　本社会実験は、民間事業者による水辺の賑わい創出

などの可能性を検証し、今後の水辺活用に向けた検討

の参考とするために実施するものとする。

３ 　実施期間

　 　河川法に基づく許可を受けた日から令和２年11月30

日まで（運用開始は７月を予定）

４ 　対象区域

　　川崎市中原区上丸子八幡町地先

５ 　事業費

　 　本事業の運営に要する費用は、全て事業者負担と

し、本市は、補助金、委託料、その他一切の費用を負

担しない。なお、対象範囲の使用料は免除する。

６ 　事業者の資格

　⑴ 　事業者要件

　　ア 　財政状況や経営基盤が健全であること。

　　イ 　事業者は、常に善良なる管理者の注意をもって

事業を遂行すること。

　　ウ 　事業者は、当該事業の全部又は大部分を一括し

て第三者に委託し、又は請け負わせてはならな

い。ただし、本市と協議を行い、認められたもの

については、当該事業の一部を第三者に委託し、

又は請け負わせることができる。

　　エ 　事業者は、関係法令等の規定を遵守すること。

　⑵ 　事業者の役割

　　ア 　社会実験事業の運営主体

　　イ 　敷地及び設置する施設・設備を含めた維持管理

と社会実験終了後の原状回復

　　ウ 　事業の運営（利用の手続、料金徴収、苦情対応

等）

　　エ 　利用者への周知・広報・利用率向上に向けた取

組

　　オ 　行政課題解決に向けた取組

　　カ 　本市の必要とする各種データ（集計・加工を含

む）の本市への提供

　　キ 　満足度等に関する利用者へのアンケート調査の

実施

　　ク　事業報告

　⑶ 　事業者の資格

　　 　日本国内において、提案内容と類似する事業を実

施した実績を有する法人事業者であること。

　　 　なお、地方自治法施行令第167条の４の規定に該

当する場合の他、以下に定める場合は企画提案参加

申込を行うことができないものとする。

　　ア 　手形交換所による取引停止処分を受けてから２

年間を経過しない場合

　　イ 　当該業務の企画提案書の提出期限の日前６か月

以内に不渡手形又は不渡小切手を出した場合

　　ウ 　会社更生法（平成14年法律第154号）の更生手

続開始の申立てをした場合で同法に基づく裁判所

による更生手続開始決定がなされていない場合

　　エ 　民事再生法（平成11年法律第225号）の再生手

続開始の申立てをした場合で同法に基づく裁判所

による再生計画認可決定がなされていない場合

　　オ 　直近３事業年度分の法人税、消費税及び地方消

費税、法人都道府県民税、法人市町村民税を滞納

している場合

　　カ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく、資格停

止期間中である場合

　　キ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱によ

る指名停止中である場合

　　ク 　川崎市内において、都市計画法（昭和43年法律

第100号）、その他の関係法令に違反している場合

　　ケ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第

５号）第２条に規定する暴力団員及び暴力団員等

または暴力団密接関係者である場合

　　※ 共同企業体として参加する場合は、構成員におい

ても上記参加資格を満たすこと。

　⑷ 　留意事項
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　　ア 　書類等の作成に使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨とする。

　　イ 　企画提案書の作成及び提出に関する費用は、提

案者の負担とする。なお、提出された書類は返却

しない。

　　ウ 　企画提案書等の提出期限以降の変更、修正、差

し替え又は再提出は認めない。

　　エ 　同一の法人からの複数の企画提案の提出は不可

とする。

　　オ 　企画提案の審査は提出された内容に基づいて行

うが、採用決定後、提案された内容について、必

要に応じ、川崎市と提案者の協議のうえ修正を依

頼する場合がある。

　　カ 　参加資格要件に該当しないことが判明した場合

は失格となる。

　　キ 　業務の一部について、他社に委託する際は、事

前に川崎市の承諾を受けることとする。

　　ク 　採用された企画提案書及び関係書類は、必要に

応じて外部に開示される場合がある。

　　　 　また、応募書類は、川崎市情報公開条例（平成

13年川崎市条例第１号）の規定に基づき開示請求

されたときは、公にすることにより、当該法人ま

たは個人の権利、競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがあるものを除き、開示の対象と

する。ただし、企画提案書選定期間中は同条例第

８条第１項第４号の規定に基づき、開示の対象と

しない。

７ 　参加手続き

　⑴ 　募集要項の配布

　　　令和２年３月10日（火）から

　　　多摩川施策推進課ホームページにて公表

　⑵ 　参加意向申出書の受付

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年３月23日

（月）まで

　　 　午前９時から午後５時まで（閉庁日及び正午から

午後１時までを除く）

　　　多摩川施策推進課にて受付

　　 　「プロポーザル参加意向申出書（第１号様式）」

に所定の事項を記入の上、多摩川施策推進課に持

参、郵送又は電子メールにて提出（押印不要）

　⑶ 　質問書の受付、回答まで

　　 　令和２年３月10日（火）から令和２年４月３日

（金）まで

　　 　午前９時から午後５時まで（閉庁日及び正午から

午後１時までを除く）

　　 　「川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利活

用に向けた社会実験に関する質問書（第２号様式）」

に記入の上、多摩川施策推進課に持参、郵送又は電

子メールにて提出

　　 　令和２年４月10日（金）までに多摩川施策推進課

ホームページ上に回答を掲載

　⑷ 　企画提案書の受付

　　 　令和２年４月13日（月）から令和２年４月17日

（金）まで

　　 　午前９時から午後５時まで（閉庁日及び正午から

午後１時までを除く）

　　　多摩川施策推進課に持参又は郵送（必着）

　　ア 　「川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利

活用に向けた社会実験に関する企画提案書（第３

号様式）」

　　　※ 　要押印（社印であれば実印でなくても可）（正

本１部、副本10部）

　　イ 　川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利活

用に向けた社会実験への応募主体概要書（第４号

様式）（正本１部、副本10部）

　　ウ 　川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利活

用に向けた社会実験事業計画書（第５号様式）（正

本１部、副本10部）

　　エ 　川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利活

用に向けた社会実験施設・設備配置計画書（第６

号様式）（正本１部、副本10部）

　　オ 　事業者の概要、担当部署の組織配置（様式自由）

（正本１部、副本10部）

　　カ 　同種の事業実績が分かる資料（様式自由）（正

本１部、副本10部）

　　キ　法人の登記事項証明書（正本１部、副本10部）

　　ク 　納税証明書（その１、その２、その３）　直近

３事業年度分（正本１部、副本10部）

　　ケ 　その他付属資料、添付資料、プレゼンテーショ

ン資料等一式（様式自由）（正本１部、副本10部）

　　　※企画提案の無効に関する事項

　　　 　次のいずれかに該当する場合は、無効または失

格とする。

　　　・ 定められた期間内に参加意向申出書を提出して

いない場合

　　　・提出期限を過ぎて企画提案書等が提出された場合

　　　・提案書類に虚偽の記載や重要な誤脱があった場合

　　　・ 会社更生法等の適用申請等契約を履行すること

が困難と認められる状態になった場合

　　　・審査の公平を害する行為があった場合

　　　・ その他、企画提案に当たり著しく信義に反する

行為があった場合

　⑸ 　プレゼンテーション

　　　令和２年４月24日（金）　時間・場所未定（予定）

　　　※注意事項

　　　・ 紙媒体で提出した企画提案書及び関連資料に基
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づきプレゼンテーションを行うこととし、未提

出の資料は使用しないこと。

　　　・ 各提案者のプレゼンテーション時間は、20分以

内とする（質疑応答を除く）。

　⑹ 　審査結果通知

　　　令和２年５月上旬（予定）

　　 　各提案者に対し結果通知書により通知するととも

に、市のホームページにて結果を発表する。

　　　※ 各提案事業に対する採点結果についてもホーム

ページで公開する。

　⑺ 　協定の締結

　　 　事業者の選定後、選定された事業者と協議のう

え、川崎市多摩川丸子橋河川敷における新たな利活

用に向けた社会実験に関する協定を締結する。な

お、当該事業予定者と協定の締結に至らなかった場

合は、次点者と協議を行うものとする。

８ 　問合せ先

　　川崎市建設緑政局緑政部多摩川施策推進課

　　住所　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町12－１

　　川崎駅前タワー・リバーク17階

　　電　話　044－200－0511

　　ＦＡＸ　044－200－3973

　　E-mail　53tamasu@city.kawasaki.jp

　　　───────────────────

川崎市公告第292号

　令和２年３月２日付け川崎市公告第273号で公告しま

した、川崎都市計画緑地の変更（１号生田緑地の変更）

ほか関連案件の都市計画変更の公聴会は、新型コロナウ

イルスの感染の拡大状況を踏まえ、開催を延期すること

とします。

　なお、公聴会に先立ち予定しておりました都市計画素

案の説明会及び縦覧につきましても、延期します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市公告第293号

　　　入　　札　　公　　告

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　業務件名

　　　 令和２年度事業承継・事業継続力強化支援対象者

抽出・調査業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市内

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和２年９月30日まで

　⑷ 　業務概要

　　 　事業承継・事業継続力強化支援の対象者となる中

小企業者を、データベースを活用して掘り起こし、

その状況について調査を行い、結果を集計・分析す

る。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件を全て

満たさなければなりません。　

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「調査・測定」種目「その他の調査・測定」に登載

されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。　

　⑷ 　過去に本市又は他官公庁において類似業務の実績

があり、かつ誠実に履行した実績を有すること。

　⑸ 　法人分析力が重要であるため、自社で取材した全

国的かつ多様なデータを多数（100万社以上）保有

し、提供データの補足を行えること。また、調査す

るにあたっては、公認会計士、税理士、中小企業診

断士等の有資格者を設置していること。さらに、こ

れらを説明できる資料を提出または提示すること。

３ 　競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び問合

せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争参加

の申し込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問合せ先

　　　川崎市経済労働局産業振興部工業振興課

　　　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　フロンティアビル10階

　　　電　話　044－200－2326

　　　ＦＡＸ　044－200－3920

　　　E-mail　28kogyo@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間　

　　 　令和２年３月10日（火）から令和元年３月16日

（月）まで

　　 　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

まで

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明会及び入札説明書

　⑴ 　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵ 　入札説明書の交付

　　 　業務の詳細、競争入札参加資格確認申請書及び質

問書の様式が添付されている入札説明書は、３⑴配

布・提出場所及び問合せ先の場所において、３⑵配
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布・提出期間で縦覧に供するとともに、希望者には

印刷物を配布します。また、川崎市のホームページ

「入札情報かわさき」において、本件の公表情報詳

細のページからダウンロードできます。

５ 　競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　競争入札参加資格確認申請書を提出した者に対し、

２の競争入札参加資格について審査し、競争入札参加

資格確認通知書を交付します。

　 　川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際に電子

メールのアドレスを登録している場合は、３月17日

（火）に電子メールで配信します。電子メールアドレ

スを登録していない場合は、ＦＡＸで送信します。

６ 　仕様に関する問合せ

　⑴ 　問合せ先

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年３月17日（火）から３月18日（水）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

まで。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により、提

出してください。

　⑷ 　質問受付方法

　　　電子メール又はＦＡＸに限る。

　　　電子メール　28kogyo@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ　　　044－200－3920

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年３月19日（木）に、競争入札参加資格確

認通知書の交付を受けた者へ電子メール又はＦＡＸ

にて回答書を送付します。なお、この入札の参加資

格を満たしていない者からの質問に関しては回答し

ません。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、競争入札参

加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記「２　競争入札参加資格」の各号の

いずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　競争入札参加資格確認申請書、提出書類等につい

て、虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ 　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時

　　　　令和２年３月23日（月）午後２時00分

　　イ 　入札場所

　　　　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　　フロンティアビル６階会議室

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵ 　前払金

　　　否

　⑶ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び３⑴配布・提出場所及び問合せ先

の場所で閲覧することができます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶ 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」において、

本件の公表情報詳細のページからダウンロードでき

ます。

　⑷ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議



川 崎 市 公 報 （第1,791号）令和２年(2020年)３月25日

－1567－

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　　　───────────────────

川崎市公告第294号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月11日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 宮前平中学校ほか１校トイレ改修その他工事

履行場所 川崎市宮前区宮前平２丁目７番地ほか１校

履行期限 契約の日から令和３年３月12日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。
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（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 坂戸小学校ほか１校トイレ改修その他工事

履行場所 川崎市高津区坂戸１丁目18番１号ほか１校

履行期限 契約の日から令和３年１月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽ 　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 有馬中学校体育館改修その他工事

履行場所 川崎市宮前区有馬７丁目７番１号

履行期限 契約の日から令和３年２月26日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。
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参 加 資 格

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 南生田中学校体育館改修電気その他設備工事

履行場所 川崎市多摩区南生田３丁目４番１号

履行期限 契約の日から令和３年２月26日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ａ」で登録されている

こと。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

　 　また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は

特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免
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契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 高津高等学校校舎改修その他その３工事

履行場所 川崎市高津区久本３丁目11番１号

履行期限 契約の日から令和２年12月28日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日17時00分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴ 　川崎市総合評価一般競争入札実施要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を適用します。

⑵ 　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札【特別簡易型】のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

手続等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

⑶ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決

を要します。

⑷ 　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 井田小学校ほか２校トイレ改修その他工事

履行場所 川崎市中原区井田中ノ町29番１号ほか２校

履行期限 契約の日から令和３年３月15日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

　 　また、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は

特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

（案件７）

競争入札に

付する事項

件　　 名 東柿生小学校校舎改修その他その２工事

履行場所 川崎市麻生区王禅寺東６丁目３番１号

履行期限 契約の日から令和２年11月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ａ」

で登録されていること。
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参 加 資 格

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　建築工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「建築」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、

本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術

者を要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満

となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を要

します。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第295号

　　　川崎市営住宅等敷地内の放置自動車の処分

　　　について

　次の川崎市営住宅等敷地内にある放置自動車は、令和

２年３月26日までに撤去されない場合は、本市が処分す

ることを公告します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　放置されている場所（住宅名）

　　大島市営住宅

　　南加瀬第３市営住宅

２ 　放置自動車の台数

　　バイク　４台（大島市営住宅）

　　バイク　３台（南加瀬第３市営住宅）

　　　───────────────────

川崎市公告第296号

　次の表の左欄に記載する者に対する釜石都市計画鵜住

居地区被災市街地復興土地区画整理事業施行者釜石市が

発した土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第103条

第１項に基づく換地処分通知は、送付すべき場所を確知

することができないため、同法第133条第１項及び同条

第２項において準用する同法第77条第５項の規定によ

り、書類の送付に代えて、その内容が次の掲示場所に掲

示されている。

　　令和２年３月13日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　書類の送付を受けるべき者の氏名及び住所

書類の送付を受けるべき者
判明している最後の住所

氏　名

　

２ 　通知の内容が掲示されている場所

　　岩手県釜石市鵜住居町第13地割11番地４にある掲示板

３ 　通知の内容の掲示期間

　　令和２年３月13日から令和２年３月23日まで
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公 告（ 調 達 ）

川崎市公告（調達）第214号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達の名称

　 　一般環境大気測定局及び自動車排出ガス測定局にお

ける測定機器の保守管理等業務委託

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　環境局環境総合研究所

　　川崎市川崎区殿町３丁目25－13

　　川崎生命科学環境研究センター３階

３ 　落札者を決定した日

　　令和２年３月６日

４ 　落札者の氏名及び住所

　　公害計器サービス株式会社　代表取締役　荻原　明

　　神奈川県横浜市都筑区東山田４－45－30

５ 　落札金額（消費税及び地方消費税を除く。）

　　29,115,000円

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７ 　入札の公告を行った日

　　令和２年１月27日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第215号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達の名称

　　マイクロソフトソフトウェアアシュアランス

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　総務企画局情報管理部システム管理課

　　川崎市川崎区東田町５－４（第３庁舎９階）

３ 　契約の相手方を決定した日

　　令和２年２月21日

４ 　契約の相手方の氏名及び住所

　　株式会社　大塚商会　神奈川ＬＡ販売課

　　課長　辻　達也

　　横浜市神奈川区金港町３－３

５ 　契約金額（税抜き総額）

　　総額　40,454,400円

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７ 　入札の公告を行った日

　　令和２年１月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第216号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 令和２年度庁内ネットワーク機器等の賃貸借及び

保守契約

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市川崎区東田町５－４ 　川崎市役所第３庁舎

　⑶ 　履行期間

　　　令和３年１月１日から令和７年12月31日まで

　⑷ 　調達物品の概要

　　　入札説明書によります。

２ 　競争参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則28号）第２

条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市「製造

の請負・物件の供給等有資格業者名簿」の業種「リ

ース」に登載されており、かつ、Ａの等級に格付け

されていること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登録のない者（入札参加

業種に登載のない者も含む。）は、財政局資産管理

部契約課に所定の様式により、資格審査申請を令和

２年４月３日（金）までに行ってください。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　この調達物品について、本市又は他官公庁におい

て類似の契約実績があること。

　⑸ 　この調達物品を契約締結後確実かつ速やかに納入

することができること。

　⑹ 　この調達物品の納入後アフターサービスを本市の

求めに応じて速やかに提供できること。

３ 　競争参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望するものは、次により競争参

加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577　川崎市川崎区東田町５－４
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　　　（第３庁舎９階）

　　　総務企画局情報管理部システム管理課

　　　担当　佐藤、坂本

　　　電　話　044－200－2057

　　　ＦＡＸ　044－200－3752

　　　E-mail　17syskan@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月25日（水）から令和２年４月３日

（金）までとします（土曜日・日曜日を除く、毎日

午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５

時15分まで）。

　⑶ 　提出方法

　　　持参に限る。

４ 　競争参加資格確認通知書の交付

　 　競争参加申込書を提出した者には、次により競争参

加資格確認通知書を交付します。

　⑴ 　場所

　　　３⑴に同じ

　⑵ 　日時

　　　令和２年４月10日（金）

　　 　午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後

５時15分まで

　⑶ 　その他 

　　 　競争参加資格があると認められた者には、入札説

明書を無料交付します。

　　 　また、入札説明書は３⑴の場所において令和２年

３月25日（水）から令和２年４月３日（金）まで縦

覧に供します（土曜日・日曜日を除く、午前８時30

分から正午まで及び午後１時から午後５時15分ま

で）。

５ 　競争参加者に求められる義務

　 　この入札の参加者には、入札説明書を配布しますの

で、次の日時・場所のとおり御来庁ください。

　⑴ 　日時

　　　令和２年４月10日（金）

　　 　午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後

５時15分まで

　⑵ 　場所

　　　３⑴に同じ

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　３⑴に同じ

　 　仕様に関する質問は、令和２年４月10日（金）から

令和２年４月15日（水）まで、入札説明書に添付の質

問書にて受付けます。また、ＦＡＸ・メールで質問す

る場合は、質問書を送信した旨を担当まで御連絡くだ

さい（土曜日・日曜日・祝日を除く、毎日午前８時30

分から正午まで及び午後１時から午後５時15分まで）。

　 　なお、回答については令和２年４月22日（水）、全

社にＦＡＸもしくはメールにて送付します。

７ 　カタログの提出について

　 　この入札の参加者は、納入する物品の商品説明書

（カタログ等）を令和２年４月28日（火）午後５時15

分までに３⑴の場所に提出しなければなりません。ま

た、競争入札参加者は、開札日の前日までの間におい

て、本市から該当書類に関し説明を求められたときに

は、これに応じなければなりません。

８ 　競争参加資格の喪失

　 　競争参加資格があると認められた者が、開札前に上

記２の各号のいずれかの条件を欠いたときは、競争参

加資格を喪失します。

９ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　リース総額（税抜き）を入札金額として行います。

契約希望金額から消費税及び地方消費税に相当する

金額を除いた金額を入札書に記載してください。な

お、詳細は入札説明書によります。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年５月８日（金）午前11時

　　イ 　場所　川崎市役所　第３庁舎９階　開発室Ⅰ

　⑶ 　郵送による場合の入札書の受領期限及び宛て先

　　ア 　期限　令和２年５月７日（木）必着

　　イ 　宛先　３⑴ に同じ

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　「川崎市競争入札参加者心得」で無効と定める入

札は、無効とします。

10　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

入しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否  

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所において閲覧できます。

11　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。
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　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　当該契約は、翌年度以降における所要の予算の当

該金額について減額又は削除があった場合は、この

契約を変更又は解除することができるものとします。

　　 　また、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その

損失の補償を川崎市に対して請求することができる

ものとし、補償額は協議して定めるものとします。

　⑷ 　関連情報を入手するための窓口

　　　３⑴に同じ

12　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of the products to be 

leased :

　　　 The contract for the lease and maintenance 

of network equipment and server for Kawasaki 

City Office.

　⑵ 　Time-limit for tender :

　　　11:00 A.M.May 8,2020

　⑶ 　Time-limit for tender by mail :

　　　May 7,2020

　⑷ 　Contact point for the notice :

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　System Management Section

　　　Information Management Department

　　　General Affairs and Planning Bureau

　　　5-4,Higashida-cho,Kawasaki-ku

　　　Kawasaki,Kanagawa 210-8577,Japan

　　　Tel:044-200-2057

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第217号

　　　入　　札　　公　　告

一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件名（賃貸借物品）

　　ア 　令和２年度普通乗用自動車Ａの賃貸借及び保守

　　イ 　令和２年度軽乗用自動車Ａの賃貸借及び保守

　　ウ 　令和２年度軽乗用自動車Ｂの賃貸借及び保守

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市役所公用車車庫

　⑶ 　賃貸借期間及び台数

　　ア 　上記１⑴アの件名（賃貸借物品）について

　　　　令和２年８月３日から令和９年８月２日まで

 ３台

　　イ 　上記１⑴イの件名（賃貸借物品）について

　　　　令和２年８月３日から令和９年８月２日まで

 ３台

　　ウ 　上記１⑴ウの件名（賃貸借物品）について

　　　　令和２年８月３日から令和９年８月２日まで

 ３台

　⑷ 　賃貸借物品の特質等

　　　仕様書によります。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期

間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「リース」種目「車両」に登

載されており、かつ、Ａ又はＢの等級に格付けされ

ていること。

　⑷ 　この調達物品について、本市または他官公庁にお

いて類似の契約実績があること。

　⑸ 　この調達物品及び台数について、確実に納入する

ことができること。

３ 　一般競争入札参加申込書の配布、提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により上記１⑴

の件名（賃貸借物品）ごとにそれぞれ一般競争入札参

加申込書及び必要な資料を提出しなければなりませ

ん。なお、提出は持参とし、郵送による提出は認めま

せん。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　 　川崎市川崎区宮本町３－３

　　　川崎市役所第４庁舎１階

　　　総務企画局総務部庁舎管理課　工藤担当

　　　電話　044－200－2104

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月25日（水）から令和２年４月３日

（金）まで（土曜日、日曜日及び休日を除く毎日午

前９時から正午まで及び午後１時から午後５時ま

で）とします。

　⑶ 　提出書類

　　ア 　一般競争入札参加申込書

　　イ 　類似業務の履行実績資料

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、平成

31・32年度川崎市競争入札参加資格審査申請書のメー

ルアドレスに、令和２年４月７日（火）までに一般競

争入札参加資格確認通知書及び仕様書を送付します。

　 　また、当該メールアドレスを登録していない者に

は、令和２年４月７日（火）の午前９時から正午に上

記３⑴の場所において一般競争入札参加資格確認通知

書及び仕様書を交付します。
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５ 　仕様書の交付

　 　上記４により無償で仕様書を交付します。また、仕

様書は、上記３⑴の場所において上記３⑵の期間ま

で、縦覧に供します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　⑴ 　問い合わせ場所

　　　上記３⑴に同じ

　⑵ 　問い合わせ期間

　　 　令和２年４月７日（火）午前９時から令和２年４

月15日（水）正午までとします。

　⑶ 　問い合わせ方法

　　 　上記４に添付の「質問書」に必要事項を記入し、

指定するＦＡＸ又はメールアドレス宛てに送付して

ください。

　　　メールアドレス　17tyosya@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ　044－200－2692

　⑷ 　回答方法

　　 　質問があった場合、令和２年４月17日（金）まで

に参加全社宛て、文書（ＦＡＸまたは電子メール）

にて回答します。

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　入札金額は税抜きの総額で行います。それぞれの

件名（賃貸借物品）ごとに、月額の賃貸借料にそれ

ぞれの賃貸借期間の月数及び台数を乗じた額で見積

もりをしてください。なお、入札は所定の入札書を

もって行い、入札書は入札件名を記載した封筒にて

提出してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時

　　　　令和２年４月24日（金）　午前10時

　　イ 　場所

　　　　川崎市川崎区宮本町３－３

　　　　川崎市役所第４庁舎４階第１会議室

　⑶ 　入札書の提出

　　　持参とします。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

９ 　開札に立ち会う者に関する事項

　 　開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人としま

す。ただし、代理人が立ち会う場合は、入札に関する

権限及び開札の立ち会いに関する権限の委任をした書

類を事前に提出しなければなりません。

10　契約の手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴ 　契約保証金

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除とします。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

入しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、川崎市のホームページの「入

札情報かわさき」の「契約関係規定」で閲覧できま

す。

11　契約内容の変更等

　 　当該契約は、翌年度以降における所要の予算の当該

金額について減額又は削除があった場合は、この契約

を変更又は解除することができるものとします。

　 　また、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その損

失の補償を川崎市に対して請求することができるもの

とし、補償額は協議して定めるものとします。

12　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、仕様書によります。

　⑶ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市入札参加者心得等の定めると

ころによります。

　⑷ 　支払いについては、毎月払いとします。

　⑸ 　関連情報を入手するための窓口は上記３⑴に同じ。

　⑹ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係わる予算の決議を要

します。

　　　───────────────────
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川崎市公告（調達）第218号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　消防内線電話設備機器賃貸借

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市川崎区南町20番地７ 　消防局総合庁舎ほか

　⑶ 　履行期間

　　　令和３年２月１日から令和10年１月31日まで

　⑷ 　調達概要

　　 　消防内線電話網を構成する電話設備を更新及び保

守管理し、消防局、消防署、出張所等の間の連絡、

災害情報伝達手段を確保、維持し、消防活動が円滑

となるよう支援することを目的とする。

２ 　一般競争参加資格

　 　入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて満た

さなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31年・32年度川崎市「製造の請負・物件の供

給等有資格業者名簿」の業種「リース」、種目「事

務用機器」に登載されており、かつ、Ａ又はＢ等級

に格付けされていること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登録のない者（入札参加

業種に登録のない者も含む。）は、財政局資産管理

部契約課に所定の様式により、資格審査申請を令和

２年４月９日までに行ってください。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　当該入札公告の日から過去５年以内に本市又は他

の官公庁において類似の契約実績を２件以上有する

こと。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により、一

般競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証

する書類（契約書、仕様書の写し等業務内容がわかる

もの）を提出しなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒210－8565

　　　川崎市川崎区南町20番地７

　　　川崎市消防局　７階指令課

　　　電話　044－223－2639

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月25日から令和２年４月９日までの、

９時00分から17時00分

　　 （平日の12時00分から13時00分及び土曜日、日曜

日、祝日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　資料の縦覧

　 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、質

問書様式が添付されている入札説明書は、３⑴の場所

において３⑵の期間、縦覧に供するとともに、希望者

には印刷物を配布します。また、川崎市ホームページ

の「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）において、本件の公表情報詳

細のページからダウンロードできます。

５ 　確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により確認通知書を交付します。

　⑴ 　交付日

　　　令和２年４月17日

　　 　ただし、製造の請負・物件の供給等有資格業者名

簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登録して

いる場合は、同日の未明に電子メールで配信されま

す。

　⑵ 　交付場所

　　　３⑴に同じ。

６ 　仕様に関する問い合わせ

　 　仕様に関する問い合わせは、次により質問書を提出

しなければなりません。

　⑴ 　提出場所

　　 　３⑴の場所、又は電子メール（84sirei@city.

kawasaki.jp）にて提出。

　⑵ 　受付期間

　　 　令和２年３月25日から令和２年４月24日までの、

９時00分から17時00分

　　 （平日の12時00分～ 13時00分及び土曜日、日曜日、

祝日を除く。）

　　 　ただし、電子メールによる提出は受付期間終了ま

で24時間受け付けます。

　⑶ 　回答日

　　 　令和２年５月１日に、本件の入札参加資格を有す

る全員に回答します。

７ 　入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　「２　一般競争入札参加資格」の各号のいずれか

の条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８ 　カタログの提出について
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　 　入札参加資格があると認められた者は、導入予定機

種、導入予定ソフト等カタログ又はリストを３⑴の場

所に令和２年５月８日17時00分までに提出してくださ

い。

　 　また、開札日の前日までの間において、提出したカ

タログ等に関し本市から説明を求められたときには、

これに応じなければなりません。

９ 　入札手続等

　⑴ 　入札の方法

　　 　入札は入札書にて総額（税抜き）で行うこととし

ます。見積った税込リース月額の110分の100に相当

する金額に84を乗じた額を入札書に記載してくださ

い。

　　ア 　持参による入札の場合

　　（ア ）入札会場に入場しようとするときは、一般競

争入札参加資格確認通知書の提示を求めるので

必ず持参してください。

　　（イ ）入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はそ

の代理人とします。ただし、代理人が入札及び

開札に立ち会う場合は、入札に関する権限及び

開札の立ち会いに関する権限の委譲を受けたこ

とを証する委任状を入札前に提出してください。

　　（ウ ）入札は所定の入札書をもって行い、入札書は

入札件名が記載された封筒に入れ持参してくだ

さい。

　　イ 　郵送による入札の場合

　　（ア ）入札は所定の入札書をもって行い、「入札書

在中」と明記した封筒に封印した入札書と一般

競争入札参加資格確認通知書を入れて、必ず書

留郵便により送付してください。

　　（イ）入札書の提出期限　令和２年５月13日必着

　　（ウ）入札書の提出場所　３⑴に同じ。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年５月14日　14時00分

　　イ 　場所　川崎市川崎区南町20番地７

　　　　　　　川崎市消防局　第２会議室

　⑶ 　入札保証金

　　　免除

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸ 　再度入札の実地

　　 　落札者が無い場合は、直ちに再度入札を行いま

す。ただし、その前回の入札が川崎市競争入札参加

者心得第７条の規定により無効とされた者及び開札

に立ち会わない者は除きます。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は、無効とします。

10　契約手続等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、本市ホームページの「入札情

報かわさき」の「契約関係規定」で閲覧することが

できます。

　　 （http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）

11　その他

　⑴ 　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は入札説明書によります。

　⑶ 　公告に定めるものの他は、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定める

ところによります。

　⑷ 　関連情報を入手するための照会窓口

　　　３⑴に同じ。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑹ 　当契約は、次年度以降における所要の予算の該当

金額について、減額又は削減があった場合、この契

約を変更又は解除できるものとします。

　　 　また、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その

損失の補償を川崎市に対して請求することができる

ものとし、補償額は協議して定めるものとします。

12　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of the products to be 

leased

　　　 Extension telephone installation full 

set for the use of Kawasaki City Fire 

Department.

　⑵ 　Time-limit for tender:

　　　2 P.M. May 14, 2020

　⑶ 　Time-limit for tender by mail:

　　　May 13, 2020

　⑷ 　Contact point for the notice:

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　Command Section
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　　　Fire Fighting Department

　　　Fire Bureau

　　　20-7,Minamimachi,Kawasaki-ku

　　　Kawasaki,Kanagawa 210-8565,Japan

　　　Tel:044-223-2639

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第219号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 令和２年度郵便物集荷・差出代行業務

委託

　⑵ 　履行場所　 川崎市健康福祉局医療保険部保険年金

課、各区役所保険年金課・支所区民セ

ンター及び川崎市内各郵便局

　⑶ 　履行期限　 令和２年５月１日から令和３年３月31日

　⑷ 　調達概要　 「令和２年度郵便物集荷・差出代行業

務仕様書」によります。

２ 　競争参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を満たし

ていなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿に業種「倉庫・運送業務」・種目

「運送業務」で登録されていること。

３ 　入札参加申込書の配布及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により入札

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒210－0005

　　　川崎市川崎区東田町８番地

　　　パレール三井ビル12階

　　　川崎市健康福祉局医療保険部保険年金課

　　　担当　深町

　　　電話　044－200－2632（直通）

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月25日（水）から令和２年４月１（水）

まで（必着）

　　 　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）

　⑶ 　提出書類

　　　入札参加申込書

　⑷ 　提出方法

　　　郵送とし、簡易書留のみ有効とします。

４ 　競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　入札参加申込書を提出した者には、平成31・32年度

川崎市競争入札参加資格審査申請書の「委託」の委任

先メールアドレスに、確認通知書を令和２年４月３日

（金）までに送付します。なお、当該委任先メールア

ドレスを登録していない者にはＦＡＸで送付します。

５ 　仕様書等に関する質問・回答

　⑴ 　質問

　　 　次により仕様書等の内容に関し、質問することが

できます。

　　　なお、仕様書等以外の質問は受け付けません。

　　 　また、入札参加者以外の質問には回答しませんの

で御注意ください。

　　ア 　質問書の配布・提出場所

　　　　３⑴と同じ

　　イ 　質問書の配布・提出期間

　　　 　令和２年３月25日（水）から令和２年４月10日

（金）まで（ただし、土曜日、日曜日及び国民の

祝日を除く）

　　　　午前８時30分～午後５時

　　ウ 　質問書の提出方法

　　　 　「令和２年度郵便物集荷・差出代行業務委託に

係る質問票」により、電子メール又はＦＡＸにて

送付してください。送付後、送付した旨を３⑴の

担当宛て電話連絡してください。

　　　　電子メール：40hoken@city.kawasaki.jp

　　　　ＦＡＸ番号：044－200－3930

　⑵ 　回答

　　ア 　回答日

　　　　令和２年４月14日（火）

　　イ 　回答方法

　　　 　回答については、入札参加者から質問が提出さ

れた場合にのみ、全ての質問及び回答を一覧表に

した質問回答書を、電子メールにより送信します。

６ 　入札参加資格の喪失

　 　入札参加資格があると認められた者が、開札前に上

記２の各号のいずれかの条件を欠いたときは、入札参

加資格を喪失します。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑵ 　入札書の提出日時・場所

　　　提出日時：令和２年４月16日（木）午前10時00分

　　　提出場所：川崎市川崎区東田町８番地

　　　　　　　　パレール三井ビル12階

　　　　　　　　 川崎市健康福祉局医療保険部会議室

（Ａ）

　⑶ 　入札方法
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　　ア 　入札は、契約金額総額で行います。

　　イ 　入札は、所定の入札書をもって行います。また、

入札書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未

満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

た金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の110分

の100に相当する金額を入札書に記載してくださ

い。

　　ウ 　入札書は、封筒に入れ、封印して提出してくだ

さい。

　　エ 　１回目で落札しない場合は、再度入札を２回、

計３回の入札を行いますので、その分の入札書を

用意してください。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　開札の日時・場所

　　　７⑵に同じ

　⑹ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な

入札を行った入札者を落札者とし、契約する際の単

価は、その者が単価契約一覧表に記載した単価とな

ります。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑺ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

　⑻ 　再入札の実施

　　 　落札者がいない場合は、直ちに再入札を実施しま

す。ただし、その前回の入札が川崎市競争入札参加

者心得の規定により無効とされた者及び開札に立ち

会わない者を除きます。

　⑼ 　入札及び開札に立ち会う者に関する事項

　　 　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代

理人とします。ただし、代理人が入札及び開札に立

ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立ち会

いに関する権限の委任を受けたことを示す委任状を

提出してください。また、一般競争入札参加資格確

認通知書を必ず持参してください。

８ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金

　　　免

　⑵ 　前払金

　　　無

　⑶ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

の「契約関係規定」で閲覧することができます。

　　※ 　川崎市契約約款改正が予定されています。詳細

については上記「入札情報かわさき」内の「民

法の一部改正等に伴う川崎市契約約款改正（予

定）のお知らせ」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/page/0000113377.html）をご覧くださ

い。

９ 　その他

　⑴ 　事情により入札方法の変更、入札の延期、又は取

りやめる場合があります。

　⑵ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑶ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑷ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における本調達に係る予算の議決を要しま

す。

　⑸ 　関連情報を入手するための照会窓口　３⑴に同じ

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第220号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達の名称及び供給内容

　　川崎市消防局総合庁舎他26施設で使用する電力の供給

　　5,789,244キロワット時

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　環境局地球環境推進室

　　川崎市川崎区宮本町１番地

３ 　落札者を決定した日

　　令和２年１月24日

４ 　落札者の氏名及び住所

　　株式会社　Ｆ－Ｐｏｗｅｒ

　　代表取締役　沖　隆

　　東京都港区芝浦三丁目１番21号

５ 　落札金額（消費税額及び地方消費税額を除く。）

　　93,181,663円

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７ 　入札の公告（及び公示）を行った日
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　　令和元年12月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第221号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」

という。）第167条の５第１項及び第167条の11第２項の

規定に基づき、令和２年度において川崎市が発注する特

定調達契約に係る一般競争入札（以下「競争入札」とい

う。）に参加する者（中小企業団体の組織に関する法律

（昭和32年法律第185号）並びに中小企業等協同組合法

（昭和24年法律第181号）に基づく事業協同組合、事業

協同小組合、協同組合連合会及び企業組合（以下「組合」

という。）を含む。）に必要な資格並びに資格審査の申請

方法及び申請時期等を定めたので、令第167条の５第２

項及び第167条の11第３項の規定により次のとおり公示

します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達をする建設工事、役務又は物品等の種類

　　別表第１のとおりとします。

２ 　競争入札に参加できない者

　⑴ 　次のいずれかに該当する者は、特別の理由がある

場合を除くほか、競争入札に参加することができま

せん。

　　ア 　令第167条の４第１項各号のいずれかに該当す

る者

　　イ 　令第167条の４第２項各号のいずれかに該当す

ると認められ、その事実があった後２年間を経過

していない者

　　ウ 　営業開始後１年以上を経過していない者。ま

た、最低１期分の財務諸表を提出できない者

　　エ 　国税（法人税又は所得税及び消費税（地方消費

税を含む。））及び地方税（市民税及び固定資産税）

に未納の税がある者。ただし、地方税については

川崎市に本店もしくは事務所がある者のみを対象

とする。

　　オ 　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の被保険

者に関する届出義務があるにも関わらず届出をし

ていない者

　　カ 　希望する業者区分、業種、種目に必要な許可又

は認可を受けていない者

　⑵ 　次のいずれかに該当し川崎市契約規則第２条第１

項の規定により資格停止となった者は、競争入札に

参加することができません。その者を代理人、支配

人、その他の使用人又は入札代理人として使用する

者についても、また同様とします。ただし、その事

実があった後、川崎市契約規則第２条第１項の規定

により市が定めた期間を経過した者については、こ

の限りではありません。

　　ア 　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造

を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関し

て不正の行為をした者

　　イ 　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執

行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若し

くは不正の利益を得るために連合した者

　　ウ 　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約

を履行することを妨げた者

　　エ 　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の

２第１項の規定による監督又は検査の実施に当た

り職員の職務の執行を妨げた者

　　オ 　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

３ 　審査基準等

　 　川崎市競争入札参加資格審査申請書により次の事項

及びその他必要な事項について、申請をする直前の営

業年度の終了日を基準日として総合的に審査し、別表

第２の契約の種類及び金額に応じて定めた等級に格付

けします。

　⑴ 　工事請負契約

　　 　平成20年国土交通省告示第85号（建設業法第27条

の23第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める

件）の定めるところにより、その他の審査について

は、市内に本社又は事業所を有する事業者につい

て、次の項目に該当する評価を加える。

　　 　アからコに該当する場合は１項目につき10点、サ

については、平均点が75点以上10点、65点以上75点

未満５点、65点未満及び点数がない場合０点とする。

　　ア 　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年

法律第123号）第43条第７項に基づき雇用状況の

報告を義務付けられている事業者で法定雇用率を

達成していること、又は同項に基づき雇用状況の

報告を義務付けられている事業者以外で障害者を

常用雇用していること。

　　イ 　本市と応急防災措置等に関する協定等を締結し

ている事業者及び締結している団体に加入してい

ること。

　　ウ 　川崎市防災協力事業所登録制度に関する登録を

していること。

　　エ 　建設業労働災害防止協会に加入していること。

　　オ 　本社又は委任先若しくは市内の営業所が

ISO9001の認証を取得していること。

　　カ 　本社又は委任先若しくは市内の営業所が

ISO14001の認証を取得していること。

　　キ 　次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第

120号）に基づく「一般事業主行動計画」を策定

していること。

　　ク 　次世代育成支援対策推進法第13条若しくは第15

条の２、女性の職業生活における活躍の推進に関



（第1,791号）令和２年(2020年)３月25日 川 崎 市 公 報

－1582－

する法律（平成27年法律第64号）第９条に基づく

認定、又は「かわさき☆えるぼし」認証制度実施

要綱に基づく認証を受けていること。

　　ケ 　横浜保護観察所に協力雇用主として登録がある

こと。

　　コ 　川崎市優良事業者表彰要綱に基づく表彰を受け

てから、５年度を経過していないこと。

　　サ 　川崎市請負工事監督規程・川崎市請負工事検査

規程、川崎市上下水道局請負工事監督規程・川崎

市上下水道局請負工事検査規程、川崎市交通局請

負工事監督規程・川崎市交通局請負工事検査規程

及び川崎市病院局請負工事監督規程・川崎市病院

局請負工事検査規程に定める工事成績評定書の成

績評定点の業種ごとの過去３年間における平均点。

　⑵ 　業務委託契約並びに製造請負契約・物件買入れ契

約等

　　ア 　年間平均実績高

　　イ 　自己資本額

　　ウ 　職員数

　　エ 　経営比率

　　　　　　　　　　流動資産

　　（ア）流動比率＝――――×100

　　　　　　　　　　流動負債

　　　　　　　　　　固定資産

　　（イ）固定比率＝――――×100

　　　　　　　　　　自己資本

　　　　　　　　　　　　　　経常利益

　　（ウ）総資本経常利益率＝――――×100

　　　　　　　　　　　　　　総 資 本

　　オ 　営業年数

４ 　登録できる業種数

　 　工事請負契約、業務委託契約、製造請負契約・物件

買入れ契約等の各業者区分毎に６業種（最大18業種）

までです。

５ 　申請の方法

　 　川崎市インターネットホームページ「入札情報かわ

さき」（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）の業者登録システムを利用し、インターネット

により任意のパソコンから申請し、次の書類について

は、郵送により提出してください。全ての書類が６の

⑴のウの書類の郵送先に到着したときに、有効な申請

があったものとします。ただし、パソコンからの申請

ができない場合は、申請書による申請も受け付けます。

　⑴ 　工事請負契約

　　ア 　誓約書、使用印鑑届・委任状及び会社概要（用

紙は「入札情報かわさき」からダウンロードして

ください。）

　　イ 　建設業許可証明書

　　ウ 　登記事項証明書

　　エ 　市区町村長の発行する身分証明書並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（個人経営者に限る。）

　　オ 　納税証明書

　　カ　印鑑証明書

　　キ　建設業退職金共済事業加入・履行証明書

　　ク 　業種「軽微」を希望する場合を除き、有効期限

内の「経営事項審査結果通知書・総合評定値通知

書の写し」（必ず総合評定値（Ｐ）の記載の入っ

たもの）

　　ケ 　使用されている者が健康保険、厚生年金保険又

は雇用保険の被保険者であることを証する書類

　　コ 　直前２年（設立２年を経過していない法人にあ

っては、直前の年）分の貸借対照表及び損益計算

書又は収支計算書

　⑵ 　委託契約

　　ア 　誓約書、使用印鑑届・委任状及び会社概要（用

紙は「入札情報かわさき」からダウンロードして

ください。）

　　イ 　許可・登録に関する証明書等

　　ウ 　登記事項証明書

　　エ 　市区町村長の発行する身分証明書並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（個人経営者に限る。）

　　オ 　納税証明書

　　カ　印鑑証明書

　　キ 　使用されている者が健康保険、厚生年金保険又

は雇用保険の被保険者であることを証する書類

　　ク 　直前２年（設立２年を経過していない法人にあ

っては、直前の年）分の貸借対照表及び損益計算

書又は収支計算書

　　ケ　現況報告書の写し

　　　 　建設コンサルタント、地質調査、補償コンサル

タント希望者のみ。

　⑶ 　製造請負契約・物件買入れ契約等

　　ア 　誓約書、使用印鑑届・委任状及び会社概要（用

紙は「入札情報かわさき」からダウンロードして

ください。）

　　イ 　許可・登録に関する証明書等

　　ウ 　登記事項証明書

　　エ 　市区町村長の発行する身分証明書並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（個人経営者に限る。）

　　オ 　納税証明書

　　カ　印鑑証明書

　　キ 　使用されている者が健康保険、厚生年金保険又
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は雇用保険の被保険者であることを証する書類

　　ク 　直前２年（設立２年を経過していない法人にあ

っては、直前の年）分の貸借対照表及び損益計算

書又は収支計算書

　⑷ 　組合の申請

　　 　組合が申請する場合には、上記⑴、⑵、⑶の提出

書類のほかに次の書類も提出してください。

　　ア 　設立認可の証明書（官公需適格組合証明書）

　　イ 　官公需共同受注規約

　　ウ 　組合員名簿

　　エ 　組合役員名簿

　　オ 　組合定款

６ 　申請の時期等

　⑴ 　インターネットによる申請の場合

　　ア 　期間

　　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　　イ 　時間

　　　　午前８時から午後８時まで

　　ウ 　書類の郵送先

　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　（郵便番号210－8577）

　　　　川崎市財政局資産管理部契約課

　　　　（明治安田生命ビル13階）

　　エ 　郵送の期間

　　　　上記アに同じ

　⑵ 　申請書による申請の場合

　　ア 　期間

　　　 　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

（土曜、日曜日、国民の祝日及び令和２年12月29

日から令和３年１月３日を除く。）

　　イ 　時間

　　　 　午前９時から午前11時まで、午後１時から午後

４時まで

　　ウ 　申請書の提出場所

　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　（郵便番号210－8577）

　　　　川崎市財政局資産管理部契約課

　　　　（明治安田生命ビル13階）

　　エ 　申請書の入手方法

　　　 　令和２年３月27日から令和３年３月31日まで

（土曜日、日曜日、国民の祝日及び令和２年12月

29日から令和３年１月３日を除く。）の間、川崎

市財政局資産管理部契約課で午前９時から午前11

時まで、午後１時から午後４時まで販売します。

７ 　工事の希望業種に対応する建設業の許可

　 　希望業種に対応する建設業の許可は別表第３のとお

りとします。

８ 　資格審査結果の通知

　　メール又は郵送により通知します。

９ 　資格の有効期間

　　該当する競争入札に限る。

　 　ただし資格審査が随時申請期間の場合には、該当す

る資格を改めて、毎月15日（申請期間中の15日が土曜

日、日曜日、国民の祝日の閉庁日にあたる場合は、前

開庁日）までの申請分を翌月１日から、令和３年３月

31日まで有効とします。

　 　また、競争入札参加資格を得ている者が、新たに業

種の追加申請を行う場合も同様とします。

10　資格の更新手続

　　別に公示します。

11　申請後に変更が生じた場合について

　 　申請書を提出した後、途中で競争入札参加資格の辞

退、又は登記事項及び申請書記載事項に変更が生じた

場合は、直ちに届け出てください。

　 　また、登録後、登録内容に変更が生じた場合には、

６により速やかに変更申請を行ってください。なお、

業種の追加を含まない変更申請については、通年で申

請できます。

12　その他

　 　申請書は、日本語で作成してください。なお、提

出・提示書類等で外国語で記載されたものは、日本語

の訳文を添付してください。

　別表第１　調達をする建設工事、役務又は物品等の種類

１ 　工事請負契約

希　望　業　種

土 木 工 事 鋼構造物工事 しゅんせつ工事 ガラス工事

下水管きょ工事 機 械 工 事 内 装 工 事 左 官 工 事

舗 装 工 事 通 信 工 事 建 具 工 事 屋 根 工 事

建 築 工 事 消 防 工 事 さ く 井 工 事 大 工 工 事

電 気 工 事 塗 装 工 事
タイル・れんが

工 事
鉄 筋 工 事

空調・衛生工事
と び・ 土

工 工 事
熱 絶 縁 工 事

清 掃 施 設

工 事

水道施設工事 防 水 工 事 板 金 工 事 解 体 工 事

造 園 工 事 管内更生工事 石 工 事 軽 微 工 事
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２ 　業務委託契約

希　望　業　種

建 築 設 計 医 療 関 連 業 務

設 備 設 計 電 算 関 連 業 務

建設コンサルタント 不 動 産 鑑 定

地 質 調 査 廃 棄 物 関 連 業 務

測 量 倉 庫・ 運 送 業 務

補償コンサルタント ク リ ー ニ ン グ 業 務

警 備 旅 行 業

建 物 清 掃 等 保 険 業

屋 外 清 掃 給 食 調 理 業 務

施 設 維 持 管 理 そ の 他 業 務

調 査 ・ 測 定

３ 　製造請負契約・物件買入れ契約等

希　望　業　種

印 刷・ 軽 印 刷 消防・防災用品 書 籍・ 楽 器 類

青 写 真 水 道 用 品 原 材 料

時 計・ 貴 金 属 自 動 車 園 芸・ 動 物

看 板・ 標 識 船 舶・ 航 空 機 日 用 品 雑 貨

文具・事務機器 電 車 用 品 食 料 品

コ ン ピ ュ ー タ 燃 料・ 油 脂 類 リ ー ス

医 療 機 器 家 具・ 装 飾 複 写 サ ー ビ ス

計 測 機 器・

光 理 化 学 機 器
衣 料 用 品

そ の 他 の

物 品 販 売

厨 房 機 器 薬 品 回 収 資 材 購 入

産 業 機 器 教 材

家電・通信機器 ス ポ ー ツ 用 具

　別表第２ 　契約の種類ごとの金額に対応する等級区分

１ 　工事請負契約

種　　別 等級 発　注　標　準　金　額

土 木 工 事 Ａ 7,000万円以上

Ｂ 2,500万円以上 7,000万円未満

Ｃ 1,200万円以上 2,500万円未満

Ｄ  1,200万円未満

下水管きょ工事 Ａ 8,000万円以上

Ｂ 3,500万円以上 8,000万円未満

Ｃ 　800万円以上 3,500万円未満

Ｄ  800万円未満

舗 装 工 事 Ａ 3,500万円以上

Ｂ 1,200万円以上 3,500万円未満

Ｃ  1,200万円未満

建 築 工 事 Ａ ３億5,000万円以上

Ｂ 　　8,000万円以上

 ３億5,000万円未満

Ｃ 　　1,500万円以上 8,000万円未満

Ｄ  1,500万円未満

電 気 工 事 Ａ 6,000万円以上

Ｂ 1,800万円以上 6,000万円未満

Ｃ  1,800万円未満

空調衛生工事 Ａ 6,000万円以上

Ｂ 1,800万円以上 6,000万円未満

Ｃ  1,800万円未満

水道施設工事 Ａ 9,000万円以上

Ｂ 3,000万円以上 9,000万円未満

Ｃ  3,000万円未満

その他の工事 等級区分なし。

２ 　業務委託契約

　　等級区分なし。

３ 　製造請負契約・物件買入れ契約等

種　　別 等　級 発　注　標　準　金　額

回収資材購入 等級区分なし。

回収資材購入

以外の製造請

負・物件買入

れ等

Ａ 1,500万円以上

Ａ、Ｂ 　500万円以上 1,500万円未満

Ａ、Ｂ、Ｃ  500万円未満
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　別表第３ 　希望業種に対応する建設業の許可

希 望 業 種 許　　可　　業　　種

土 木 工 事 土木工事業

下 水 管 き ょ 工 事 土木工事業

舗 装 工 事 ほ装工事業

建 築 工 事 建築工事業

電 気 工 事 電気工事業

空 調 衛 生 工 事 管工事業

水 道 施 設 工 事 水道施設工事業

造 園 工 事 造園工事業

鋼 構 造 物 工 事 鋼構造物工事業

機 械 工 事 機械器具設置工事業

通 信 工 事 電気通信工事業

消 防 工 事 消防施設工事業

塗 装 工 事 塗装工事業

と び・ 土 工 工 事 とび・土工工事業

防 水 工 事 防水工事業

管 内 更 生 工 事 管工事業

し ゅ ん せ つ 工 事 しゅんせつ工事業

内 装 工 事 内装仕上工事業

建 具 工 事 建具工事業

さ く 井 工 事 さく井工事業

タイル・れんが工事 タイル・れんが・ブロック工事業

熱 絶 縁 工 事 熱絶縁工事業

板 金 工 事 板金工事業

石 工 事 石工事業

ガ ラ ス 工 事 ガラス工事業

左 官 工 事 左官工事業

屋 根 工 事 屋根工事業

大 工 工 事 大工工事業

鉄 筋 工 事 鉄筋工事業

清 掃 施 設 工 事 清掃施設工事業

解 体 工 事 解体工事業

軽 微 工 事 許可を必要としない工事

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第222号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」

という。）第167条の５第１項及び第167条の11第２項の

規定に基づき、令和２年度において川崎市が発注する契

約に係る一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入

札」という。）に参加する者（中小企業団体の組織に関

する法律（昭和32年法律第185号）並びに中小企業等協

同組合法（昭和24年法律第181号）に基づく事業協同組

合、事業協同小組合、協同組合連合会及び企業組合（以

下「組合」という。）を含む。）に必要な資格並びに資格

審査の申請方法及び申請時期等を定めたので、令第167

条の５第２項及び第167条の11第３項の規定により次の

とおり公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達をする建設工事、役務又は物品等の種類

　　別表第１のとおりとします。

２ 　競争入札に参加できない者

　⑴ 　次のいずれかに該当する者は、特別の理由がある

場合を除くほか、競争入札に参加することができま

せん。

　　ア 　令第167条の４第１項各号のいずれかに該当す

る者

　　イ 　令第167条の４第２項各号のいずれかに該当す

ると認められ、その事実があった後２年間を経過

していない者

　　ウ 　営業開始後１年以上を経過していない者。ま

た、最低１期分の財務諸表を提出できない者

　　エ 　国税（法人税又は所得税及び消費税（地方消費

税を含む。））及び地方税（市民税及び固定資産税）

に未納の税がある者。ただし、地方税については

川崎市に本店もしくは事務所がある者のみを対象

とする。

　　オ 　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の被保険

者に関する届出義務があるにも関わらず届出をし

ていない者

　　カ 　希望する業者区分、業種、種目に必要な許可又

は認可を受けていない者

　⑵ 　次のいずれかに該当し川崎市契約規則第２条第１

項の規定により資格停止となった者は、競争入札に

参加することができません。その者を代理人、支配

人、その他の使用人又は入札代理人として使用する

者についても、また同様とします。ただし、その事

実があった後、川崎市契約規則第２条第１項の規定

により市が定めた期間を経過した者については、こ

の限りではありません。

　　ア 　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造

を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関し

て不正の行為をした者

　　イ 　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執

行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若し

くは不正の利益を得るために連合した者

　　ウ 　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約

を履行することを妨げた者

　　エ 　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の

２第１項の規定による監督又は検査の実施に当た

り職員の職務の執行を妨げた者
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　　オ 　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

３ 　審査基準等

　 　川崎市競争入札参加資格審査申請書により次の事項

及びその他必要な事項について、申請をする直前の営

業年度の終了日を基準日として総合的に審査し、別表

第２の契約の種類及び金額に応じて定めた等級に格付

けします。

　⑴ 　工事請負契約

　　 　平成20年国土交通省告示第85号（建設業法第27条

の23第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める

件）の定めるところにより、その他の審査について

は、市内に本社又は事業所を有する事業者につい

て、次の項目に該当する評価を加える。

　　 　アからコに該当する場合は１項目につき10点、サ

については、平均点が75点以上10点、65点以上75点

未満５点、65点未満及び点数がない場合０点とする。

　　ア 　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年

法律第123号）第43条第７項に基づき雇用状況の

報告を義務付けられている事業者で法定雇用率を

達成していること、又は同項に基づき雇用状況の

報告を義務付けられている事業者以外で障害者を

常用雇用していること。

　　イ 　本市と応急防災措置等に関する協定等を締結し

ている事業者及び締結している団体に加入してい

ること。

　　ウ 　川崎市防災協力事業所登録制度に関する登録を

していること。

　　エ 　建設業労働災害防止協会に加入していること。

　　オ 　本社又は委任先若しくは市内の営業所が

ISO9001の認証を取得していること。

　　カ 　本社又は委任先若しくは市内の営業所が

ISO14001の認証を取得していること。

　　キ 　次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第

120号）に基づく「一般事業主行動計画」を策定

していること。

　　ク 　次世代育成支援対策推進法第13条若しくは第15

条の２、女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律（平成27年法律第64号）第９条に基づく

認定、又は「かわさき☆えるぼし」認証制度実施

要綱に基づく認証を受けていること。

　　ケ 　横浜保護観察所に協力雇用主として登録がある

こと。

　　コ 　川崎市優良事業者表彰要綱に基づく表彰を受け

てから、５年度を経過していないこと。

　　サ 　川崎市請負工事監督規程・川崎市請負工事検査

規程、川崎市上下水道局請負工事監督規程・川崎

市上下水道局請負工事検査規程、川崎市交通局請

負工事監督規程・川崎市交通局請負工事検査規程

及び川崎市病院局請負工事監督規程・川崎市病院

局請負工事検査規程に定める工事成績評定書の成

績評定点の業種ごとの過去３年間における平均点。

　⑵ 　業務委託契約並びに製造請負契約・物件買入れ契

約等

　　ア 　年間平均実績高

　　イ 　自己資本額

　　ウ 　職員数

　　エ 　経営比率

　　　　　　　　　　流動資産

　　（ア）流動比率＝――――×100

　　　　　　　　　　流動負債

　　　　　　　　　　固定資産

　　（イ）固定比率＝――――×100

　　　　　　　　　　自己資本

　　　　　　　　　　　　　　経常利益

　　（ウ）総資本経常利益率＝――――×100

　　　　　　　　　　　　　　総資本

　　オ 　営業年数

４ 　登録できる業種数

　 　工事請負契約、業務委託契約、製造請負契約・物件

買入れ契約等の各業者区分毎に６業種（最大18業種）

までです。

５ 　申請の方法

　 　川崎市インターネットホームページ「入札情報かわ

さき」（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）の業者登録システムを利用し、インターネット

により任意のパソコンから申請し、次の書類について

は、郵送により提出してください。全ての書類が６の

⑴のウの書類の郵送先に到着したときに、有効な申請

があったものとします。ただし、パソコンからの申請

ができない場合は、申請書による申請も受け付けます。

　⑴ 　工事請負契約

　　ア 　誓約書、使用印鑑届・委任状及び会社概要（用

紙は「入札情報かわさき」からダウンロードして

ください。）

　　イ 　建設業許可証明書

　　ウ 　登記事項証明書

　　エ 　市区町村長の発行する身分証明書並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（個人経営者に限る。）

　　オ 　納税証明書

　　カ 　印鑑証明書

　　キ 　建設業退職金共済事業加入・履行証明書

　　ク 　業種「軽微」を希望する場合を除き、有効期限

内の「経営事項審査結果通知書・総合評定値通知

書の写し」（必ず総合評定値（Ｐ）の記載の入っ
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たもの）

　　ケ 　使用されている者が健康保険、厚生年金保険又

は雇用保険の被保険者であることを証する書類

　　コ 　直前２年（設立２年を経過していない法人にあ

っては、直前の年）分の貸借対照表及び損益計算

書又は収支計算書

　⑵ 　委託契約

　　ア 　誓約書、使用印鑑届・委任状及び会社概要（用

紙は「入札情報かわさき」からダウンロードして

ください。）

　　イ 　許可・登録に関する証明書等

　　ウ 　登記事項証明書

　　エ 　市区町村長の発行する身分証明書並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（個人経営者に限る。）

　　オ 　納税証明書

　　カ　印鑑証明書

　　キ 　使用されている者が健康保険、厚生年金保険又

は雇用保険の被保険者であることを証する書類

　　ク 　直前２年（設立２年を経過していない法人にあ

っては、直前の年）分の貸借対照表及び損益計算

書又は収支計算書

　　ケ　現況報告書の写し

　　　 　建設コンサルタント、地質調査、補償コンサル

タント希望者のみ。

　⑶ 　製造請負契約・物件買入れ契約等

　　ア 　誓約書、使用印鑑届・委任状及び会社概要（用

紙は「入札情報かわさき」からダウンロードして

ください。）

　　イ 　許可・登録に関する証明書等

　　ウ 　登記事項証明書

　　エ 　市区町村長の発行する身分証明書並びに成年被

後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証

明書（個人経営者に限る。）

　　オ 　納税証明書

　　カ 　印鑑証明書

　　キ 　使用されている者が健康保険、厚生年金保険又

は雇用保険の被保険者であることを証する書類

　　ク 　直前２年（設立２年を経過していない法人にあ

っては、直前の年）分の貸借対照表及び損益計算

書又は収支計算書

　⑷ 　組合の申請

　　 　組合が申請する場合には、上記⑴、⑵、⑶の提出

書類のほかに次の書類も提出してください。

　　ア 　設立認可の証明書（官公需適格組合証明書）

　　イ 　官公需共同受注規約

　　ウ 　組合員名簿

　　エ 　組合役員名簿

　　オ 　組合定款

６ 　申請の時期等

　⑴ 　インターネットによる申請の場合

　　ア 　期間

　　　　令和２年４月１日から令和２年８月14日まで

　　イ 　時間

　　　　午前８時から午後８時まで

　　ウ 　書類の郵送先

　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　（郵便番号210－8577）

　　　　川崎市財政局資産管理部契約課

　　　　（明治安田生命ビル13階）

　　エ 　郵送の期間

　　　　上記アに同じ

　⑵ 　申請書による申請の場合

　　ア 　期間

　　　 　令和２年４月１日から令和２年８月14日まで

（土曜、日曜日、国民の祝日を除く。）

　　イ 　時間

　　　 　午前９時から午前11時まで、午後１時から午後

４時まで

　　ウ 　申請書の提出場所

　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　（郵便番号210－8577）

　　　　川崎市財政局資産管理部契約課

　　　　（明治安田生命ビル13階）

　　エ 　申請書の入手方法 

　　　 　令和２年３月27日から令和２年８月14日まで

（土曜日、日曜日、国民の祝日を除く。）の間、

川崎市財政局資産管理部契約課で午前９時から午

前11時まで、午後１時から午後４時まで販売しま

す。

７ 　工事の希望業種に対応する建設業の許可

　 　希望業種に対応する建設業の許可は別表第３のとお

りとします。

８ 　資格審査結果の通知

　　メール又は郵送により通知します。

９ 　資格の有効期間

　 　毎月15日（申請期間中の15日が土曜日、日曜日、国

民の祝日の閉庁日にあたる場合は、前開庁日）までの

有効な申請分を翌月１日から、登録し、令和３年３月

31日まで有効とします。

　 　また、競争入札参加資格を得ている者が、新たに業

種の追加申請を行う場合も同様とします。

10　資格の更新手続

　 　別に公示します。

11　申請後に変更が生じた場合について

　 　申請書を提出した後、途中で競争入札参加資格の辞
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退、又は登記事項及び申請書記載事項に変更が生じた

場合は、直ちに届け出てください。

　 　また、登録後、登録内容に変更が生じた場合には、

６により速やかに変更申請を行ってください。なお、

業種の追加を含まない変更申請については、通年で申

請できます。

12　その他

　 　申請書は、日本語で作成してください。なお、提

出・提示書類等で外国語で記載されたものは、日本語

の訳文を添付してください。

　別表第１ 　調達をする建設工事、役務又は物品等の種類

１ 　工事請負契約

希　望　業　種

土 木 工 事 鋼構造物工事 しゅんせつ工事 ガラス工事

下水管きょ工事 機 械 工 事 内 装 工 事 左 官 工 事

舗 装 工 事 通 信 工 事 建 具 工 事 屋 根 工 事

建 築 工 事 消 防 工 事 さ く 井 工 事 大 工 工 事

電 気 工 事 塗 装 工 事
タイル・れんが

工 事
鉄 筋 工 事

空調・衛生工事
と び・ 土 工

工 事
熱 絶 縁 工 事

清 掃 施 設

工 事

水道施設工事 防 水 工 事 板 金 工 事 解 体 工 事

造 園 工 事 管内更生工事 石 工 事 軽 微 工 事

２ 　業務委託契約

希　望　業　種

建 築 設 計 医 療 関 連 業 務

設 備 設 計 電 算 関 連 業 務

建設コンサルタント 不 動 産 鑑 定

地 質 調 査 廃 棄 物 関 連 業 務

測 量 倉 庫・ 運 送 業 務

補償コンサルタント ク リ ー ニ ン グ 業 務

警 備 旅 行 業

建 物 清 掃 等 保 険 業

屋 外 清 掃 給 食 調 理 業 務

施 設 維 持 管 理 そ の 他 業 務

調 査 ・ 測 定

３ 　製造請負契約・物件買入れ契約等

希　望　業　種

印 刷・ 軽 印 刷 消防・防災用品 書 籍・ 楽 器 類

青 写 真 水 道 用 品 原 材 料

時 計・ 貴 金 属 自 動 車 園 芸・ 動 物

看 板・ 標 識 船 舶・ 航 空 機 日 用 品 雑 貨

文具・事務機器 電 車 用 品 食 料 品

コ ン ピ ュ ー タ 燃 料・ 油 脂 類 リ ー ス

医 療 機 器 家 具・ 装 飾 複 写 サ ー ビ ス

計 測 機 器・

光 理 化 学 機 器
衣 料 用 品

そ の 他 の

物 品 販 売

厨 房 機 器 薬 品 回 収 資 材 購 入

産 業 機 器 教 材

家電・通信機器 ス ポ ー ツ 用 具

　別表第２ 　契約の種類ごとの金額に対応する等級区分

１ 　工事請負契約

種　　別 等級 発　注　標　準　金　額

土 木 工 事 Ａ 7,000万円以上

Ｂ 2,500万円以上 7,000万円未満

Ｃ 1,200万円以上 2,500万円未満

Ｄ  1,200万円未満

下水管きょ工事 Ａ 8,000万円以上

Ｂ 3,500万円以上 8,000万円未満

Ｃ 　800万円以上 3,500万円未満

Ｄ  800万円未満

舗 装 工 事 Ａ 3,500万円以上

Ｂ 1,200万円以上 3,500万円未満

Ｃ  1,200万円未満

建 築 工 事 Ａ ３億5,000万円以上

Ｂ 　　8,000万円以上
 ３億5,000万円未満

Ｃ 　　1,500万円以上 8,000万円未満

Ｄ  1,500万円未満

電 気 工 事 Ａ 6,000万円以上

Ｂ 1,800万円以上 6,000万円未満

Ｃ  1,800万円未満

空調衛生工事 Ａ 6,000万円以上

Ｂ 1,800万円以上 6,000万円未満

Ｃ  1,800万円未満

水道施設工事 Ａ 9,000万円以上

Ｂ 3,000万円以上 9,000万円未満

Ｃ  3,000万円未満

その他の工事 等級区分なし。
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２ 　業務委託契約

　　等級区分なし。

３ 　製造請負契約・物件買入れ契約等

種　　別 等　級 発　注　標　準　金　額

回収資材購入 等級区分なし。

回収資材購入

以外の製造請

負・物件買入

れ等

Ａ 1,500万円以上

Ａ、Ｂ 　500万円以上 1,500万円未満

Ａ、Ｂ、Ｃ  500万円未満

　別表第３ 　希望業種に対応する建設業の許可

希 望 業 種 許　　可　　業　　種

土 木 工 事 土木工事業

下 水 管 き ょ 工 事 土木工事業

舗 装 工 事 ほ装工事業

建 築 工 事 建築工事業

電 気 工 事 電気工事業

空 調 衛 生 工 事 管工事業

水 道 施 設 工 事 水道施設工事業

造 園 工 事 造園工事業

鋼 構 造 物 工 事 鋼構造物工事業

機 械 工 事 機械器具設置工事業

通 信 工 事 電気通信工事業

消 防 工 事 消防施設工事業

塗 装 工 事 塗装工事業

と び・ 土 工 工 事 とび・土工工事業

防 水 工 事 防水工事業

管 内 更 生 工 事 管工事業

し ゅ ん せ つ 工 事 しゅんせつ工事業

内 装 工 事 内装仕上工事業

建 具 工 事 建具工事業

さ く 井 工 事 さく井工事業

タイル・れんが工事 タイル・れんが・ブロック工事業

熱 絶 縁 工 事 熱絶縁工事業

板 金 工 事 板金工事業

石 工 事 石工事業

ガ ラ ス 工 事 ガラス工事業

左 官 工 事 左官工事業

屋 根 工 事 屋根工事業

大 工 工 事 大工工事業

鉄 筋 工 事 鉄筋工事業

清 掃 施 設 工 事 清掃施設工事業

解 体 工 事 解体工事業

軽 微 工 事 許可を必要としない工事

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第223号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達の名称

　　令和元年度　路線バス利用実態調査委託（その１）

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　まちづくり局総務部庶務課経理係

　　川崎市川崎区宮本町６番地

　　（明治安田生命川崎ビル８階）

３ 　落札者を決定した日

　　令和２年１月27日

４ 　落札者の氏名及び住所

　　株式会社　サーベイリサーチセンター

　　代表取締役　藤澤　士朗

　　東京都荒川区西日暮里二丁目40番10号

５ 　落札金額（消費税額及び地方消費税額を除く。）

　　58,800,000円

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７ 　入札の公告を行った日

　　令和元年12月10日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第224号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達の名称

　　令和元年度　路線バス利用実態調査委託（その２）

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　まちづくり局総務部庶務課経理係

　　川崎市川崎区宮本町６番地

　　（明治安田生命川崎ビル８階）

３ 　落札者を決定した日

　　令和２年２月17日

４ 　落札者の氏名及び住所

　　株式会社　エスピー研

　　代表取締役　安良岡　洋介

　　東京都千代田区飯田橋三丁目11番20号　ＳＰビル

５ 　落札金額（消費税額及び地方消費税額を除く。）

　　38,000,000円

６ 　契約の相手方を決定した手続
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　　一般競争入札

７ 　入札の公告を行った日

　　令和元年12月25日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第225号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　調達の名称

　　令和元年度　路線バス利用実態調査委託（その３）

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　まちづくり局総務部庶務課経理係

　　川崎市川崎区宮本町６番地

　　（明治安田生命川崎ビル８階）

３ 　落札者を決定した日

　　令和２年２月17日

４ 　落札者の氏名及び住所

　　株式会社　アーバントラフィックエンジニアリング

　　東京事務所

　　所長　清水　健造

　　東京都新宿区四谷一丁目20番地

５ 　落札金額（消費税額及び地方消費税額を除く。）

　　34,500,000円

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札

７ 　入札の公告を行った日

　　令和元年12月25日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第226号

　　　入　　札　　公　　告

　ちどり公園内清掃業務委託に関する一般競争入札につ

いて、次のとおり公告します。

　　令和２年３月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　ちどり公園内清掃業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　ちどり公園

　　　（川崎区千鳥町９番１及び９番５）

　⑶ 　履行期限

　　　契約日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　委託概要

　　ア 　一般廃棄物の清掃業務内容

　　　 　当該箇所を清掃し、清掃により発生した一般ご

みを収集・市内処理センターへ運搬する。清掃箇

所及び清掃内容は次のとおりとする。

　　　 　なお、収集したごみ類の終末処理にあたって

は、関係法令等を遵守して処理することとし、業

務日が祝祭日及び荒天の場合は翌日とする。

　　イ 　ちどり公園

　　　　地番　川崎区千鳥町９番１及び９番５

　　　　面積　36,283㎡

　　ウ 　実施回数

　　　　５月、７月～ 11月　　　　月４回

　　　　４月、６月、　12月～３月　月２回　計36回

　　　 　詳細は、契約締結後に提出する作業計画書にお

いてこれを定めるものとする（業務日が祝祭日に

あたるときは、翌日とする）。

　　　 　なお、実際の作業について、悪天候等により清

掃が困難なときには、監督員に連絡の上、翌日等

に振替えることができるものとする。

　　エ 　粗大ごみの収集運搬業務内容

　　　 　ちどり公園内において不法投棄された粗大ごみ

や産業廃棄物があった際は、これを収集し、発注

者が指定する仮置場へ運搬するものとする。

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において平成31・32年度川崎市業務委託

有資格業者名簿の業種「18：屋外清掃」種目「01：

道路清掃」及び地域区分市内で登載されていること。

　⑷ 　「一般廃棄物収集運搬業」の許可を有しているこ

と。

　⑸ 　官公需についての中小企業者の受注の確保に関す

る法律第２条第１項による中小企業者であること

３ 　競争入札参加申込書の配布

　 　次により、競争入札参加申込書及び入札説明書等を

配布します。

　　 ま た、 本 市 ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.city.

kawasaki.jp/2020olypara/page/0000115825.html）

よりダウンロードできます。

　⑴ 　配布場所

　　　〒210－0007

　　　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　川崎フロンティアビル９階

　　　川崎市市民文化局

　　　オリンピック・パラリンピック推進室

　　　担当　永田・田中
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　　　電話：044－200－0809

　　　ＦＡＸ：044－200－3599

　　　E-Mail：20olypara@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布期間

　　 　令和２年３月25日（水）から令和２年４月１日

（水）までの下記の時間

　　　午前９時から正午までと午後１時から午後５時まで

　　　ただし、土曜日、日曜日及び休日を除きます。

４ 　競争入札参加申込書の提出

　 　この入札に参加を希望する者は、次により所定の競

争入札参加申込書を提出しなければなりません。

　⑴ 　提出場所　３⑴に同じ

　⑵ 　提出期間　３⑵に同じ

　⑶ 　提出方法　 持参、郵送、メール、ＦＡＸのいずれ

かとする

　　※いずれの場合も４月１日午後５時必着とします。

５ 　仕様書の縦覧及び配布等

　　仕様書は３⑴において、３⑵の期間中縦覧します。

　 　 ま た、 本 市 ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.city.

kawasaki.jp/2020olypara/page/0000115825.html）

　　よりダウンロードできます。

６ 　競争参加資格確認通知書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出した者には、令和２年４

月３日（金）に競争参加資格確認通知書を発送します。

なお、競争参加資格確認通知書のデータは、同日、競

争入札参加申込書に記入されている電子メールのアド

レスに送付します。

７ 　仕様に関する問合せ

　⑴ 　問合せ先

　　　３⑴と同じ

　⑵ 　問合せ期間

　　 　令和２年３月25日（水）９時から令和２年４月６

日（月）午後５時まで

　⑶ 　問合せ方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」にて、３⑴のＦＡ

Ｘ番号又は電子メールアドレス宛て送付してくださ

い。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問に対する回答は、令和２年４月９日（木）に、

全参加者宛てにＦＡＸ又は電子メールにて送付しま

す。

８ 　入札参加資格の喪失

　 　競争入札参加資格があると認められた者が、次のい

ずれかに該当するときは、この入札に参加することが

できません。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの資格条件を満

たさなくなったとき

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類について虚偽の

記載をしたとき

９ 　入札手続等

　⑴ 　入札書

　　 　入札は、所定の入札書をもって行い,入札書の「件

名」及び「商号又は名称」の項目に記載した内容を

明記した封筒に入れて持参または郵送により提出し

てください（事前提出可）。

　　 　なお、郵送による入札の場合は、４月13日（月）

午後２時必着とします。

　⑵ 　入札方法等

　　 　入札に際しては、「川崎市競争入札参加者心得」

第３条第２項の規定に関わらず、契約希望金額の

110分の100に相当する金額（税抜金額）を入札書に

記載してください。

　　ア 　入札日時

　　　　令和２年４月13日（月）　午後２時

　　イ 　入札場所

　　　　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　　川崎フロンティアビル９階　市民文化局会議室

　⑶ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷ 　開札の日時

　　　９⑵アと同じ

　⑸ 　開札の場所

　　　９⑵イと同じ

　⑹ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とします。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑺ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格の無い者が行なった入札及び

川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、

これを無効とします。

10　入札及び開札に立ち会う者に関する事項

　 　入札場所に入場しようとするときは、競争参加資格

確認通知書の提示を求めますので、必ず持参してくだ

さい。

　 　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代理

人とします。

　 　ただし、代理人が入札及び開札に立ち会う場合は、

入札に関する権限及び開札の立会いに関する権限の委

任を受けなければなりません。（入札前に委任状を提

出してください。）

11　再度入札の実施

　 　落札者が無い場合は、直ちに再度入札を行います。

ただし、開札に立ち会わない者は、再度入札に参加の
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意志がないものとみなします。

12　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑶ 　前払金

　　　否

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所及び川崎市のホームページの「入

札情報　かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

13　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　⑶ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に関わる予算の議決を要

します。

税 公 告

川崎市税公告第35号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年２月28日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第36号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年２月28日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第37号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月２日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第38号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月３日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第39号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月４日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第40号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎
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市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第41号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月５日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第42号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月６日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第43号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第44号

　配当計算書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきとこ

ろ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のた

め送達することができないので、地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年

川崎市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第45号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第46号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第47号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第48号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎
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市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第49号

　交付要求通知書を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第50号

　市税過誤納金等還付（充当）通知書を別紙記載の者に

送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事

業所が不明のため送達することができないので、地方税

法（昭和25年法律第226号）第20条の２及び川崎市市税

条例（昭和25年川崎市条例第26号）第10条の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

上 下 水 道 局 告 示

川崎市上下水道局告示第12号

　　　川崎市排水設備指定工事店の指定について

　川崎市排水設備指定工事店の指定等に関する規程（平

成22年川崎市水道局規程第64号）第５条の規定に基づ

き、川崎市排水設備指定工事店として指定したので、同

規程第12条第１号の規定により告示します。

　　令和２年３月６日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指定有効期間

　　令和２年４月０１日から

　　令和７年７月31日まで

２ 　指定工事店

　　指定番号　1115

　　商号又は名称　浅田工業

　　営業所所在地　横浜市神奈川区菅田町1727番地17

　　代表者氏名　浅田　三厳

上 下 水 道 局 公 告

川崎市上下水道局公告第18号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月３日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度北部下水管内取付管布設第１号工事

履行場所 川崎市麻生区、多摩区地内

履行期限 契約の日から令和３年１月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されていること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。
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参 加 資 格

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月30日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る

予算の議決を要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 第２及び第４取水系さく井撤去工事

履行場所 川崎市多摩区菅６－９－13（第２取水系１号さく井）ほか４件

履行期限 契約の日から315日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」ランク「Ｂ」で登録されて

いること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負

代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓

約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万

円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただ

し、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を

下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案

件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を

要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満とな

った場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月30日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要
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入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る

予算の議決を要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度西部下水管内取付管布設第１号工事

履行場所 川崎市宮前区地内

履行期限 契約の日から令和３年１月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されていること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月25日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 大島ポンプ場低段雨水ポンプ棟外壁改修工事

履行場所 川崎市川崎区浜町４－17－11

履行期限 契約の日から令和２年８月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」種目「塗装」で登録されている

こと。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　塗装工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「塗装」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和２年３月25日　午後２時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度中部下水管内取付管布設第１号工事

履行場所 川崎市中原区、高津区地内

履行期限 契約の日から令和３年１月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されていること。
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参 加 資 格

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年３月30日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第19号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度　川崎・幸区　給水管維持工事（単価契約）

履行場所 本市指定箇所一円

履行期限 契約の日から令和３年３月31日まで

参 加 資 格

　本工事の入札は、混合入札により執行します。

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体又は単体企業でなければなりません。

　ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合

を上回らなければいけません。

⑴ 　共同企業体の資格条件

　ア 　全ての構成員に必要な条件

　（ア）川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　（イ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　（ウ）建設業退職金共済制度に加入していること。

　（エ）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　（オ ）「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。
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参 加 資 格

　（カ ）本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　イ 　共同企業体の代表者に必要な条件

　（ア ）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ラン

ク「Ａ」又は「Ｂ」で登録されていること。

　（イ ）水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の

請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に

関する誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負

金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可

を要しません。

　（ウ ）監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000

万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。

なお、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合

は監理技術者を要しません。

　（エ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「水道施設」）を有していること。

　ウ 　共同企業体の構成員２に必要な条件

　（ア）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」で登録されていること。

　（イ）管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　（ウ）主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。

　（エ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「管」）を有していること。

　（オ）川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者登録を行っていること。

⑵ 　単体企業の資格条件

　ア 　「⑴ 共同企業体の資格条件」のうち「ア 全ての構成員に必要な条件」及び「イ 共同企業体

の代表者に必要な条件」を全て満たす者であること。

　イ 　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　ウ 　主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。なお、⑴イ（ウ）の技術者との兼任を可

とする。

　エ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「管」）を有していること。

　オ 　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者登録を行っていること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年４月１日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度　中原・高津・宮前区　給水管維持工事（単価契約）

履行場所 本市指定箇所一円

履行期限 契約の日から令和３年３月31日まで

参 加 資 格

　本工事の入札は、混合入札により執行します。

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体又は単体企業でなければなりません。

　ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合

を上回らなければいけません。

⑴ 　共同企業体の資格条件

　ア 　全ての構成員に必要な条件

　（ア）川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　（イ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　（ウ）建設業退職金共済制度に加入していること。

　（エ）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　（オ ）「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　（カ ）本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　イ 　共同企業体の代表者に必要な条件

　（ア ）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ラン

ク「Ａ」又は「Ｂ」で登録されていること。

　（イ ）水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の

請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に

関する誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負

金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可

を要しません。

　（ウ ）監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000

万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。

なお、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合

は監理技術者を要しません。

　（エ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「水道施設」）を有していること。

　ウ 　共同企業体の構成員２に必要な条件

　（ア）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」で登録されていること。

　（イ）管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　（ウ）主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。

　（エ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「管」）を有していること。

　（オ）川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者登録を行っていること。

⑵ 　単体企業の資格条件

　ア 　「⑴共同企業体の資格条件」のうち「ア 全ての構成員に必要な条件」及び「イ　共同企業体

の代表者に必要な条件」を全て満たす者であること。

　イ 　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　ウ 　主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。なお、⑴イ（ウ）の技術者との兼任を可

とする。

　エ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「管」）を有していること。

　オ 　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者登録を行っていること。



川 崎 市 公 報 （第1,791号）令和２年(2020年)３月25日

－1601－

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年４月１日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度　多摩・麻生区　給水管維持工事（単価契約）

履行場所 本市指定箇所一円

履行期限 契約の日から令和３年３月31日まで

参 加 資 格

　本工事の入札は、混合入札により執行します。

　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構成

員２」という。）により結成されている共同企業体又は単体企業でなければなりません。

　ただし、共同企業体の出資割合は、全ての構成員を20％以上とし、代表者は、他の構成員の割合

を上回らなければいけません。

⑴ 　共同企業体の資格条件

　ア 　全ての構成員に必要な条件

　（ア）川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　（イ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　（ウ）建設業退職金共済制度に加入していること。

　（エ）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

　（オ ）「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　（カ ）本工事の一般競争入札参加資格確認申請に当たって、本工事の他の共同企業体の構成員に

なっていないこと。

　イ 　共同企業体の代表者に必要な条件

　（ア ）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ラン

ク「Ａ」又は「Ｂ」で登録されていること。

　（イ ）水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の

請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に

関する誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負

金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可

を要しません。

　（ウ ）監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000

万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。

なお、本案件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合

は監理技術者を要しません。

　（エ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「水道施設」）を有していること。
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参 加 資 格

　ウ 　共同企業体の構成員２に必要な条件

　（ア）平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」で登録されていること。

　（イ）管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　（ウ）主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。

　（エ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「管」）を有していること。

　（オ）川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者登録を行っていること。

⑵ 　単体企業の資格条件

　ア 　「⑴共同企業体の資格条件」のうち「ア　全ての構成員に必要な条件」及び「イ　共同企業

体の代表者に必要な条件」を全て満たす者であること。

　イ 　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　ウ 　主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。なお、⑴　イ（ウ）の技術者との兼任を

可とする。

　エ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書（総合評定値「管」）を有していること。

　オ 　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者登録を行っていること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年４月１日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 野川300mm－100mm配水管布設替工事

履行場所
自：宮前区野川3022先

至：宮前区野川2616－８先　ほか１件

履行期限 契約の日から250日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負

代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓

約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万

円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。



川 崎 市 公 報 （第1,791号）令和２年(2020年)３月25日

－1603－

参 加 資 格

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただ

し、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を

下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案

件の請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を

要しません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満とな

った場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年４月６日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度南部下水管内取付管布設第１号工事

履行場所 川崎市川崎区、幸区地内

履行期限 契約の日から令和３年１月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されていること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年４月１日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要
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入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 長沢浄水場　第１沈でん池汚泥掻寄機及び排泥弁改良工事

履行場所 川崎市多摩区三田５－１－１（長沢浄水場内）

履行期限 契約の日から令和４年３月18日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「水処理施設」で登録され

ていること。

⑸ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹ 　機械器具設置工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

⑺ 　監理技術者資格者証（業種「機械器具設置」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　 　ただし、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが

可能である場合は、本工事のみの専任配置を求めません。

　 　なお、契約後は建設業法に抵触しない範囲で、工事担当局と協議の上、技術者を変更すること

ができます。変更後の技術者は、「総合評価落札方式技術評価項目配点表」における評価項目の「配

置予定技術者の同種工事の施工経験」において、当初配置する技術者と同等以上の評価を有する

ことが必要です。

⑻ 　中央駆動型汚泥掻寄機の製作及び据付工事の完工実績（元請に限る。）を平成16年４月１日以降

に有すること（修理及び整備工事は除く。）。

ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月14日　午後５時00分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

⑴ 　川崎市上下水道局総合評価一般競争入札実施要綱に規定する総合評価落札方式の特別簡易型を

適用します。

⑵ 　評価項目算定資料の提出等については、本件の「総合評価一般競争入札（特別簡易型）のお知

らせ」に定めるところによるものとします。詳細は、評価項目算定資料の提出については「入札

手続等」を、落札者決定基準、評価結果の公表及び価格以外の評価に関する疑義については「落

札者の決定方法」を、提出された資料に係る虚偽記載等があった場合の取扱いについては「加算

点を得た評価項目が達成されなかったときの対応」を御覧ください。

⑶ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決

を要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件７）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平間会館　外壁改修その他工事

履行場所 川崎市中原区上平間1668番地

履行期限 契約の日から令和２年10月20日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」種目「塗装」で登録されている

こと。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　塗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼ 　主任技術者（業種「塗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 令和２年４月１日　午後２時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決を

要します。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第20号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和２年度　長沢浄水場ほか２箇所　守衛業務委託

履行場所 川崎市多摩区三田５－１－１（長沢浄水場内）ほか２箇所

履行期限 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されている者。

⑷ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「警備」、種目「人的警備」に登載されて

いる者。

⑹ 　施設警備２級の検定資格を有する者、若しくは、警備業務について作業の内容判断ができる技

術力及び必要な技能を有する実務経験３年以上の者を、各履行場所に配置できること。
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契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和２年３月26日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

・ 本案件は令和２年度契約案件です。当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会に

おける本調達に係る予算の可決により生じます。

・ 本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託

契約（公契約）に該当します。

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。詳しくは、

川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわさき」の「入

札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

・詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

上 下 水 道 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市上下水道局公告（調達）第10号

　　　落札者等の公示

　川崎市上下水道局物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規程第11条の規定に基づき、次のとおり落札

者等について公示します。

　　令和２年３月25日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　調達の名称

　　水道設備管理システム構築及び運用・保守業務委託

２ 　契約事務担当課の名称及び所在地

　　財政局資産管理部契約課

　　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階

３ 　落札者又は随意契約の相手方を決定した日

　　令和２年１月23日

４ 　落札者又は随意契約の相手方の氏名及び住所

　　メタウォーター　株式会社　横浜営業所

　　所長　阿由葉　渉

　　横浜市西区北幸二丁目８番４号　横浜西口ＫＮビル

５ 　落札金額又は随意契約に係る契約金額

　　159,289,000円

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　随意契約

７ 　入札の公告を行った日又は随意契約の理由

　 　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令第11条第１項第２号の規定による。

交 通 局 公 告

川崎市交通局公告第45号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月４日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　ノートパソコン（２台）賃貸借保守

　⑵ 　履行場所

　　　交通局本局

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年５月１日から令和７年４月30日まで

　⑷ 　調達物品の特質

　　　仕様書のとおり

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【製造の請負・物件の供給

等】有資格業者名簿に、業種「リース」、種目「事

務用機器」で登録されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　仕様書による内容を遵守し、当該契約を確実に履

行できること。
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３ 　一般競争入札参加に必要な手続

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴ 　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　原田

　　　電話　044－200－3228

　⑵ 　提出期間

　　 　令和２年３月４日から令和２年３月11日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の入手方法

　 　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※ 　３により所定の書類を提出した者には、３⑵の期

間中、無料で交付します。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年３月13日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　企画管理部庶務課　庶務係　星子

　　電話　044－200－3214

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴ 　２に定める入札参加資格を満たさなくなったとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　総価で行います。この金額には、その他一切の諸

経費を含めて算定してください。入札者は、算定し

た金額から消費税及び地方消費税に相当する金額を

除いた金額を入札書に記載してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年３月18日　午前10時00分

　　イ 　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　 　次により、契約を締結します。ただし、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　⑷ 　当該契約は、令和３年度以降における所要の予算

金額について減額又は削除があった場合は、この契

約を変更又は解除をすることができるものとしま

す。また、上記変更又は解除に伴い損失が生じた場

合は、その損失の補填を川崎市交通局に対して請求

することができるものとし、補償額は協議して定め

るものとします。

　　　───────────────────

川崎市交通局公告第46号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月６日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　 令和２年度川崎市交通局採用選考に係る求人広告

掲出業務（単価契約）

　⑵ 　履行場所

　　　局指定場所

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで
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　⑷ 　委託概要・予定回数

　　　仕様書のとおり

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【業務委託】有資格業者名

簿に、業種「その他業務」、種目「広告代理店」で

登録されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　仕様書による内容を遵守し、当該業務を確実に履

行することが可能であること。

３ 　一般競争入札参加に必要な手続

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴ 　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　原田

　　　電話　044－200－3228

　⑵ 　提出期間

　　 　令和２年３月６日から令和２年３月13日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の入手方法

　 　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※ 　３により所定の書類を提出した者には、３⑵の期

間中、無料で交付します。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年３月19日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　企画管理部庶務課　職員係　山本

　　電話　044－200－3216

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴ 　２の各号に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　掲出広告媒体ごとに単価と予定回数を乗じた総価

で行います。この金額には、その他一切の諸経費を

含めて算定してください。入札者は、算定した金額

から消費税及び地方消費税に相当する金額を除いた

金額を入札書に記載してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年３月26日　午後２時30分

　　イ 　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とします。ただ

し、著しく低価格の場合は、調査を行うことがあり

ます。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　 　次により、契約を締結します。ただし、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市交通局公告第47号

　一般競争入札について次のとおり公告します。
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　　令和２年３月10日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　ＵＤトラックス純正部品購入

　⑵ 　納入場所

　　　川崎市交通局が指定する場所

　⑶ 　納入期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　購入物品の特質等

　　　仕様書によります。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【製造の請負・物件の供給

等】有資格業者名簿に、業種「自動車」のランク

「Ａ」又は「Ｂ」、種目「自動車用品」で登録され

ていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止の措置を受けていないこと。

　⑷ 　仕様書による内容を遵守し、当該物品を確実に納

入することが可能であること。

３ 　一般競争入札参加に必要な手続き

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　吉村

　　　電話　044－200－3228

　　※ 　一般競争入札参加資格確認申請書は、市バスホ

ームページ内「入札情報」からもダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日から令和２年３月17日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の交付

　 　３により一般競争入札参加資格確認申請書を提出し

た者には、入札説明書を無料で交付します。

　 　入札説明書は、３⑴の場所において、３⑵の期間中

縦覧に供します。また、市バスホームページ内「入札

情報」からダウンロードもできます。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年３月19日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部運輸課車両係　担当　朝生

　　電話　044－200－3241

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　２に定める資格条件を満たさなくなったとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　総価で行います。この金額には、明細書を使用し

て、その他一切の諸経費を含めて算定してくださ

い。入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業

者であるか免税業者であるかを問わず、算定した金

額から消費税及び地方消費税に相当する金額を除い

た金額を入札書に記載してください。

　　 　入札に当たっては、入札書及び明細書を提出して

ください。

　　 　なお、契約単価は、仕様書で指定する部品メーカ

ーが発行する価格表による価格に、落札者が提出し

た明細書に記載された割引率を適用して算出した割

引後の価格とします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日　時　令和２年３月27日　午前11時00分

　　イ 　場　所　川崎市交通局会議室

　　　　　　　　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書及び明細書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とします。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　 　次により、契約を締結します。ただし、令和２年第
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１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴ 　契約保証金

　　ア 　川崎市交通局契約規程第33条各号に該当する場

合は、免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否　

　　　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市交通局公告第48号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　三菱ふそうトラック・バス純正部品購入

　⑵ 　納入場所

　　　川崎市交通局が指定する場所

　⑶ 　納入期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　購入物品の特質等

　　　仕様書によります。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【製造の請負・物件の供給

等】有資格業者名簿に、業種「自動車」のランク

「Ａ」又は「Ｂ」、種目「自動車用品」で登録され

ていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止の措置を受けていないこと。

　⑷ 　仕様書による内容を遵守し、当該物品を確実に納

入することが可能であること。

３ 　一般競争入札参加に必要な手続き

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　吉村

　　　電話　044－200－3228

　　※ 　一般競争入札参加資格確認申請書は、市バスホ

ームページ内「入札情報」からもダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年３月10日から令和２年３月17日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の交付

　 　３により一般競争入札参加資格確認申請書を提出し

た者には、入札説明書を無料で交付します。

　 　入札説明書は、３⑴の場所において、３⑵の期間中

縦覧に供します。また、市バスホームページ内「入札

情報」からダウンロードもできます。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年３月19日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部運輸課車両係　担当　朝生

　　電話　044－200－3241

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　２に定める資格条件を満たさなくなったとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　総価で行います。この金額には、明細書を使用し

て、その他一切の諸経費を含めて算定してくださ

い。入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税業

者であるか免税業者であるかを問わず、算定した金

額から消費税及び地方消費税に相当する金額を除い

た金額を入札書に記載してください。

　　 　入札に当たっては、入札書及び明細書を提出して

ください。

　　 　なお、契約単価は、仕様書で指定する部品メーカ

ーが発行する価格表による価格に、落札者が提出し
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た明細書に記載された割引率を適用して算出した割

引後の価格とします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年３月27日　午後２時00分

　　イ 　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書及び明細書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とします。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　 　次により、契約を締結します。ただし、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴ 　契約保証金

　　ア 　川崎市交通局契約規程第33条各号に該当する場

合は、免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市交通局公告第49号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年３月11日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　塩浜営業所応急車リース

　⑵ 　履行場所

　　　仕様書のとおり

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年５月１日から令和９年９月30日まで

　⑷ 　物品の特質等

　　　仕様書で定めるとおり

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【製造の請負・物品の供給

等】有資格業者名簿に、業種「リース」、種目「車両」

で登録されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　仕様書の内容を遵守し、当該契約を確実に履行で

きること。

３ 　一般競争入札参加に必要な手続

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴ 　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　原田

　　　電話　044－200－3228

　⑵ 　提出期間

　　 　令和２年３月11日から令和２年３月17日の午前８

時30分から正午まで及び午後１時から午後５時15分

まで（土曜日及び日曜を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の入手方法

　 　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※ 　３により所定の書類を提出した者には、３⑵の期

間中、無料で交付します。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年３月19日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部管理課　管理担当　関口

　　電話　044－200－3235
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７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴ 　２の各号に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　総価で行います。この金額には、その他一切の諸

経費を含めて算定してください。入札者は、算定し

た金額から消費税及び地方消費税に相当する金額を

除いた金額を入札書に記載してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年３月25日　午前10時00分

　　イ 　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上

の価格をもって有効な入札を行った者のうち、最低

の価格をもって入札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　 　次により、契約を締結します。ただし、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　前払金

　　　無

　⑶ 　契約書作成の要否

　　　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　⑷ 　当該契約は、令和３年度以降における所要の予算

金額について減額又は削除があった場合は、この契

約を変更又は解除をすることができるものとしま

す。また、上記変更又は解除に伴い損失が生じた場

合は、その損失の補填を川崎市交通局に対して請求

することができるものとし、補償額は協議して定め

るものとします。

病 院 局 規 程

川崎市病院局規程第２号

　川崎市病院局契約規程の一部を改正する規程を次のと

おり制定する。

　　令和２年３月６日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

　　　川崎市病院局契約規程の一部を改正する規程

　川崎市病院局契約規程（平成17年川崎市病院局規程第

39号）の一部を次のように改正する。

　第31条第１項第６号を次のように改める。

　⑹ 　契約不適合責任

　第56条を次のように改める。

（契約不適合責任）

第 56条　管理者は、第42条の規定により引渡しを受けた

目的物（工事目的物に限る。以下この項において同

じ。）が種類又は品質に関して契約の内容に適合しな

いもの（以下この条において「契約不適合」という。）

である場合においては、契約不適合を理由として、当

該目的物の引渡しを受けた日から２年以内に、履行の

追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求又は

契約の解除（以下この条において「請求等」という。）

をするものとする。ただし、植栽工事の枯れ補償につ

いては、１年以内とする。

２ 　前項の規定にかかわらず、管理者は、設備機器本体

等の契約不適合については、引渡しの時、検査をして

直ちにその履行の追完を請求するものとする。ただ

し、当該検査において一般的な注意の下で発見できな

かった契約不適合については、引渡しを受けた日から

１年が経過する日まで請求等をすることができる。

３ 　前２項の規定は、契約不適合が契約者の故意又は重

過失により生じたものであるときは適用しない。この

場合において、管理者は、民法の定めるところにより

請求等をするものとする。

４ 　管理者は、特に必要があると認めるときは、第１項

及び第２項の規定にかかわらず、契約不適合責任を定

めることができる。
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　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

病 院 局 公 告

川崎市病院局公告第14号

　　　入　　札　　公　　告

　物品調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１ 　総則

　⑴ 　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　 　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044－200－3857（直通）

　⑵ 　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに物品調達に関する仕様書は、病院局契約担

当の窓口で縦覧できるほか、インターネットにおい

て、病院局入札情報のページで閲覧することができ

ます。

　　 （http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.

html）

　⑶ 　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷ 　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア 　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受け付けます。

　　イ 　本書において「名簿」とは、「平成31・32年度

川崎市製造の請負、物件の買入れ等有資格業者名

簿」をいいます。競争参加者は、別紙の案件ごと

に定められた競争参加資格のほか、次の全ての条

件を満たす必要があります。

　　（ア）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　（イ ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ ）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ ）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ 　競争参加資格があると認められた者には、別紙

の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ 　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸ 　仕様等に関する問合せの方法について

　　 　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受け付

けます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口

に回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入

札情報のページにも掲載を行います。

　⑹ 　入札及び開札について

　　ア 　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　 　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９　川崎御幸ビル７階）

　　イ 　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　 　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ 　入札保証金は免除します。

　　エ 　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　 　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ 　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺ 　契約の締結について

　　 　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア 　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。
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　　イ 　契約書の作成を必要とします。

　　ウ 　本調達に関する落札決定の効果は、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算

の議決を要します。

　　エ 　民法の一部改正に伴い契約約款の改正を予定し

ておりますので、御注意ください。詳しくは、病

院局入札情報のホームページを御確認ください。

川崎市病院局公告第15号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年３月10日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１ 　総則

　⑴ 　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　 　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　 　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９　川崎御幸ビル

７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑵ 　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院血管内超音波画像システム（ｉ－Ｌａｂ　ＣＡＲＴ）賃貸借

履行場所 川崎市川崎区新川通12－１（川崎市立川崎病院）

履行期限 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 令和２年３月10日から令和２年３月17日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和２年３月25日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

（案件２）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院往診及び訪問看護用公用車の賃貸借

履行場所 川崎市中原区井田２－27－１ 　（川崎市立井田病院）

履行期限 令和２年６月１日から令和９年５月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「リース」

種　目　「車両」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 令和２年３月10日から令和２年３月17日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和２年３月25日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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程並びに調達に関する仕様書は、病院局契約担当の

窓口で縦覧できるほか、インターネットにおいて、

病院局入札情報のページで閲覧することができます。

　　 （http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.

html）

　⑶ 　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷ 　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア 　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受付けます。

　　イ 　本書において「名簿」とは、「平成31・32年度

業務委託有資格業者名簿」をいいます。競争参加

者は、別紙の案件ごとに定められた競争参加資格

のほか、次の全ての条件を満たす必要があります。

　　（ア）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　（イ ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ ）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ ）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ 　競争参加資格があると認められた者には、別紙

の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ 　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸ 　仕様等に関する問合せの方法について

　　 　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受付け

ます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口に

回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入札

情報のページにも掲載を行います。

　⑹ 　入札及び開札について

　　ア 　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　 　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９　川崎御幸ビル７階）

　　イ 　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　 　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ 　入札保証金は免除します。

　　エ 　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　 　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ 　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺ 　契約の締結について

　　 　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア 　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。

　　イ 　契約書の作成を必要とします。

　　ウ 　本調達に関する落札決定の効果は、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算

の議決を要します。

　　エ 　民法の一部改正に伴い契約約款の改正を予定し

ておりますので、御注意ください。詳しくは、病

院局入札情報のホームページを御確認ください。
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（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院ＲＯ装置保守業務委託

履行場所 川崎市中原区井田２－27－１ 　（川崎市立井田病院）

履行期限 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療関連業務」

種　目　「医療機器維持管理」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 令和２年３月10日から令和２年３月17日まで受付けます。

現 場 説 明 会 実施しません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和２年３月25日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

病 院 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市病院局公告（調達）第５号

　　　落札者等の公示

　川崎市病院局物品等又は特定役務の調達手続の特例を

定める規程（平成17年川崎市病院局規程第40号）第11条

の規定に基づき、次のとおり落札者等について公示しま

す。

　　令和２年３月25日

 川崎市病院事業管理者　　増　田　　純　一

１ 　役務の名称

　 　感染性産業廃棄物及び産業廃棄物収集運搬処理業務

委託

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　病院局経営企画室契約担当

　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９　川崎御幸ビル７階

３ 　契約の相手方を決定した日

　　令和２年２月21日

４ 　契約の相手方の氏名及び住所

　　株式会社　中商

　　代表取締役　中嶋　達夫

　　川崎市幸区南加瀬一丁目８番６号

５ 　落札金額

　　84,494,000円（消費税額及び地方消費税額を除く。）

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　随意契約

７ 　随意契約理由

　 　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令第11条柱書に規定する、地方自治法施

行令第167条の２第１項第８号の規定による。

消 防 局 訓 令

川崎市消防局訓令第２号

 局　内　一　般　　

 消　　防　　署　　

　川崎市婦人消防育成検討委員会及び地区婦人消防隊委

員会の設置等に関する規程を廃止する訓令を次のように

定める。

　　令和２年３月11日

 川崎市消防長　　原　　　悟　志　　

　　　川崎市婦人消防育成検討委員会及び地区婦

　　　人消防隊委員会の設置等に関する規程を廃

　　　止する訓令

　川崎市婦人消防育成検討委員会及び地区婦人消防隊委

員会の設置等に関する規程（昭和59年消防局訓令第７

号）は、廃止する。

　　　附　則

　この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

川崎市消防局訓令第３号

 局　内　一　般　　

 消　　防　　署　　

　川崎市消防建築同意事務処理規程の一部を改正する訓

令を次のように定める。

　　令和２年３月13日

 　川崎市消防長　原　　　悟　志　　

　　　川崎市消防建築同意事務処理規程の一部を

　　　改正する訓令

　川崎市消防建築同意事務処理規程（平成７年川崎市消

防局訓令第１号）の一部を次のように改正する。

　第２条及び第３条中「建基法第87条の２」を「建基法
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第87条の４」に改める。

　別表第１を次のように改める。

　別表第１（第５条関係）

　　建築基準法令に関する審査事項の適用基準

　　〇：審査が必要なもの　△：必要に応じて審査を行

うもの

　　―：審査の必要のないもの 

審 査 事 項 

 

 

参照条文 

(主要なもの
) 

建 築 物 の 用 途 

 

特

定 

防

火

対

象

物 

非特定用途 
防火対象物 

長

屋 

戸
建
住
宅 

共
同
住
宅
以
外 

共同住 
宅 等 

中
高
層

低

層 

道路 

との 

関係 

・敷 

地内 

通路 

法第 35 条（令第 128 条） 

（敷地内の通路） 

令第 123 条

令第 125 条

例第 9 条 

例第 21 条 

例第 37 条 

例第 43 条 
例第 48 条 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 35 条（令第 128 条の
2） 

（大規模な木造等の建築物
の敷地内における通路） 

令第 107 条

令第 109 条
の 3 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 43 条 

（敷地等と道路との関係）

令第 116 条
の 2 
例第 6 条 

例第 8 条 

例第 34 条 

例第 40 条 

例第 48 条 
例第 51 条 

○

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 
 

○ 
 

主要 

構造 

部の 

制限 

法第 21 条第 1 項及び第 2
項 

（大規模の建築物の主要
構造部等） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 109 条
の 3 
令第 109 条
の 5 
令第 109 条
の 7 
令第 115 条

の 2 

△ △ △ △ △ ― 

 法第 27 条 
（耐火建築物等としなけれ
ばならない特殊建築物） 
 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 109 条
の 3 
令第 110 条
令第 110 条
の 2 
令第 110 条

○ ○ ○ ○   



（第1,791号）令和２年(2020年)３月25日 川 崎 市 公 報

－1618－

の 3 
令第 110 条
の 4 
令第 110 条
の 5 
令第 116 条
例第 30 条 
例第 32 条 
例第 47 条 
例第 48 条 
例第 55 条 

 法第 35 条の 3 
（無窓の居室等の主要構
造部） 

令第 107 条
令第 108 条
の 2 
令第 111 条

○ ○ ― ― ― ― 

法第 61 条 
（防火地域及び準防火地
域内の建築物） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
令第 108 条
の 2 
令第 109 条
令第 109 条
の 3 

令第 136 条

の 2 

○ ○ ○ ○ 〇 〇 

屋根 法第 22 条 

（屋根） 

法第 24 条 
令第 109 条
の 8 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

法第 62 条 （屋根） 令第 136 条
の 2 の 2 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

外壁 

等 

法第 23 条 （外壁） 令第 109 条
の 9 
例第 24 条 
例第 28 条 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

法第 25 条 
（大規模の木造建築物等
の外壁等） 

令第 108 条
令第 109 条
の 8 

○ ○ △ △ △ ― 

法第 63 条 
（隣地境界線に接する外壁）

令第 107 条
例第 20 条 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

防火 

区画 

法第 26 条 
（防火壁等） 

令第 108 条
の 2 
令第 113 条
令第 115 条
の 2 

○ ○ ○ ○ △ ― 
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法第 36 条（令第 112 条）
（防火区画（面積区画）） 

法第 21 条 
法第 27 条 
法第 61 条 
令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
令第 108 条
の 2 
令第 109 条
令第 109 条
の 3 

○ ○ ○ ○ △ ― 

法第 36 条（令第 112 条）
（防火区画（竪穴区画）） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 

令第 108 条

の 2 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 36 条（令第 112 条）
（防火区画（異種用途区画））

法第 27 条 
令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
令第 108 条
の 2 
例第 57 条 

○ ○ ○ △ ― ― 

法第 36 条（令第 114 条）
（建築物の界壁・間仕切
壁及び隔壁） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
令第 112 条

○ ○ ○ ○ ○ ― 

廊下 法第 35 条（令第 119 条）
（廊下の幅員） 

令第 123 条
の 2 
例第 25 条 
例第 31 条 
例第 46 条 
例第 48 条 

○ ○ ○ ○ ― ― 

階段 法第 35 条（令第 120 条）
（直通階段の設置） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
の 2 
令第 116 条
の 2 
例第 10 条 
例第 56 条 

○ ○ ○ ○ ― ― 
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法第 35 条（令第 121 条）
（二以上の直通階段を設
ける場合） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
の 2 
令第 123 条
令第 123 条
の 2  
例第 47 条 
例第 48 条 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 35 条（令第 121 条の 2）
（屋外階段の構造） 

令第 107 条
の 2 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 35 条（令第 122 条）
（避難階段の設置） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
の 2 
令第 123 条
令第 123 条
の 2 
令第 126 条
例第 47 条 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 35 条（令第 124 条）
（物品販売業を営む店舗に
おける避難階段等の幅） 

令第 123 条
令第 126 条 ○      

法第 36 条（令第 23 条） 
（階段及びその踊場の幅
並びに階段のけあげ及び
踏面の寸法） 
 
 

令第 120 条
令第 121 条
例第 26 条 
例第 31 条 
例第 47 条 
例第 48 条 

○ ○ ○ ○ ― ― 

法第 36 条（令第 24 条） 
（踊場の位置及び踏幅） 

 
○ ○ ― ― ― ― 

出入 

口 

法第 35 条（令第 118 条）
（客席からの出口の戸） 

 
○ ―     

 法第 35 条（令第 125 条）
（屋外への出口） 

令第 120 条

令第 124 条
例第 19 条 
例第 21 条 
例第 22 条 
例第 35 条 
例第 36 条 
例第 39 条 
例第 41 条 
例第 42 条 
例第 48 条 
例第 54 条 

○ ○ ― ― ― ― 
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法第 35 条（令第 125 条の 2）
（屋外への出口等の施錠
装置の構造等） 

 

○ ○ ― ― ― ― 

屋上 

広場 

法第 35 条（令第 126 条）

（屋上広場等） 

例第 38 条 
例第 47 条 
例第 48 条 

○ ○ ○ ― ― ― 

内装 

制限 

法第 35 条の 2 
（特殊建築物等の内装） 

令第 128 条
の 3 の 2 
令第 128 条
の 4 
令第 128 条

の 5 

○ ○ △ ― ― ― 

非常 

用昇 

降機 

法第 34 条第 2 項 
（非常用の昇降機） 

令第 129 条

の 6 

令第 129 条
の 13 の 2 
令第 129 条
の 13 の 3 
例第 58 条 

○ ○ ○ ― ― ― 

排煙 

設備 

法第 35 条（令第 126 条の 2）
（排煙設備の設置） 

令第 107 条
令第 107 条
の 2 
令第 108 条
の 2 
令第 112 条
令第 116 条
の 2 
令第 126 条
の 3 
令第 129 条
の 2 

○ ○ ○ ― ― ― 

非常 

用照 

明 

法第 35 条（令第 126 条の 4）
（非常用の照明設備の設置）

令第 116 条
の 2 
令第 126 条
の 5 

○ ○ ○ ― ― ― 

非常 

用進 

入口 

法第 35 条（令第 126 条の 6）
（非常用の進入口の設置）

令第 126 条
の 7 
令第 129 条
の 13 の 3 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

地下 

街 

法第 35 条（令第 128 条の 3）
（地下街） 

令第 23 条 
令第 108 条
の 2 
令第 112 条
令第 126 条
の 2 
令第 126 条
の 3 
令第 126 条
の 4 
令第 126 条
の 5 
令第 129 条
の 2 の 4 

○      
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簡易 

な構 

造の 

建築 

物 

法第 84 条の 2 
（簡易な構造の建築物に
対する制限の緩和） 

令第 136 条
の 9 
令第 136 条
の 10 
例第 56 条 

△ △     

共 同 

住 宅 

等 ・ 

児 童 

福 祉 

施 設 

・ 長 

屋 

例第 23 条 （設置の禁止） 

○   ○ ○  

ホテ 

ル等 

例第 29 条 （設置の禁止
） 

 ○      

公衆 

浴場 

例第 49 条 （浴室等の構
造） 

 ○ ○     

例第 50 条 （火たき場等
の構造） 

 ○ ○     

 

注１ 　「特定防火対象物」とは、建築物であって消防法

第17条の２の５第２項第４号に定める防火対象物を

いう。

注２ 　「非特定防火対象物」とは、建築物であって消防

法施行令別表第一に掲げる防火対象物で特定防火対

象物以外のものをいう。

注３ 　「共同住宅等」とは、建築物であって消防法施行

令別表第一（五）項ロに掲げる防火対象物をいう。

注４ 　共同住宅等のうち、「低層」のものとは、地階を

除く階数が３以下のものをいう。

注５ 　「必要に応じて審査を行う」とは、次のいずれか

に該当する場合に審査を行うこと。

　＊ 　申請建築物の周囲の状況が木造密集市街地等で、

火災時等に周辺への極めて重大な被害の影響が懸念

される場合

　＊ 　大規模な建築物、複雑な用途又は計画をされた建

築物で、火災時等に申請建築物の安全性の確保が重

要な場合

　＊ 　その他特に必要と認められる場合

注６ 　法令の略称は次のとおりとする。

　　 　「法」：建築基準法、「令」：建築基準法施行令、

「例」：川崎市建築基準条例

　　 　別表第220の項中「放射性同位元素等による放射

線障害の防止に関する法律施行規則」を「放射性同

位元素等の規制に関する法律施行規則」に改める。

　　 　第３号の３様式中「建基法62・64」を「建基法

61」に、「建基法２・21 ～ 25・27・61 ～ 63」を「建

基法２・21 ～ 25・27・61・62」に、「建基令112・

129の２の５」を「建基令112・129の２の４」に、

「建基令23・119 ～ 125条の２」を「建基令23・119

～ 125の２」に、「市建例21 ～ 22・25 ～ 27」を「市

建例21・22・25 ～ 27」に改める。

　　 　第３号の４様式中「建基法21・22・61・62」を

「建基法21・22・61」に、「建基法23・62・64」を

「建基法23・61」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この訓令は、令和２年３月13日から施行する。

　（経過措置）

２ 　改正前の訓令の規定により調製した帳票で現に残存

するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正し

た上で引き続きこれを使用することができる。

教 育 委 員 会 告 示

川崎市教育委員会告示第６号

　川崎市教育委員会定例会を次のとおり招集します。

　　令和２年３月11日

 川崎市教育委員会　　　　　

 教育長　小田嶋　　　満　　

１ 　日　時　令和２年３月18日（水）９時30分から

２ 　場　所　教育文化会館　第６会議室
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３ 　議　事

　　　　議案第61号　 川崎市教育委員会教育長に対する

事務委任等に関する規則の一部を

改正する規則の制定について

　　　　議案第62号　 川崎市教育委員会事務局事務分掌

規則の一部を改正する規則の制定

について

　　　　議案第63号　 川崎市教育委員会会計年度任用職

員に関する規則の制定について

　　　　議案第64号　 川崎市教育委員会職員の勤務時間

等に関する規程の一部を改正する

訓令の制定について

　　　　議案第65号　 川崎市教育委員会安全衛生管理規

則の一部を改正する規則の　制定

について

　　　　議案第66号　 川崎市学校運営協議会規則の一部

を改正する規則の制定について

　　　　議案第67号　 公文書開示請求に係る審査請求に

ついての裁決について

　　　　議案第68号　人事について

　　　　議案第69号　人事について

４ 　その他報告等

選 挙 管 理 委 員 会 告 示

川崎市選挙管理委員会告示第２号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）及び市町村の合併

の特例に関する法律（平成16年法律第59号）の規定によ

る各種請求並びに地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和31年法律第162号）の規定による委員の解職

請求をするに必要な選挙権を有する者の数は、次のとお

りです。

　　令和２年３月４日

 川崎市選挙管理委員会　　　

 委員長　潮　田　智　信　　

１ 　地方自治法第74条第１項（条例の制定又は改廃の請

求）及び同法第75条第１項（市の事務の監査の請求）

並びに市町村の合併の特例に関する法律第４条第１項

（合併協議会設置の請求）及び同法第５条第１項（同

一請求関係市町村の長に対する合併協議会設置の請

求）に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の

数

 24,955人　　　　　　

２ 　地方自治法第76条第１項（議会の解散の請求）、同

法第81条第１項（市長の解職の請求）及び同法第86条

第１項（副市長、市の選挙管理委員又は監査委員の解

職の請求）並びに地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第８条第１項（教育委員会の委員の解職の請

求）に規定する選挙権を有する者の総数の80万を超え

る数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗

じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算

して得た数

 255,968人　　　　　　

３ 　地方自治法第80条第１項（議会の議員の解職の請

求）及び同法第86条第１項（区の選挙管理委員の解職

の請求）に規定する選挙権を有する者の総数の３分の

１の数

 川崎区　　　63,055人　　　　　　

 幸　区　　　46,579人　　　　　　

 中原区　　　70,951人　　　　　　

 高津区　　　63,266人　　　　　　

 宮前区　　　63,432人　　　　　　

 多摩区　　　59,607人　　　　　　

 麻生区　　　49,027人　　　　　　

４ 　市町村の合併の特例に関する法律第４条第11項（合

併請求市町村の選挙管理委員会に対する合併協議会設

置協議の投票の請求）及び同法第５条第15項（合併協

議会設置協議否決市町村の選挙管理委員会に対する合

併協議会設置協議の投票の請求）に規定する選挙権を

有する者の総数の６分の１の数

 207,957人　　　　　　

監 査 公 表

 ２川監公第５号　

 令和２年３月９日　

　　　川崎市職員措置請求について（公表）

　令和２年１月10日付けをもって受理した標記の請求に

ついて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第

４項の規定に基づき監査を実施しましたので、請求人に

対する通知文を別紙のとおり公表します。

 川崎市監査委員　寺　岡　章　二　　

 同　　　　　　　植　村　京　子　　

 同　　　　　　　嶋　崎　嘉　夫　　

 同　　　　　　　沼　沢　和　明　　
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1 

監
査

の
結

果
 

第
１

 
請

求
の

受
付
 

 
１

 
請

求
の

内
容
 

 
 
 

本
件

措
置
請

求
は

、
別
紙

１
及
び

別
紙

２
（

事
実
証

明
書
は

添
付

省
略

）
の
と

お
り
、

市
が

平
成

3
0
年

度
に

少
額
随
意
契
約
の
軽
易
工
事
と
し
て
実
施
し
た
「
中
原
区
役
所
旧
厨
房
天
井
等
補
修
工
事

（
以

下
「

旧
厨
房
工

事
」

と
い
う

。
）
」
及
び

「
中

原
区
役
所

旧
食

堂
床
等

補
修

工
事
（

以
下

「
旧
食

堂
工

事
」
と

い
い
、「

旧
厨
房
工
事
」
と
併
せ
て
「
本
件
各
工
事
」
と
い
う
。
）
」
に
つ
い
て
、
１
件
で

発
注

可
能

な
工
事
を

2
5
0
万
円
以
下
の
２
件
の
工
事
に
分
割
し
て
発
注
・
契
約
し
た
違
法
性
が
あ
り
、

か
つ

、
本

件
各
工
事

契
約

締
結
当

時
の

川
崎
市

軽
易

工
事
契

約
事

務
取
扱

規
程

（
昭
和

４
９

年
訓
令

第
８

号
。
以

下
「
軽
易
工

事
取
扱
規
程
」
と
い
う
。
）
で
定
め
る
軽
易
工
事
の

定
義
を
逸
脱
し
た
違
法

性
が

あ
る

と
し
、
一

般
競

争
入
札

若
し

く
は
指

名
競

争
入
札

を
行

っ
た
場

合
と

の
差
額

で
あ

る
損
害

額
を

認
定

し
、
市
の
被
っ
た
損
害
を
補
填
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
執
る
よ
う
求
め
て
い
る
。
 

 
２

 
請

求
の

一
部
受
理
 

 
 
 
地

方
自

治
法
（
昭
和

2
2
年
法
律
第

6
7
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

2
4
2
条
に
規
定
す
る
住
民

監
査

請
求

は
、
当
該

行
為

の
あ
っ

た
日

又
は
終

わ
っ

た
日
か

ら
１

年
を
経

過
し

た
と
き

は
、

こ
れ
を

す
る

こ
と

が
で
き
ず
、
た
だ
し
、
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

法
が

監
査

請
求
の
期

間
を

定
め
た

趣
旨

は
、
普

通
地

方
公
共

団
体

の
執
行

機
関

・
職
員

の
財

務
会
計

上
の

行
為

は
、
た
と

え
そ

れ
が
違

法
・

不
当
な

も
の

で
あ
っ

た
と

し
て
も

、
い

つ
ま
で

も
監

査
請
求

な
い

し
住

民
訴
訟
の

対
象

と
な
り

得
る

と
し
て

お
く

こ
と
が

法
的

安
定
性

を
損

な
い
好

ま
し

く
な
い

た
め

と
解

さ
れ
て
い
る
（
最
高
裁
判
所
昭
和

6
3
年
４
月

2
2
日
判
決
（
昭
和

6
2
年
（
行
ツ
）
第

7
6

号
）

参
照

）
。
 

 
 
 

請
求

人
は
、

契
約

の
違
法

を
主
張

し
て

い
る

こ
と
か

ら
、
本

件
に

お
い

て
は
、

支
出
負

担
行

為
で

あ
る

契
約

締
結
の
日

を
監

査
請
求

期
間

の
起
算

日
と

す
る
の

が
相

当
で
あ

る
と

考
え
ら

れ
る

と
こ
ろ

、

旧
厨

房
工

事
は
平
成

3
0
年

1
1
月

3
0
日
、
旧
食
堂
工
事
は
同

3
1
年

1
月

1
5
日
が
契
約
締
結
日
で
あ

る
こ

と
か

ら
、
旧
厨

房
工

事
に
つ

い
て

は
、
当

該
行

為
が
あ

っ
た

日
か
ら

１
年

以
上
を

経
過

し
、
監

査
請

求
期

間
を
徒
過
し
た
も
の
と
い
え
る
。

 
 
 

こ
の

点
、
請

求
人

は
、
本

件
各
工

事
の

契
約

締
結
が

な
さ
れ

て
初

め
て

分
割
発

注
の
要

件
が

整
う

こ
と

か
ら

、
本
件
措

置
請

求
に
お

け
る

監
査
請

求
期

間
の
起

算
日

は
、
旧

食
堂

工
事
の

契
約

締
結
日

と
な

る
旨

を
主
張
す
る
が
、
本
件
各
工
事
の
支
出
負
担
行
為
は
別
個
の
財
務
会
計
上
の
行
為
で
あ
り
、

監
査

請
求

期
間
は
そ

れ
ぞ

れ
の
行

為
の

あ
っ
た

日
か

ら
各
別

に
計

算
す
べ

き
も

の
で
あ

る
か

ら
、
請

求
人

の
主

張
は
採
用
で
き
な
い
。

 
 
 

ま
た

、
請
求

人
は

、
上
記

主
張
に

加
え

、
監

査
請
求

期
間
を

徒
過

し
た

こ
と
の

正
当
な

理
由

と
し

て
、

本
件

各
工
事
に
係
る
公
文
書
開
示
請
求
の
開
示
日
が
令
和
元
年

1
1
月

1
3
日
で
あ
り
、
そ
の
日

か
ら

5
8
日

間
で
監
査
請
求
し
た
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
が
、
当
該
期
間
内
に
監
査
請
求
を
な
し
得
な
か

（
別

紙
）

 

３
１

川
監

第
７

６
４

号
 

令
和

２
年

３
月

９
日
 

 
坂

巻
 

良
一

 
様

 

川
崎

市
監

査
委

員
 

 
寺

 
岡

 
章

 
二

 
 

 
 

同
 

 
 

 
 

 
 

 
植

 
村

 
京

 
子

 
 

 
 

同
 

 
 

 
 

 
 

 
嶋

 
崎

 
嘉

 
夫

 
 

 
 

同
 

 
 

 
 

 
 

 
沼

 
沢

 
和

 
明

 
 

 
 

川
崎

市
職

員
措

置
請

求
に

つ
い

て
（

通
知

）
 

令
和

２
年

１
月

１
０

日
付

け
を

も
っ

て
受

理
し

た
標

記
の

請
求

に
つ

い
て

、
地

方
自

治
法

（
昭

和

２
２

年
法

律
第

６
７

号
）

第
２

４
２

条
第

４
項

の
規

定
に

基
づ

き
監

査
を

実
施

し
ま

し
た

の
で

、
そ

の
結

果
を

次
の

と
お

り
通

知
し

ま
す

。
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軽
易

工
事

取
扱
規

程
第
２

条
に
お

い
て

「
予

算
科
目

が
工
事

請
負

費
又

は
需
用

費
に
該

当
し

、
１

件
2
,
5
0
0
,
0
0
0
円
（
需
用
費
中

1
0
0
,
0
0
0
円
以
下
の
も
の
を
除
く
）
以
下
の
建
物
等
の
小
破
修
繕

等
に

類
す

る
も
の
で
別
表
で
定
め
る
原
形
復
旧
工
事
を
い
う
。
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
市
に
お

け
る

「
原

形
復
旧
工
事
」
の
定
義
は
存
し
な
い
。
 

 
（

２
）

旧
食

堂
工
事
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
中

原
区

役
所
の
食
堂
は
、
平
成

2
9
年
４
月
１
日
を
も
っ
て
営
業
を
終
了
し
、
区
役
所
食
堂
事
業

を
運

営
す

る
川
崎

市
職
員

厚
生
会

に
お

い
て

事
業
承

継
の
相

手
先

を
探

し
た
が

見
つ
か

ら
ず

、
同

年
８

月
1
5
日
の
同
会
理
事
会
に
お
い
て
食
堂
事
業
か
ら
の
撤
退
が
決
定
さ
れ
た
。
 

 
 
 

 
中

原
区

役
所
で

は
、
こ

れ
を
受

け
、

食
堂

と
し
て

の
利
用

目
的

が
廃

さ
れ
た

た
め
、

次
の

利
用

目
的

を
決

定
す
る
ま
で
の
間
、
食
堂
を
打
合
せ
ス
ペ
ー
ス
と
し
て
暫
定
的
に
利
用
す
る
こ
と
と
し
、

経
年

劣
化

に
よ
る
壁
紙
や
照
明
機
器
の
補
修
を
平
成

2
9
年
度
中
に
行
っ
た
。
 

 
 
 

 
ま

た
、

中
原
区

役
所
の

職
員
で

構
成

す
る

中
原
区

役
所
業

務
改

善
・

レ
イ
ア

ウ
ト
検

討
委

員
会

（
以

下
「

検
討
委
員
会
」
と
い
う
。
）
を
設
置
し
、
旧

食
堂
の
利
用
方
法
等
に
つ
い
て
検
討
を
重
ね
、

平
成

3
0
年

1
1
月

2
1
日
の
検
討
委
員
会
に
お
い
て
、
旧
食
堂
は
、
打
合
せ
以
外
に
も
、
テ
レ
ビ
会

議
や

選
挙

・
統
計

等
の
臨

時
的
業

務
で

利
用

が
可
能

な
多
目

的
ス

ペ
ー

ス
と
す

る
こ
と

を
決

定
し

た
。

他
方

、
出
入

口
扉
や

床
の
仕

上
げ

等
の

詳
細
な

仕
様
に

つ
い

て
未

確
定
で

あ
っ
た

た
め

、
総

務
課

に
お

い
て
引
き
続
き
検
討
・
調
整
を
行
っ
た
上
で
、
工
事
を
実
施
し
た
。
 

 
 
 
 
な

お
、
旧
食
堂
工
事
に
係
る
各
見
積
書
及
び
軽
易
工
事
完
成
届
の
日
付
（
提
出
日
）
に
つ
い
て
、

中
原

区
役

所
の
説

明
に
よ

れ
ば
、

業
者

か
ら

空
欄
で

提
出
さ

れ
た

た
め

、
実
際

の
提
出

日
を

担
当

職
員

が
記

入
し
た
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
 

 
２

 
監

査
委

員
の
判
断
 

 
 
 

前
記

事
実
関

係
の

と
お
り

、
旧
食

堂
は

１
年

以
上
に

わ
た
り

打
合

せ
ス

ペ
ー
ス

と
し
て

の
利

用
が

な
さ

れ
て

お
り
、
旧

食
堂

工
事
に

よ
り

、
打
合

せ
以

外
に
も

、
テ

レ
ビ
会

議
や

選
挙
・

統
計

等
の
臨

時
的

業
務

で
の
利
用

が
可

能
な
多

目
的

ス
ペ
ー

ス
と

し
た
の

で
あ

る
か
ら

、
当

該
用
途

や
機

能
が
当

該
工

事
に

よ
っ
て
本
質
的
に
変
更
さ
れ
た
と
は
認
め
が
た
い
。
 

 
 
 

し
た

が
っ
て

、
旧

食
堂
工

事
が
軽

易
工

事
取

扱
規
程

で
定
め

る
軽

易
工

事
の
定

義
を
逸

脱
し

た
も

の
で

あ
る

と
は
い
え
ず
、
請
求
人
の
上
記
主
張
は
た
だ
ち
に
採
用
で
き
な
い
。
 

 
 
 

な
お

、
見
積

書
及

び
軽
易

工
事
完

成
届

の
日

付
に
つ

い
て
は

、
い

ず
れ

も
担
当

職
員
に

お
い

て
追

記
さ

れ
た

も
の
で
あ

る
が

、
本
来

、
こ

れ
ら
の

書
面

は
、
作

成
者

に
提
出

日
付

を
記
入

し
て

提
出
さ

せ
る

べ
き

も
の
で
あ

り
、

担
当
職

員
の

上
記
対

応
は

誤
解
を

招
き

か
ね
ず

、
不

適
切
で

あ
る

こ
と
を

念
の

た
め

付
言
し
て
お
く
。
 

 
 
 

以
上

に
よ
り

、
旧

食
堂
工

事
を
軽

易
工

事
と

し
て
随

意
契
約

に
よ

り
執

行
し
た

こ
と
が

違
法

若
し

く
は

不
当

で
あ
っ
た
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
請
求
人
の
主
張
に
は
理
由
が
な
い
。

 
 
 
よ

っ
て

、
本
件
措
置
請
求
は
、
こ
れ
を
棄
却
す
る
こ
と
と
す
る
。
 

2 

っ
た

理
由

に
つ

い
て

何
ら

主
張

し
て

い
な

い
。

そ
し

て
、
住

民
監

査
請

求
は

、
当

該
財

務
会

計
行

為
が

終
わ

っ
た

日
か

ら
１

年
内

に
す

る
こ

と
を

原

則
と
し

て
い

る
の

で
あ

る
か

ら
、
上

記
各

工
事

に
関

す
る
文

書
を

事
前

に
取

得
し

て
い

な
が

ら
、
監

査

請
求
期

間
を

徒
過

し
た

こ
と

に
つ

い
て

、
正

当
な

理
由

が
必

要
で

あ
る

こ
と

は
言

う
に

及
ば

な
い

。

よ
っ

て
、

請
求

人
の

上
記

主
張

は
採

用
で

き
な

い
。

 
 

 
以

上
の

と
お

り
、

本
件

措
置

請
求

の
う

ち
旧

厨
房

工
事

に
関

す
る

部
分

に
つ

い
て

は
、

法
第

2
4
2

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
る

適
法

な
請

求
と

は
認

め
ら

れ
な

い
た

め
却

下
す

る
こ

と
と

し
、

旧
食

堂
工

事
に

関
す

る
部

分
に

つ
い

て
の

み
所

定
の

要
件

を
具

備
し

て
い

る
も

の
と

認
め

、
令

和
２

年
１

月
2
2

日
付

け
で

こ
れ

を
受

理
し

、
監

査
対

象
を

中
原

区
役

所
と

し
た

。
 

第
２

 
監

査
の

実
施

 

 
１

 
請

求
人

の
陳

述
 

 
 

 
監

査
の

実
施

に
当

た
り

、
法

第
2
4
2
条

第
６

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
令

和
２

年
２

月
４

日
、

請
求

人
か

ら
陳

述
の

聴
取

を
行

っ
た

。
こ

の
際

、
同

条
第

７
項

の
規

定
に

基
づ

く
中

原
区

役
所

の
関

係
職

員
（

以
下

「
関

係
職

員
」

と
い

う
。
）

の
立

会
い

が
あ

っ
た

。
 

 
 

 
請

求
人

が
本

件
措

置
請

求
の

要
旨

を
補

足
し

た
内

容
は

、
お

お
む

ね
別

紙
３

の
と

お
り

で
あ

る
。

 

 
２

 
関

係
職

員
の

陳
述

 

 
 

 
法

第
2
4
2
条

第
７

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
令

和
２

年
２

月
４

日
、

関
係

職
員

か
ら

陳
述

の
聴

取
を

行
っ

た
。

関
係

職
員

か
ら

は
、
「

住
民

監
査

請
求

に
対

す
る

市
の

考
え

方
」
（

添
付

省
略

）
の

提
出

が

あ
っ

た
。

こ
の

際
、

同
項

の
規

定
に

基
づ

く
請

求
人

の
立

会
い

が
あ

っ
た

。
 

 
 

 
関

係
職

員
が

説
明

し
た

内
容

は
、

お
お

む
ね

別
紙

４
の

と
お

り
で

あ
る

。
 

 
３

 
監

査
対

象
事

項
 

 
 

 
川

崎
市

職
員

措
置

請
求

書
並

び
に

請
求

人
及

び
関

係
職

員
の

陳
述

内
容

を
勘

案
し

、
旧

食
堂

工
事

が
軽

易
工

事
取

扱
規

程
で

定
め

る
軽

易
工

事
の

定
義

を
逸

脱
し

、
軽

易
工

事
と

し
て

随
意

契
約

に
よ

り
執

行
し

た
こ

と
が

違
法

若
し

く
は

不
当

と
い

え
る

か
を

監
査

対
象

事
項

と
し

た
。

 

第
３

 
監

査
の

結
果

 

 
１

 
事

実
関

係
の

確
認

等
 

 
 

 
請

求
人

の
陳

述
、

関
係

職
員

の
陳

述
及

び
関

係
書

類
の

調
査

等
の

結
果

、
次

の
よ

う
な

事
実

関
係

を
確

認
し

た
。

 

 
（

１
）

軽
易

工
事

の
定

義
に

つ
い

て
 

 
 

 
 

軽
易

工
事

は
、

地
方

自
治

法
施

行
令

（
昭

和
2
2
年
政

令
第

1
6
号

）
第

1
6
7
条

の
２

第
１

項
第

１
号

に
掲

げ
る

、
い

わ
ゆ

る
少

額
随

意
契

約
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。
そ

の
定

義
に

つ
い

て
は

、
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の
規
定
を
類
推
適
用
し
、
監
査
委
員
が
適
切
な
損
害
額
を
認
定
す
べ
き
も
の
と
思
料
い
た
し
ま
す
。
 

２
 
分
割
発
注
契
約
に
係
る
監
査
請
求
期
間
の
起
算
日
 

本
件
住
民
監
査
請
求
の
一
つ
の
柱
は
、
２
件
に
分
割
発
注
し
た
違
法
性
を
問
う
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

そ
こ
で
、
２
件
の
分
割
発
注
の
要
件
を
満
足
す
る
日
付
け
が
重
要
と
な
り
ま
す
。
 

ま
ず
、
甲
第
１
号
証
の
契
約
日
は
、
平
成

3
0
年

1
1
月

30
日
で
あ
り
ま
す
。
 

次
に
、
甲
第
２
号
証
の
契
約
日
は
、
平
成

3
1
年

1
月

1
5
日
で
あ
り
ま
す
 

上
記
の
２
件
の
契
約
が
行
わ
れ
て
初
め
て
２
件
に
分
割
発
注
し
た
と
い
う
要
件
が
整
う
こ
と
か
ら
、
分
割
発
注
契
約
に

係
る
監
査
請
求
期
間
の
起
算
日
は
、
２
つ
目
に
契
約
が
行
わ
れ
た
「
平
成

3
1
年
１
月

15
日
」
と
な
る
も
の
で
あ
り
、
そ

の
時
点
か
ら
１
年
を
経
過
す
る
起
算
日
は
、
「
令
和
２
年
１
月

1
4
日
」
と
な
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

本
件
監
査
請
求
の
日
付
け
は
、
令
和
２
年
１
月

1
0
日
で
あ
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
監
査
請
求
期
間
の
期
限
に
あ
と
４

日
間
が
あ
る
時
点
で
請
求
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、「

１
年
」
と
い
う
期
間
の
問
題
は
、
解
消
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
ま

す
。
 

３
 
地
方
自
治
法
第

24
2
条
第
２
項
た
だ
し
書
の
「
正
当
な
理
由
」
 

甲
第
１
号
証
の
場
合
で
あ
り
ま
す
。
 

甲
第
１
号
証
の
契
約
日
は
、
平
成

3
0
年

11
月

30
日
で
あ
り
ま
す
が
、
甲
第
６
号
証
に
示
す
と
お
り
、
甲
１
号
証
の

開
示
請
求
承
諾
通
知
書
の
日
付
け
は
、
令
和
元
年

1
1
月

13
日
（
実
際
に
文
書
を
閲
覧
し
た
日
付
け
は

1
1
月

1
9
日
）
、

情
報
公
開
開
示
日
か
ら
本
件
請
求
日
で
あ
り
ま
す
令
和
２
年
１
月

1
0
日
ま
で
は
２
ケ
月
間
を
超
え
な
い

58
日
間
（
実
際

に
閲
覧
し
た
日
か
ら
は

5
2
日
間
)
と
な
っ
て
い
ま
す
。
 

最
高
裁
の
判
例
で
は
、
情
報
公
開
請
求
か
ら
１
ケ
月
間
と
か
３
ケ
月
間
な
ど
の
期
間
を
、
地
方
自
治
法
第

24
2
条
第
２

項
た
だ
し
書
の
「
た
だ
し
、
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。」

に
該
当
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
 

し
た
が
っ
て
、
甲
第
１
号
証
の
場
合
、
契
約
日
か
ら
は
１
年
を
経
過
し
て
い
る
も
の
の
、
正
当
な
理
由
に
該
当
す
る
も

の
で
あ
り
ま
す
。
 

な
お
、
前
記
２
で
記
載
し
た
分
割
発
注
と
い
う
起
算
日
か
ら
す
る
と
、
監
査
請
求
の
１
年
と
い
う
期
間
は
、
既
に
、
解

決
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
ま
す
が
、
念
の
た
め
、
「
正
当
な
理
由
」
に
つ
い
て
も
言
及
し
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

４
 
甲
第
２
号
の
証
監
査
請
求
期
間
の
起
算
日
 

甲
第
２
号
証
の
契
約
日
を
見
て
み
ま
す
と
、
平
成

3
1
年
１
月

1
5
日
と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
本
件
監
査
請
求
の
日
付

け
で
あ
り
ま
す
令
和
２
年
１
月

1
0
日
は
、
監
査
請
求
期
間
の
期
限
に
あ
と
４
日
間
が
あ
る
時
点
で
請
求
し
た
も
の
で
あ

り
ま
す
こ
と
か
ら
、
「
１
年
」
と
い
う
期
間
の
問
題
は
、
発
生
し
な
い
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

５
 
請
求
の
理
由
 

（
１
）
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
が
１
件
工
事
を
示
す
同
一
内
容
 

甲
第
７
号
証
で
示
す
と
お
り
、
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
は
、
中
原
区
役
所
と
い
う
同
一
所
在
地
及
び
そ

の
４
階
と
い
う
同
一
フ
ロ
ア
の
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂
と
い
う
一
体
不
可
分
な
同
一
区
画
に
お
け
る
工
事
、
天
井
や
床
の
リ

フ
ォ
ー
ム
工
事
と
い
う
同
一
の
種
類
の
工
事
、
加
え
て
、
受
注
業
者
が
同
一
の
業
者
で
あ
る
こ
と
か
ら
し
て
、
甲
第
１
号

証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
は
、
２
件
の
工
事
に
分
割
発
注
・
契
約
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
合
理
的
な
理
由
は
存
在
し
ま

せ
ん
。
 

（
２
）
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
に
お
け
る
名
目
上
の
相
違
点
 

甲
第

１
号

証
及

び
甲

第
２

号
証

の
工

事
で

違
う

点
は

、
旧

厨
房

と
旧

食
堂

と
い

う
実

質
的

な
同

一
の

室
内

に
お

け
る

「
天
井
工
事
」
か
「
床
工
事
」
か
の
違
い
で
あ
り
ま
す
が
、
こ
の
違
い
を
も
っ
て
、
別
々
の
発
注
・
契
約
を
行
う
こ
と
は
、

個
人
の
家
庭
、
民
間
会
社
、
他
の
地
方
公
共
団
体
及
び
国
の
契
約
に
お
い
て
も
、
有
り
得
な
い
発
注
・
契
約
で
あ
り
ま
す
。
 

な
お
、「

天
井
工
事
」
か
「
床
工
事
」
か
の
違
い
で
あ
り
ま
す
が
、
こ
の
後
の
（
５
）
で
述
べ
ま
す
と
お
り
、
実
態
と
し

て
は
、
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
は
と
も
に
「
床
工
事
」
が
主
た
る
工
事
と
な
っ
て
い
ま
す
。
 

次
に
、
見
積
り
依
頼
業
者
の
組
合
せ
が
、
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
そ
れ
ぞ
れ
の
「
業
者
選
定
調
書
」
に
よ
れ

ば
、
受
注
業
者
以
外
の
２
社
が
そ
れ
ぞ
れ
違
っ
て
お
り
、
適
正
な
見
積
り
合
わ
せ
で
あ
る
こ
と
を
装
っ
て
い
る
よ
う
に
見

え
ま
す
が
、
そ
も
そ
も
、
中
原
区
役
所
と
い
う
工
事
場
所
に
近
い
登
録
建
築
業
者
は
数
多
く
存
在
し
て
い
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
受
注

業
者
以
外

の
２
社

の
組
合
せ

を
変
え
た

も
の
の

、
な
ぜ
か

、
２
件
の

工
事
を

両
方
受
注

し
た
業
者

の
み
が

、

甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
の
見
積
り
業
者
に
入
っ
て
い
ま
す
。
 

そ
の
状
況
は
、
当
初
か
ら
、
当
該
受
注
業
者
が
受
注
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
の
見
積
り
依
頼
業
者
の
組
合
せ
で
は
な
い

の
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
合
理
的
な
説
明
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
仮
に
、
合
理
的
な
説
明
が
で
き
な
か
っ
た
場

川
崎
市
職
員
措
置
請
求
書
 

2
0
2
0
年
（
令
和
２
年
）
１
月

1
0
日
 

川
崎
市
監
査
委
員
 
様
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住
所
 
 
川
崎
市
宮

前
区
五
所
塚
１
丁
目

2
1
番
３
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
職
業
 
 
 
 
（
略

）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
氏
名
 
 
坂
 
巻
 
良
 
一
 

１
 
請
求
の
要
旨
 

（
１
）
監
査
対
象
 

甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
に
示
す
中
原
区
役
所
ま
ち
づ
く
り
推
進
部
総
務
課
が
、
地
方
自
治
法
に
定
め
る
一
般
競

争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
と
い
う
契
約
手
続
き
を
適
用
せ
ず
、
随
意
契
約
で
あ
る
「
川
崎
市
軽
易
工
事
契
約
事
務

取
扱
規
程
」
(以

下
「
軽
易
工
事
取
扱
規
程
」
と
い
う
。
)を

適
用
し
、
発
注
・
契
約
し
た
２
件
の
工
事
契
約
を
監
査
対
象

と
し
ま
す
。
 

（
２
）
分
割
発
注
に
係
る
違
法
性
 

地
方
自
治
法
第

23
4
条
第
１
項
及
び
第
２
項
、
地
方
自
治
法
施
行
令
第

1
6
7
条
の
２
第
１
項
第
１
号
及
び
川
崎
市
契
約

規
則
第

2
4
条
の
２
に
定
め
る
い
わ
ゆ
る
「
少
額
随
意
契
約
」
に
つ
い
て
適
用
す
る
規
定
と
し
て
、
川
崎
市
は
「
軽
易
工
事

取
扱
規
程
」
を
制
定
し
て
お
り
ま
す
。
 

軽
易
工
事
取
扱
規
程
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
軽
易
工
事
取
扱
規
程
第
２
条
に
「
１
件

2
5
0
万
円
以
下
の
建
物
等
の
小

破
修
繕
等
に
類
す
る
も
の
で
別
表
に
定
め
る
原
形
復
旧
工
事
を
い
う
。」

と
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

軽
易
工
事
取
扱
規
程
の
運
用
に
つ
い
て
、
契
約
課
が
策
定
し
た
契
約
事
務
の
手
引
き
や
会
計
室
が
実
施
し
て
い
る
会
計

事
務
研
修
テ

キ
ス
ト
に

お
い
て

「
１
件
の

工
事
を
数

件
に
分

け
て
発
注

す
る
こ
と

は
で
き

ま
せ
ん

。
」
と
分

割
発
注

禁
止

を
明
確
に
記
載
し
て
お
り
ま
す
。
 

甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
２
件
の
工
事
は
、「

中
原
区
役
所
旧
厨
房
天
井
等
補
修
工
事
」
及
び
「
中
原
区
役
所
旧

食
堂
床
等
補
修
工
事
」
と
い
う
工
事
名
で
発
注
・
契
約
が
な
さ
れ
て
お
り
、
１
件
で
発
注
が
可
能
な
工
事
を
２
件
に
分
割

発
注
し
、
契
約
し
た
違
法
性
が
あ
り
ま
す
。
 

（
３
）
小
破
修
繕
の
原
形
復
旧
と
い
う
定
義
を
逸
脱
す
る
違
法
性
 

ま
た
、
甲
第
１
号
証
の
「
中
原
区
役
所
旧
厨
房
天
井
等
補
修
工
事
」
及
び
甲
第
２
号
証
の
「
中
原
区
役
所
旧
食
堂
床
等

補
修
工
事
」
は
、
そ
れ
ぞ
れ
甲
第
３
号
証
及
び
甲
第
４
号
証
の
写
真
で
示
す
と
お
り
、「

旧
厨
房
」
は
、
ロ
ッ
カ
ー
や
ダ
ン

ボ
ー
ル
置
き
場
に
な
っ
て
お
り
、「

旧
食
堂
」
は
、
事
務
ス
ペ
ー
ス
に
変
身
し
て
お
り
、
軽
易
工
事
取
扱
規
程
第
２
条
第
３

号
に
定
め
る
「
小
破
修
繕
の
原
形
復
旧
工
事
」
と
い
う
定
義
に
逸
脱
し
た
「
新
設
工
事
」
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
り
、
軽

易
工
事
取
扱
規
程
に
違
反
し
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

こ
の
違
法
性
を
、
仮
に
、
否
定
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂
の
ど
こ
が
小
破
し
、
そ
の
た
め
の
修
繕
と
し

て
、
ど
こ
を
ど
の
よ
う
に
原
形
復
旧
し
た
の
か
を
具
体
的
に
説
明
す
べ
き
で
あ
り
ま
す
。
 

（
４
）
川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
の
補
填
 

上
記
の
と
お
り
、
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
は
、
本
来
、
地
方
自
治
法
等
に
定
め
る
一
般
競
争
入
札
も
し

く
は
指
名
競
争
入
札
と
い
う
契
約
方
法
で
発
注
・
契
約
を
締
結
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
な
が
ら
、
甲
第
１
号

証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
事
は
、
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
に
よ
ら
ず
、
１
件

25
0
万
円
以
下
の
少
額
随

意
契
約
と
し
て
２
件
の
工
事
に
分
割
発
注
し
、
よ
り
競
争
性
の
低
い
随
意
契
約
に
よ
り
契
約
を
締
結
し
た
違
法
契
約
を
行

っ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

併
せ
て
、
新
設
工
事
の
場
合
は
、
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
に
寄
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
、
旧

厨
房
を
ロ
ッ
カ
ー
や
ダ
ン
ボ
ー
ル
置
き
場
に
リ
フ
ォ
ー
ム
し
た
り
、
旧
食
堂
を
事
務
ス
ペ
ー
ス
に
改
造
し
た
工
事
は
、
文

字
通
り
、
小
破
し
た
と
こ
ろ
を
修
繕
し
、
原
形
に
復
旧
す
る
工
事
に
は
該
当
し
な
い
こ
と
は
明
白
で
あ
り
、
新
設
工
事
に

該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
も
そ
も
随
意
契
約
で
の
契
約
を
行
っ
て
は
い
け
な
い
工
事
に
随
意
契
約
を
適
用
し

た
違
法
契
約
を
行
っ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

し
た
が
っ
て
、
本
来
あ
る
べ
き
契
約
方
法
で
あ
り
ま
す
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
を
締
結

し
た
場
合
と
違
法
な
競
争
性
の
低
い
随
意
契
約
に
よ
り
契
約
し
た
金
額
の
差
額
が
、
川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
で
あ
り
ま
す
。 

以
上
に
よ
り
、
川
崎
市
の
被
っ
た
損
害
を
補
填
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
執
ら
れ
る
よ
う
地
方
自
治
法
第

24
2
条
第

１
項
の
規
定
に
よ
り
請
求
い
た
し
ま
す
。
 

な
お
、
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
契
約
締
結
回
議
書
及
び
支
出
命
令
回
議
書
に
よ
れ
ば
、
当
該
契
約
の
最
終
決

裁
者
及
び
支
出
命
令
者
は
、
中
原
区
役
所
ま
ち
づ
く
り
推
進
部
総
務
課
の
小
泉
幸
弘
課
長
で
あ
り
ま
す
。
 

ま
た
、
損
害
額
の
認
定
に
お
い
て
は
、
財
政
局
契
約
課
が
作
成
し
た
甲
第
５
号
証
を
参
考
に
、
民
事
訴
訟
法
第

24
8
条

別
紙
１
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川
崎
市
職
員
措
置
請
求
書
（
補
充
書
）
 

2
0
2
0
年
（
令
和
２
年
）
１
月

2
0
日
 

川
崎
市
監
査
委
員
 
様
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
住
所
 
 
川
崎
市
宮

前
区
五
所
塚
１
丁
目

2
1
番
３
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
職
業
 
 
 
 
（
略
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
氏
名
 
 
坂
 
巻
 
良

 
一
 

中
原
区
役
所
よ
り
新
た
な
公
文
書
が
令
和
２
年
１
月

1
6
日
付
け
に
て
開
示
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
川
崎
市
職
員
措
置

請
求
書
（
補
充
書
）
を
提
出
い
た
し
ま
す
。
 

１
 
下
見
積
書
に
つ
い
て
 

甲
第

1
1
号
証
に
示
し
ま
す
中
原
区
役
所
ま
ち
づ
く
り
推
進
部
総
務
課
よ
り
令
和
２
年
１
月

16
日
付
け

3
1
川
中
総
第

9
4
1
号
に
て
開
示
請
求
承
諾
通
知
書
が
請
求
者
あ
て
に
通
知
さ
れ
ま
し
た
。
 

そ
の
内
容
は
、
本
件
監
査
対
象
の
工
事
２
件
の
仕
様
書
及
び
予
定
価
格
設
定
の
た
め
の
設
計
・
積
算
用
の
下
見
積
書
と

思
わ
れ
ま
す
。
 

ま
ず
、
そ
の
下
見
積
書
は
、
本
件
監
査
対
象
工
事
を
受
注
し
た
会
社
１
社
の
み
の
下
見
積
書
で
あ
り
ま
し
た
。
 

次
に
、
下
見
積
り
に
関
す
る
依
頼
文
書
が
添
付
さ
れ
て
お
り
ま
せ
ん
の
で
、
い
つ
、
だ
れ
が
、
何
の
目
的
で
、
ど
の
よ

う
な
内
容
の
、
誰
に
対
し
て
等
々
の
内
容
が
不
明
で
あ
り
ま
す
。
 

次
に
、
下
見
積
書
は
、
３
通
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
作
成
日
付
け
は
、
３
通
と
も
に
平
成

3
0
年

11
月

1
3
日
で
あ
り
ま

す
。
 

次
に
、
旧
厨

房
と
旧

食
堂
の
縦

横
高
さ
の

数
値
が

入
っ
た
平

面
図
と
リ

フ
ォ
ー

ム
前
の
写

真
が
添
付

さ
れ
て

い
ま
す

。 

２
 
下
見
積
書
か
ら
読
み
取
れ
る
こ
と
 

ま
ず
、
下
見
積
書
の
日
付
け
が
、
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂
と
も
に
平
成

3
0
年

11
月

13
日
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
中
原

区
役
所
が
下
見
積
り
を
徴
取
す
る
時
点
で
、
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
を
リ
フ
ォ
ー
ム
を
す
る
と
い
う
行
政
内
部
の
意
志

は
確
定
し
て
い
た
こ
と
が
読
み
取
れ
ま
す
。
 

次
に
、
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
の
縦
横
高
さ
の
数
値
が
入
っ
た
平
面
図
と
リ
フ
ォ
ー
ム
前
の
写
真
が
添
付
さ
れ
て
い

た
こ
と
か
ら
も
、
下
見
積
り
を
徴
取
す
る
時
点
で
、
既
に
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
を
リ
フ
ォ
ー
ム
す
る
行
政
内
部
の
意

志
は
確
定
し
て
い
た
こ
と
が
読
み
取
れ
ま
す
。
 

下
見
積
り
依
頼
文
書
が
添
付
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
は
、
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
を
同
時
に
リ
フ
ォ
ー
ム
す
る
行
政
内

部
の
意
志
、
つ
ま
り
１
件
工
事
と
し
て
発
注
す
る
予
定
が
明
確
に
な
る
こ
と
を
恐
れ
て
依
頼
書
を
作
成
し
な
か
っ
た
の
か
、

も
し
く
は
存
在
す
る
も
の
の
開
示
文
書
か
ら
除
外
し
隠
ぺ
い
し
た
の
か
の
ど
ち
ら
か
だ
と
思
わ
れ
ま
す
。
 

い
ず
れ
に
い
た
し
ま
し
て
も
、
開
示
さ
れ
ま
し
た
同
一
日
付
け
の
下
見
積
書
、
数
値
入
り
平
面
図
及
び
リ
フ
ォ
ー
ム
前

の
写
真
か
ら
は
、
下
見
積
書
を
徴
取
す
る
時
点
で
、
既
に
、
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
の
リ
フ
ォ
ー
ム
計
画
案
は
確
定
し

て
い
た
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
 

旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
の
リ
フ
ォ
ー
ム
計
画
案
は
確
定
し
て
い
た
も
の
の
、
同
時
発
注
で
は
明
確
に
分
割
発
注
が
明

ら
か
に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
か
ら
、
分
割
発
注
を
隠
ぺ
い
す
る
た
め
、
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
工
事
に
２
分
割
し
発
注
し
て

い
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

し
た
が
っ
て
、
本
件
請
求
事
案
の
２
件
の
軽
易
工
事
契
約
は
、
中
原
区
役
所
と
し
て
は
、
既
に
、
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂

の
全
体
を
リ
フ
ォ
ー
ム
す
る
意
思
は
確
定
し
て
い
た
も
の
で
、
そ
れ
を
１
件
の
工
事
と
し
て
競
争
入
札
と
し
て
発
注
す
る

こ
と
は
可
能
で
あ
っ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
に
１
件
工
事
と
し
て
競
争
入
札
が
可
能
で
あ
っ
た
工
事
を
、
２
件

の
軽
易
工
事
に
分
割
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
合
理
的
な
理
由
は
存
在
し
な
い
も
の
で
、
地
方
自
治
法
等
の
法
令
等
に
違
反

す
る
契
約
で
あ
る
こ
と
は
明
白
で
あ
り
ま
す
。
 

な
お
、
実
際
の
工
事
は
、
旧
厨
房
と
旧
食
堂
の
両
方
の
工
事
と
も
に
、
同
時
に
施
工
さ
れ
て
い
た
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。
 

な
ぜ
な
ら
ば
、
契
約
日
は
ず
れ
て
い
ま
す
が
、
既
に
、
自
ら
が
受
注
す
る
こ
と
が
ほ
ぼ
確
定
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
工

事
人
工
や
工
事
材
料
等
々
の
手
配
を
考
慮
し
た
場
合
、
同
時
施
工
の
方
が
経
費
を
低
減
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
か
ら

で
あ
り
ま
す
。
 

３
 
日
付
け
に
つ
い
て
 

（
１
）
見
積
書
の
日
付
け
に
つ
い
て
 

甲
第

12
号
証
に
本
件
請
求
事
案
の
各
見
積
書
に
記
載
さ
れ
た
日
付
欄
を
拡
大
し
、
比
較
し
た
一
覧
表
を
示
し
ま
す
。
 

別
紙
２

合
は
、
各
社
の
見
積
書
の
日
付
け
の
筆
跡
が
同
一
の
よ
う
に
見
え
る
点
も
含
め
、
当
初
か
ら
、
当
該
受
注
業
者
を
受
注
さ

せ
る
目
的
で
、
他
の
２
社
の
組
合
せ
は
ダ
ミ
ー
と
も
思
え
、
官
製
談
合
の
疑
い
が
濃
厚
で
あ
り
ま
す
。
 

（
３
）
契
約
日
及
び
工
期
 

次
に
、
契
約
日
及
び
工
期
に
つ
い
て
、
甲
第
８
号
証
を
示
し
ま
す
。
 

ま
ず
、
甲
第
１
号
証
の
旧
厨
房
の
工
期
は
、
平
成

3
0
年

11
月

3
0
日
か
ら
平
成

3
1
年
１
月

1
1
日
と
な
っ
て
お
り
、

甲
第
２
号
証
の
旧
食
堂
の
工
期
は
、
平
成

3
1
年
１
月

1
5
日
か
ら
平
成

3
1
年
２
月

2
2
日
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
 

甲
第
８
号
証
で
詳
細
が
わ
か
り
ま
す
と
お
り
、
甲
第
１
号
証
の
履
行
期
限
で
あ
り
ま
す
平
成

31
年
１
月

1
1
日
と
甲
第

２
号
証
の
契
約
日
で
あ
り
ま
す
平
成

3
1
年
１
月

1
5
日
と
の
間
に
は
、
３
日
間
あ
り
ま
す
が
、
甲
第
８
号
証
で
示
し
ま
す

と
お
り
、
１
月

1
1
日
と
１
月

1
5
日
と
の
間
の
３
日
間
は
、
土
曜
日
、
日
曜
日
そ
し
て
月
曜
日
（
祝
日
）
の
３
日
間
で
あ

り
ま
す
。
 

そ
の
状
況
か
ら
致
し
ま
す
と
、
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
工
期
は
、
実
質
的
に
平
成

3
0
年

11
月

30
日
か
ら

平
成

31
年
２
月

2
2
日
ま
で
連
続
し
て
い
た
も
の
で
あ
り
、
工
期
を
２
つ
の
工
期
に
分
割
し
、
別
々
の
発
注
・
契
約
を
行

う
こ
と
は
、
個
人
の
家
庭
、
民
間
会
社
、
他
の
地
方
公
共
団
体
及
び
国
の
契
約
に
お
い
て
も
、
有
り
得
な
い
発
注
・
契
約

で
あ
り
ま
す
。
 

（
４
）
食
堂
（
レ
ス
ト
ラ
ン
な
か
は
ら
）
の
営
業
終
了
 

甲
第
９
号
証
で
示
す
と
お
り
、
中
原
区
役
所
の
食
堂
（
レ
ス
ト
ラ
ン
な
か
は
ら
）
の
営
業
終
了
日
は
、
平
成

2
9
年
４
月

１
日
で
あ
り
ま
す
の
で
、
甲
第
１
号
証
の
契
約
日
の
平
成

3
0
年

11
月

3
0
日
ま
で
は
、
実
に
、
１
年
８
ケ
月
の
間
、
旧

厨
房
・
旧
食
堂
は
、
営
業
終
了
の
ま
ま
放
置
さ
れ
て
い
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

軽
易
工
事
取
扱
規
程
は
、
原
形
復
旧
を
迅
速
に
行
い
、
行
政
に
お
け
る
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
支
障
を
可
能
な
限
り
最
短
と

す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
の
で
、
１
年
８
ケ
月
の
間
放
置
さ
れ
て
い
た
こ
と
は
、
軽
易
工
事
取
扱
規
程
の
適
用
を
逸
脱
す
る

も
の
で
あ
り
、
随
意
契
約
と
比
較
し
て
契
約
ま
で
に
時
間
を
要
す
る
と
さ
れ
て
い
る
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争

入
を
行
っ
て
も
ま
っ
た
く
問
題
な
い
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

し
た
が
っ
て
、
こ
の
点
か
ら
も
本
件
の
２
件
の
契
約
は
、
地
方
自
治
法
等
の
法
令
等
に
違
反
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
ま

す
。
 

（
５
）
甲
第
１
号
証
の
工
事
名
称
 

甲
第
１
号
証
の
工
事
名
称
は
、「

中
原
区
役
所
旧
厨
房
天
井
等
補
修
工
事
」
と
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
工
事
の
内
容
を
よ

く
見
て
み
ま
す
と
、
床
の
工
事
費
が
天
井
の
工
事
費
の

1.
8
倍
に
も
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
来
の
工
事
名
称
は
、「

中

原
区
役
所
旧
厨
房
床
等
補
修
工
事
」
と
す
べ
き
で
あ
る
が
、
そ
う
し
た
場
合
、
甲
第
２
号
証
の
「
中
原
区
役
所
旧
食
堂
床

等
補
修
工
事
」
と
同
様
の
工
事
名
と
な
り
、
分
割
発
注
し
た
こ
と
が
、
よ
り
明
確
と
な
っ
て
し
ま
う
た
め
、
本
来
は
有
り

得
な
い
、
工
事
と
し
て
は
よ
り
少
額
と
な
っ
て
い
る
天
井
の
工
事
名
称
を
付
し
た
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
 

こ
の
こ
と
か
ら
も
、
分
割
発
注
で
あ
る
証
拠
の
一
端
が
垣
間
見
え
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

添
付
資
料
 

【
甲
第
１
号
証
】・

・
・
・
「
中
原
区
役
所
旧
厨
房
天
井
等
補
修
工
事
」
の
契
約
回
議
書
 

【
甲
第
２
号
証
】・

・
・
・
「
中
原
区
役
所
旧
食
堂
床
等
補
修
工
事
」
の
契
約
回
議
書
 

【
甲
第
３
号
証
】・

・
・
・
「
旧
厨
房
」
の
現
状
写
真
 

【
甲
第
４
号
証
】・

・
・
・
「
旧
食
堂
」
の
現
状
写
真
 

【
甲
第
５
号
証
】・

・
・
・
契
約
課
作
成
の
「
業
種
別
・
契
約
区
分
別
・
月
別
の
平
均
落
札
率
（
％
）
一
覧
 

【
甲
第
６
号
証
】・

・
・
・
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
開
示
請
求
承
諾
通
知
書
 

【
甲
第
７
号
証
】・

・
・
・
中
原
区
役
所
の
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂
の
位
置
を
示
す
平
面
図
 

【
甲
第
８
号
証
】・

・
・
・
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
契
約
日
及
び
工
期
を
カ
レ
ン
ダ
ー
に
示
し
た
書
面
 

【
甲
第
９
号
証
】・

・
・
・
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂
の
「
食
堂
（
レ
ス
ト
ラ
ン
な
か
は
ら
）」

の
営
業
終
了
を
知
ら
せ
る
中
原

区
役
所
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
プ
リ
ン
ト
ア
ウ
ト
し
た
書
面
 

【
甲
第

1
0
号
証
】・

・
・
中
原
区
役
所
 
旧
厨
房
 
旧
食
堂
 
工
事
 
比
較
一
覧
表
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【
甲
第

1
3
号
証
】・

・
・
前
記
甲
第

1
2
号
証
を
確
認
で
き
る
各
見
積
書
の
コ
ピ
ー
 

【
甲
第

1
4
号
証
】・

・
・
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
に
係
る
「
軽
易
工
事
完
成
届
」
の
日
付
け
筆
跡
確
認
 

【
甲
第

1
5
号
証
】・

・
・
東
京
都
財
務
局
の
「
財
務
局
工
事
記
録
写
真
撮
影
要
領
」
 

【
甲
第

1
6
号
証
】・

・
・
「
札
幌
市
土
木
工
事
共
通
仕
様
書
」
 

【
甲
第

1
7
号
証
】・

・
・
「
令
和
元
年
監
査
結
果
に
基
づ
き
知
事
等
が
講
じ
た
措
置
(
第
２
回
) 

【
甲
第

1
8
号
証
】・

・
・
2
0
09

年
（
平
成

2
1
年
）
５
月

28
日
（
木
曜
日
）
付
け
の
朝
日
新
聞
 

【
甲
第

1
9
号
証
】・

・
・
2
0
09

年
（
平
成

2
1
年
）
５
月

28
日
（
木
曜
日
）
付
け
の
東
京
新
聞
 

【
甲
第

2
0
号
証
】・

・
・
2
0
19

年
２
月
６
日
付
け
の
神
戸
新
聞
の
ネ
ッ
ト
版
 

一
目
瞭
然
、
旧
厨
房
及
び
旧
食
堂
の
そ
れ
ぞ
れ
の
見
積
書
の
日
付
け
筆
跡
が
、
す
べ
て
同
一
筆
跡
と
思
わ
れ
ま
す
。
 

な
お
、
間
違
い
な
く
６
件
の
見
積
書
で
あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
ま
す
よ
う
に
６
件
の
見
積
書
を
甲
第

1
3
号
証
に
示
し

ま
す
。
 

見
積
書
の
日
付
け
が
重
要
な
こ
と
は
、
見
積
書
の
提
出
締
切
日
以
降
に
提
出
さ
れ
た
見
積
書
は
、
入
札
の
場
合
の
「
不

参
」
と
し
て
取
扱
わ
れ
、
見
積
り
無
効
と
な
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

そ
れ
に
つ
き
ま
し
て
は
、「

川
崎
市
電
子
入
札
運
用
基
準
」
の
５
ペ
ー
ジ
の
「
７
開
札
に
つ
い
て
」
の
「
７
－
１
 
入
札

書
未
提
出
の

取
扱
い
に

つ
い
て

」
に
お
い

て
「
入
札

書
締
め

切
り
時
間

ま
で
に
、

入
札
書

又
は
辞
退

届
の
提
出

が
な
く

、

ま
た
、
入
札
（
開
札
）
時
間
ま
で
に
紙
入
札
に
変
更
し
て
の
入
札
書
又
は
辞
退
届
の
提
出
も
な
か
っ
た
場
合
、「

不
参
」
と

し
て
取
扱
う
も
の
と
す
る
。
」
と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
 

（
２
）
完
成
届
の
日
付
け
に
つ
い
て
 

ま
た
、
甲
第

1
4
号
証
に
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
の
そ
れ
ぞ
れ
の
完
成
届
を
示
し
ま
す
が
、
完
成
届
の
日
付
け

筆
跡
も
同
一
筆
跡
と
思
わ
れ
ま
す
。
 

完
成
届
は
、
業
者
が
記
載
す
る
日
付
け
と
市
職
員
で
あ
り
ま
す
検
査
員
と
が
記
載
す
る
日
付
欄
が
あ
り
ま
す
。
 

発
注
者
と
受
注
者
が
記
載
す
べ
き
と
さ
れ
て
い
る
上
記
公
文
書
の
日
付
け
が
同
一
筆
跡
と
い
う
こ
と
は
、
公
文
書
と
し

て
は
、
見
積
書
及
び
完
成
届
と
も
に
違
法
な
公
文
書
で
あ
り
ま
す
。
 

４
 
工
事
写
真
の
日
付
け
記
載
に
つ
い
て
 

甲
第

15
号
証
に
東
京
都
財
務
局
の
「
財
務
局
工
事
記
録
写
真
撮
影
要
領
」
を
、
甲
第

1
6
号
証
に
「
札
幌
市
土
木
工
事

共
通
仕
様
書
」
を
示
し
ま
す
。
 

両
都
市
と
も
に
、
工
事
写
真
に
は
、
撮
影
年
月
日
も
し
く
は
撮
影
月
日
の
記
載
を
規
定
し
て
お
り
ま
す
。
 

特
に
、
甲
第

17
号
証
に
示
す
「
令
和
元
年
監
査
結
果
に
基
づ
き
知
事
等
が
講
じ
た
措
置
（
第
２
回
）
に
お
い
て
、
東
京

都
監
査
委
員

が
そ
の
監

査
結
果

と
し
て

、
「
工
事

記
録
写

真
に

お
け
る
施

工
日
等
の

情
報
は

、
契
約
期

間
中
に
施

工
さ
れ

た
も
の
で
あ
る
こ
と
や
工
事
経
過
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、
正
確
に
記
載
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
こ
ろ
、
部
は
、

不
備
が
あ
る
状
態
の
工
事
写
真
報
告
書
を
受
託
者
か
ら
受
け
取
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
受
託
者
に
指
導
し
再
提
出
を
求

め
な
い
ま
ま
、
履
行
確
認
を
行
っ
て
い
る
こ
と
は
適
正
で
な
い
。」

と
指
摘
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

し
た
が
っ
て
、
工
事
過
程
を
発
注
者
が
、
2
4
時
間

3
6
5
日
管
理
監
督
で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
そ
の
工
事
過
程
を
正
確
に

確
認
す
る
た
め
の
工
事
写
真
に
は
、
撮
影
年
月
日
の
記
載
は
必
要
欠
く
べ
か
ら
ざ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

５
 
約

1
0
年
前
の
繰
り
返
し
か
 

甲
第

1
8
号
証
及
び
甲
第

1
9
号
証
に

20
0
9
年
（
平
成

2
1
年
）
５
月

2
8
日
（
木
曜
日
）
付
け
の
朝
日
新
聞
及
び
東
京

新
聞
を
示
し
ま
す
。
 

そ
の
新
聞
報
道
に
よ
り
ま
す
と
、
定
期
監
査
で
不
適
切
な
契
約
事
務
が
見
つ
か
っ
た
た
め
、
2
00
7
年
度
及
び

2
00
8
年

度
の
軽
易
工
事
約

7
,
0
0
0
件
を
当
時
の
服
務
監
察
担
当
が
全
庁
的
に
聞
き
取
り
調
査
し
た
結
果
、
7
67

件
の
不
適
切
契
約

が
判
明
し
、
課
長
級

30
人
を
文
書
注
意
し
た
と
あ
り
ま
す
。
 

そ
の
内
訳
は
、
①
契
約
日
以
前
に
工
事
を
開
始
し
た
が

4
81

件
 
②
契
約
業
者
に
他
社
の
見
積
り
も
出
さ
せ
た
が

21
3

件
 
③
2
50

万
円
を
超
え
る
工
事
を
分
割
し
た
が

5
2
件
 
④
記
事
に
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
そ
の
他
の
不
適
切
契
約
が

2
1

件
と
な
っ
て
い
ま
す
。
 

本
件
の
中
原
区
役
所
の
事
案
は
、
③
2
50

万
円
を
超
え
る
工
事
を
分
割
し
た
と
同
様
の
不
適
切
契
約
事
例
で
あ
り
、
さ

ら
に
、
今
回
の
見
積
書
の
日
付
け
が
同
一
筆
跡
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
前
記
②
の
契
約
業
者
に
他
社
の
見
積
り
も
出
さ
せ
た
、

に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
 

な
お
、
そ
の
場
合
、
業
者
か
ら
は
、
日
付
け
抜
き
で
見
積
書
を
提
出
さ
せ
、
市
の
職
員
が
自
ら
の
都
合
の
良
い
日
付
け

を
記
載
し
て
い
る
と
す
る
場
合
の
可
能
性
が
あ
り
ま
す
が
、
業
者
が
他
の
業
者
の
見
積
り
日
付
け
を
記
載
し
た
場
合
も
市

の
職
員
が
自
ら
の
都
合
の
良
い
日
を
記
載
し
た
場
合
も
、
い
ず
れ
も
、
法
令
違
反
で
あ
り
ま
す
。
 

つ
ま
り
、
業
者
が
記
載
し
た
場
合
は
、
談
合
の
疑
い
に
繋
が
り
、
市
の
職
員
の
場
合
は
虚
偽
公
文
書
作
成
の
疑
い
が
あ

る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

参
考
と
し
て
、
甲
第

20
号
証
と
し
て

2
0
19

年
２
月
６
日
付
け
の
神
戸
新
聞
の
ネ
ッ
ト
版
を
示
し
ま
す
。
 

そ
こ
に
は
、「

高
知
市
長
と
市
幹
部

19
人
 
日
付
さ
か
の
ぼ
り
決
裁
書
作
成
容
疑
」
と
の
見
出
し
で
、
虚
偽
公
文
書
作

成
・
同
行
使
の
疑
い
で
高
知
県
警
が
書
類
送
検
し
た
と
の
記
事
が
あ
り
ま
す
。
 

添
付
図
書
 

【
甲
第

1
1
号
証
】・

・
・
令
和
２
年
１
月

1
6
日
付
け

3
1
川
中
総
第

94
1
号
に
て
開
示
請
求
承
諾
通
知
書
 

【
甲
第

1
2
号
証
】・

・
・
甲
第
１
号
証
及
び
甲
第
２
号
証
に
係
る
６
件
の
見
積
書
に
記
載
さ
れ
た
日
付
け
一
覧
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関
係

職
員

の
陳

述
録

 

 
令

和
２

年
１

月
1
0
日

付
け

川
崎

市
職

員
措

置
請

求
書

に
よ

る
措

置
請

求
（

以
下

「
本

件
請

求
」

と
い

う
。
）

に
対

す
る

本
市

の
見

解
に

つ
い

て
、

次
の

と
お

り
と

い
た

し
ま

す
。

 

１
 

本
件

請
求

に
関

す
る

事
実

経
過

 

 
食

堂
は

、
不

採
算

の
た

め
平

成
2
9

年
４

月
１

日
を

も
っ

て
営

業
を

終
了

し
、

区
役

所
食

堂
事

業
を

運
営

し

て
い

る
川

崎
市

職
員

厚
生

会
に

お
い

て
事

業
を

継
承

す
る

相
手

先
を

探
し

て
い

ま
し

た
が

、
新

た
な

契
約

の
相

手
先

が
見

つ
か

ら
ず

、
平

成
2
9
年

８
月

1
5
日

の
同

会
理

事
会

に
お

い
て

中
原

区
役

所
に

お
け

る
食

堂
事

業
の

撤
退

が
決

定
さ

れ
ま

し
た

。
 

 
こ

れ
を

受
け

ま
し

て
、

厨
房

及
び

食
堂

と
し

て
の

利
用

目
的

が
廃

さ
れ

た
た

め
、

次
の

利
用

目
的

が
決

定
す

る
ま

で
の

間
、

旧
厨

房
は

書
庫

や
物

置
と

し
て

、
旧

食
堂

は
打

合
せ

ス
ペ

ー
ス

と
し

て
暫

定
的

に
利

用
す

る
こ

と
と

し
、

厨
房

に
つ

い
て

は
厨

房
機

器
の

撤
去

を
、

食
堂

に
つ

い
て

は
経

年
劣

化
に

よ
る

壁
紙

の
補

修
や

照
明

機
器

の
補

修
を

平
成

2
9
年

度
中

に
行

い
ま

し
た

。
 

 
ま

た
、

平
成

2
9
年

1
2
月

に
「

中
原

区
役

所
業

務
改

善
・

レ
イ

ア
ウ

ト
検

討
委

員
会

」
（

以
下

「
検

討
委

員

会
」

と
い

う
。
）

―
こ

れ
は

区
役

所
職

員
で

組
織

し
て

い
る

内
部

的
な

会
議

と
な

り
ま

す
―

を
設

置
い

た
し

ま

し
て

、
旧

厨
房

及
び

旧
食

堂
の

利
用

方
法

に
つ

い
て

検
討

を
重

ね
て

ま
い

り
ま

し
た

。
 

 
そ

の
結

果
、

平
成

3
0
年

1
1
月

2
1
日

の
同

検
討

委
員

会
に

お
い

て
、

旧
厨

房
に

つ
い

て
は

、
人

口
増

加
に

伴
う

申
請

書
類

等
の

増
加

に
よ

り
、

各
課

に
お

け
る

書
類

収
納

ス
ペ

ー
ス

に
不

足
が

生
じ

て
い

た
こ

と
か

ら
、

暫
定

利
用

時
と

同
様

に
書

庫
と

し
て

利
用

す
る

こ
と

を
決

定
し

、
そ

の
仕

様
も

確
定

し
た

こ
と

か
ら

、
直

ち
に

工
事

を
実

施
す

る
こ

と
と

い
た

し
ま

し
た

。
 

 
一

方
、

旧
食

堂
に

つ
い

て
は

打
合

せ
以

外
に

も
テ

レ
ビ

会
議

や
選

挙
・

統
計

等
の

臨
時

的
業

務
で

利
用

が
可

能
な

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
と

す
る

こ
と

を
決

定
し

ま
し

た
が

、
出

入
り

口
扉

や
床

の
仕

上
げ

と
い

っ
た

詳
細

な
仕

様
に

つ
い

て
は

未
確

定
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

総
務

課
に

お
い

て
引

き
続

き
検

討
・

調
整

を
し

た
上

で
工

事
を

実
施

す
る

こ
と

と
い

た
し

ま
し

た
。

 

 
し

た
が

っ
て

、
当

該
２

件
の

工
事

に
つ

い
て

は
、

そ
れ

ぞ
れ

別
個

の
工

事
と

し
て

執
行

し
た

も
の

で
ご

ざ
い

ま
す

。
 

２
 

軽
易

工
事

（
随

意
契

約
）

に
よ

り
執

行
し

た
根

拠
 

 
地

方
自

治
法

第
2
3
4

条
第

１
項

で
は

、
「

売
買

、
貸

借
、

請
負

そ
の

他
の

契
約

は
、

一
般

競
争

入
札

、
指

名

競
争

入
札

、
随

意
契

約
又

は
せ

り
売

り
の

方
法

に
よ

り
締

結
す

る
も

の
と

す
る

。
」

と
規

定
し

、
同

条
第

２
項

で
は

、
「

前
項

の
指

名
競

争
入

札
、

随
意

契
約

又
は

せ
り

売
り

は
、

政
令

で
定

め
る

場
合

に
該

当
す

る
と

き
に

限
り

、
こ

れ
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

。
」

と
規

定
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
こ

れ
を

受
け

、
地

方
自

治
法

施
行

令
第

1
6
7
条

の
２

第
１

項
第

１
号

及
び

川
崎

市
契

約
規

則
（

以
下

「
契

約

規
則

」
と

い
う

。
）

第
2
4
条

の
２

第
１

項
第

１
号

で
は

予
定

価
格

が
2
5
0
万

円
以

下
の

工
事

請
負

契
約

に
つ

い

て
は

、
随

意
契

約
（

以
下

「
少

額
随

契
」

と
い

う
。
）

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
と

規
定

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
な

お
、

少
額

随
契

を
行

う
場

合
は

、
契

約
規

則
第

2
6

条
第

１
項

で
は

「
市

長
は

、
随

意
契

約
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

な
る

べ
く

２
人

以
上

の
も

の
か

ら
見

積
り

書
を

徴
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
」

と
規

定
し

て
い

ま
す

が
、

競
争

性
及

び
透

明
性

を
確

保
し

、
適

正
な

価
格

で
契

約
を

行
う

た
め

、
「

川
崎

市
契

約
規

則
等

の
一

部
改

正
に

伴
う

事
務

取
扱

に
つ

い
て

（
昭

和
5
8
年

３
月

1
3
日

付
け

5
7
川

総
用

第
2
4
0
号

助
役

専
決

）
」

に
お

い
て

、
原

則
と

し
て

３
者

以
上

の
見

積
り

合
わ

せ
で

執
行

す
る

こ
と

が
通

知
さ

れ
て

お
り

ま
す

。
 

 
当

該
２

件
の

工
事

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
工

事
に

係
る

見
積

書
を

３
者

か
ら

徴
し

た
と

こ
ろ

、
１

件
当

た
り

2
5
0

万
円

以
下

で
の

契
約

が
可

能
と

な
り

契
約

規
則

に
規

定
す

る
随

意
契

約
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

場
合

の
限

度
額

の
範

囲
内

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

施
行

令
で

規
定

す
る

少
額

随
契

に
よ

り
執

行
し

た
も

の
で

ご
ざ

い
ま

す
。

 

 
さ

ら
に

、
平

成
3
1
年

４
月

１
日

改
正

前
の

「
川

崎
市

軽
易

工
事

契
約

事
務

取
扱

規
程

」
（

以
下

「
軽

易
工

事

取
扱

規
程

」
と

い
う

。
）

に
お

い
て

は
、

軽
易

工
事

を
「

予
算

科
目

が
工

事
請

負
費

又
は

需
用

費
に

該
当

し
、

１
件

2
5
0
万

円
（

需
用

費
中

1
0
万

円
以

下
の

も
の

を
除

く
。
）

以
下

の
建

物
等

の
小

破
修

繕
等

に
類

す
る

も
の

で
別

表
に

定
め

る
原

形
復

旧
工

事
を

い
う

。
」

と
規

定
し

て
い

ま
す

。
別

表
で

は
、

建
築

、
設

備
等

の
工

事
の

種
類

の
区

分
に

応
じ

た
内

容
が

示
さ

れ
て

い
る

も
の

の
、
「

小
破

修
繕

等
」

や
「

原
形

復
旧

」
の

定
義

が
明

示

さ
れ

て
い

る
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 
旧

厨
房

は
書

庫
・

物
置

と
し

て
、

旧
食

堂
は

打
合

せ
ス

ペ
ー

ス
と

し
て

、
既

に
利

用
し

て
き

た
経

緯
が

ご
ざ

い
ま

す
。

当
該

２
件

の
工

事
内

容
は

そ
れ

ま
で

の
用

途
に

お
け

る
修

繕
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

軽
易

工
事

に
該別
紙

４

請
求

人
の

陳
述

録
 

 
本

日
は

、
中

原
区

役
所

の
旧

食
堂

と
旧

厨
房

が
分

割
発

注
か

ど
う

か
と

い
う

と
こ

ろ
が

肝
心

な
と

こ
ろ

で
す

ね
。

そ
れ

プ
ラ

ス
、

最
近

の
住

民
監

査
請

求
で

い
ろ

い
ろ

問
題

に
な

っ
て

お
り

ま
す

日
付

の
問

題
で

す
け

れ
ど

も
、

今
、

中
原

区
役

所
の

ほ
う

で
作

成
を

し
た

市
の

考
え

方
の

中
に

、
職

員
が

日
付

を
記

入
し

た
と

い
う

ふ
う

な
記

載
が

ち
ら

っ
と

あ
り

ま
し

た
の

で
、

仮
に

も
し

そ
う

い
う

本
来

、
業

者
が

提
出

を
い

た
し

ま
し

た
見

積

書
、

こ
の

日
付

に
市

の
職

員
が

日
付

を
記

入
す

る
と

い
う

こ
と

は
違

法
な

こ
と

で
あ

り
ま

す
の

で
、

こ
れ

を
こ

の
ま

ま
認

め
る

と
い

う
わ

け
に

は
い

き
ま

せ
ん

。
ひ

ょ
っ

と
す

る
と

全
市

的
に

行
わ

れ
て

い
る

可
能

性
も

あ
り

ま
す

の
で

、
こ

れ
は

ぜ
ひ

監
査

委
員

さ
ん

、
一

番
大

事
な

と
こ

ろ
で

す
。

市
の

職
員

が
違

法
行

為
を

行
っ

て
い

る
と

い
う

こ
と

で
あ

り
ま

す
の

で
、

こ
れ

を
認

め
ま

す
と

何
が

問
題

か
と

い
い

ま
す

と
、

見
積

り
合

わ
せ

で

も
、

何
月

何
日

ま
で

に
提

出
を

し
て

く
だ

さ
い

と
い

う
ふ

う
に

普
通

や
る

わ
け

で
す

ね
。

そ
れ

を
過

ぎ
て

持
っ

て
く

る
と

、
い

わ
ゆ

る
競

争
入

札
で

言
う

不
参

で
す

ね
。

入
札

に
間

に
合

わ
な

い
見

積
書

の
提

出
で

あ
り

ま
す

の
で

、
そ

の
業

者
さ

ん
は

無
効

に
な

っ
ち

ゃ
う

わ
け

で
す

ね
、

入
札

が
。

そ
れ

を
職

員
が

日
付

を
書

く
と

い
う

こ
と

は
、

遅
れ

た
日

付
で

も
書

い
て

し
ま

う
と

い
う

可
能

性
が

あ
る

わ
け

で
あ

り
ま

し
て

、
こ

れ
は

非
常

に
違

法
性

が
強

い
と

。
そ

れ
を

市
の

考
え

方
と

し
て

、
川

崎
市

は
職

員
が

記
入

を
し

て
い

ま
す

と
い

う
こ

と
を

堂
々

と
認

め
る

と
い

う
こ

と
は

、
こ

れ
は

非
常

に
大

き
な

問
題

で
は

な
い

か
な

と
い

う
の

が
１

点
で

す
ね

。
 

 
そ

れ
と

と
も

に
、

甲
第

1
4

号
証

で
、

１
号

証
、

２
号

証
に

あ
る

ん
で

す
け

れ
ど

も
、

そ
こ

か
ら

完
成

届
と

検
査

書
、

こ
れ

の
日

付
も

極
め

て
問

題
で

あ
り

ま
し

て
、

完
成

届
と

い
う

の
は

、
届

の
日

付
は

業
者

が
出

す
部

分
、

記
入

す
る

部
分

で
す

ね
。

検
査

書
と

い
う

の
は

検
査

員
が

日
付

を
記

入
す

る
部

分
で

す
。

一
番

肝
心

な
工

事
の

検
査

に
お

い
て

、
こ

れ
も

非
常

に
筆

跡
が

似
て

、
こ

れ
は

ち
ょ

っ
と

時
間

が
な

か
っ

た
の

で
、

市
の

考
え

方
の

中
に

ど
う

い
う

ふ
う

に
書

か
れ

て
い

る
か

ま
で

確
認

を
し

な
か

っ
た

ん
で

す
け

れ
ど

も
、

仮
に

こ
れ

も
市

の
職

員
が

記
入

を
し

た
と

い
う

こ
と

に
な

り
ま

す
と

、
こ

れ
も

非
常

に
違

法
性

が
高

い
。

こ
れ

も
い

つ
検

査
し

た
の

か
、

い
つ

完
了

届
を

出
さ

れ
た

の
か

と
い

う
の

が
、

正
式

な
日

付
が

こ
れ

で
全

く
わ

か
ら

な
く

な
っ

て
し

ま
う

と
い

う
こ

と
で

あ
り

ま
し

て
、

こ
こ

は
非

常
に

大
き

な
問

題
で

あ
り

ま
す

。
 

 
そ

れ
と

、
分

割
か

ど
う

か
と

い
う

と
こ

ろ
で

す
け

れ
ど

も
、

甲
第

1
1

号
証

で
下

見
積

り
に

係
る

情
報

公
開

請
求

を
し

て
、

こ
こ

に
あ

る
添

付
書

類
が

開
示

さ
れ

た
の

で
あ

り
ま

す
が

、
こ

の
旧

食
堂

の
部

分
と

、
そ

れ
か

ら
旧

厨
房

の
部

分
と

、
こ

の
日

付
は

業
者

が
そ

の
ま

ま
打

っ
た

と
思

う
ん

で
す

け
れ

ど
も

、
同

じ
日

付
で

あ
る

わ
け

で
す

ね
。

同
じ

日
付

に
下

見
積

書
と

し
て

旧
食

堂
と

旧
厨

房
の

見
積

り
を

出
し

て
い

る
、

そ
れ

と
、

そ
の

後
ろ

に
つ

い
て

お
り

ま
す

平
面

図
で

す
ね

。
こ

れ
は

仕
様

書
を

作
成

す
る

上
で

重
要

な
部

分
の

図
面

、
平

面
図

で
す

け
れ

ど
も

、
こ

れ
も

一
緒

に
出

さ
れ

て
い

る
と

。
そ

れ
に

、
一

番
後

ろ
に

そ
の

現
場

の
写

真
が

添
付

さ
れ

て
い

る
と

い
う

こ
と

は
、

下
見

積
書

の
段

階
で

既
に

旧
食

堂
と

旧
厨

房
と

同
一

に
工

事
が

可
能

で
あ

る
と

、
こ

れ
を

あ
え

て
分

割
す

る
必

要
性

は
業

者
の

ほ
う

は
全

く
感

じ
て

い
な

か
っ

た
わ

け
で

す
ね

。
発

注
す

る
側

も
、

こ
の

と
き

は
一

緒
に

発
注

を
す

る
と

い
う

予
定

で
い

た
の

だ
ろ

う
と

思
い

ま
す

ね
。

こ
の

下
見

積
書

の
発

注
の

中
身

が
添

付
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
の

で
わ

か
り

ま
せ

ん
が

、
業

者
の

ほ
う

か
ら

提
出

さ
れ

た
下

見
積

書
の

日

付
、

そ
れ

か
ら

図
面

、
写

真
を

見
れ

ば
、

旧
食

堂
、

旧
厨

房
、

甲
第

１
号

証
、

甲
第

２
号

証
、

こ
の

２
つ

の
契

約
案

件
は

２
つ

に
分

け
る

必
要

は
全

く
な

か
っ

た
と

、
１

件
発

注
が

で
き

る
案

件
で

あ
っ

た
と

い
う

ふ
う

に
私

の
ほ

う
は

判
断

を
い

た
し

ま
し

て
監

査
請

求
書

に
書

か
せ

て
い

た
だ

き
ま

し
た

。
 

 
今

回
に

つ
い

て
、

私
の

ほ
う

で
陳

述
申

し
上

げ
る

内
容

は
以

上
、

こ
れ

だ
け

で
あ

り
ま

す
。

 

別
紙

３
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間
、

暫
定

的
に

旧
厨

房
は

書
庫

や
物

置
と

し
て

、
旧

食
堂

は
打

合
せ

ス
ペ

ー
ス

と
し

て
利

用
を

し
て

お
り

、
営

業
終

了
の

ま
ま

放
置

し
て

い
た

と
の

指
摘

に
は

当
た

ら
な

い
と

考
え

て
お

り
ま

す
。

 

 
(
7
)
「

５
 

請
求

の
理

由
(
5
)
甲

第
１

号
証

の
工

事
名

称
」

は
、
「

本
来

の
工

事
名

称
は

、
「

中
原

区
役

所
旧

厨

房
床

等
補

修
工

事
」

と
す

べ
き

」
と

い
う

点
に

つ
い

て
は

認
め

、
そ

れ
以

外
の

点
は

否
認

し
ま

す
。

 

 
当

該
工

事
に

つ
い

て
、

床
と

天
井

の
工

事
費

を
比

較
す

る
と

床
の

工
事

費
が

高
額

に
な

っ
て

い
る

こ
と

か

ら
、

工
事

名
称

を
「

中
原

区
役

所
旧

厨
房

天
井

等
補

修
工

事
」

と
し

た
こ

と
は

必
ず

し
も

適
当

で
は

な
か

っ
た

か
も

し
れ

ま
せ

ん
け

れ
ど

も
、

換
気

扇
等

、
天

井
に

設
置

し
て

い
た

厨
房

機
器

撤
去

後
に

天
井

を
塞

が
な

か
っ

た
こ

と
か

ら
、

天
井

の
補

修
を

主
な

内
容

と
考

え
当

該
工

事
名

称
と

し
た

も
の

で
、

請
求

人
が

主
張

す
る

よ
う

な
意

図
で

名
称

を
付

し
た

も
の

で
は

ご
ざ

い
ま

せ
ん

。
 

４
 

結
論

 

 
本

件
請

求
に

お
け

る
工

事
は

、
関

係
法

令
に

従
い

適
正

に
執

行
し

た
も

の
で

あ
り

、
違

法
と

の
評

価
を

受
け

る
も

の
で

は
な

い
と

考
え

ま
す

。
し

か
し

な
が

ら
、

既
に

厨
房

・
食

堂
と

し
て

の
機

能
を

失
わ

れ
た

場
所

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

工
事

名
称

や
施

工
場

所
と

し
て

示
し

た
こ

と
で

誤
解

を
生

じ
た

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
工

事
名

称
等

が
誤

解
を

招
く

表
現

で
あ

っ
た

点
は

認
め

、
今

後
は

適
正

な
工

事
名

称
等

に
よ

り
執

行
す

る
よ

う
関

係
職

員
に

周
知

徹
底

し
て

ま
い

り
ま

す
。

 

 
ま

た
、

令
和

２
年

１
月

2
0

日
付

川
崎

市
職

員
措

置
請

求
書

（
補

充
書

）
に

対
す

る
本

市
の

見
解

に
つ

き
ま

し
て

は
、

次
の

と
お

り
で

ご
ざ

い
ま

す
。

 

１
 

「
１

 
下

見
積

書
に

つ
い

て
」

は
、

全
て

否
認

し
ま

す
。

 

 
下

見
積

書
に

つ
い

て
は

作
成

を
規

定
す

る
法

令
等

は
な

く
、

あ
く

ま
で

も
仕

様
の

検
討

や
予

定
価

格
の

参
考

に
す

る
た

め
徴

取
す

る
も

の
で

あ
り

、
下

見
積

書
の

徴
取

に
当

た
り

依
頼

文
書

は
必

ず
し

も
必

要
な

も
の

で
は

な
い

と
考

え
て

お
り

ま
す

。
 

 
当

該
２

件
の

工
事

の
下

見
積

り
を

１
社

の
み

と
し

た
点

に
つ

い
て

は
、

正
式

な
見

積
り

合
わ

せ
で

あ
れ

ば
ま

だ
し

も
、

そ
の

前
の

段
階

で
あ

る
下

見
積

り
を

何
社

に
も

依
頼

す
る

こ
と

は
、

業
者

に
対

し
て

負
担

を
強

い
る

も
の

で
あ

り
、

仕
様

や
予

定
価

格
の

検
討

に
は

１
社

の
下

見
積

り
で

十
分

と
判

断
し

た
も

の
で

ご
ざ

い
ま

す
。

 

２
 

「
２

 
下

見
積

り
書

か
ら

読
み

取
れ

る
こ

と
」

は
、

全
て

否
認

し
ま

す
。

 

 
下

見
積

書
を

徴
取

し
た

時
点

で
は

、
旧

食
堂

の
床

を
Ｏ

Ａ
フ

ロ
ア

に
す

る
か

、
長

尺
シ

ー
ト

張
り

に
す

る
か

決
ま

っ
て

い
な

か
っ

た
た

め
、

検
討

委
員

会
で

仕
様

の
検

討
を

す
る

た
め

に
２

種
類

の
下

見
積

書
を

徴
取

し
て

い
ま

す
。

そ
の

後
、
「

１
 

本
件

請
求

に
関

す
る

事
実

経
過

」
で

示
し

た
と

お
り

、
出

入
り

口
扉

や
床

の
仕

上

げ
と

い
っ

た
詳

細
な

仕
様

に
つ

い
て

は
未

確
定

で
あ

っ
た

こ
と

か
ら

、
総

務
課

に
お

い
て

引
き

続
き

検
討

・
調

整
を

し
た

上
で

工
事

を
実

施
す

る
こ

と
と

し
た

た
め

、
当

該
２

件
の

工
事

に
つ

い
て

は
そ

れ
ぞ

れ
別

個
の

工
事

と
し

て
執

行
し

た
も

の
で

ご
ざ

い
ま

す
。

 

３
 

「
３

 
日

付
に

つ
い

て
」

は
、

日
付

の
筆

跡
が

同
一

で
あ

る
こ

と
に

つ
い

て
は

認
め

ま
す

。
 

 
(
4
)
で

示
し

た
と

お
り

、
見

積
書

及
び

完
成

届
提

出
の

際
に

日
付

が
空

欄
で

あ
っ

た
た

め
、

担
当

者
が

記
入

し
た

こ
と

に
よ

り
同

一
の

筆
跡

に
な

っ
た

も
の

で
あ

り
、

記
載

し
た

日
付

は
提

出
日

で
間

違
い

ご
ざ

い
ま

せ

ん
。

 

４
 

「
工

事
写

真
の

日
付

記
載

に
つ

い
て

」
は

、
全

て
否

認
し

ま
す

。
 

 
請

求
人

は
東

京
都

及
び

札
幌

市
の

規
定

を
根

拠
と

し
て

工
事

写
真

の
必

要
性

を
指

摘
し

て
い

ま
す

が
、

本
市

に
は

当
該

規
定

が
な

い
こ

と
か

ら
工

事
写

真
に

日
付

の
記

載
を

求
め

な
か

っ
た

も
の

で
ご

ざ
い

ま
す

。
 

当
す

る
と

判
断

い
た

し
ま

し
て

軽
易

工
事

取
扱

規
程

に
基

づ
く

手
続

を
行

っ
た

も
の

で
ご

ざ
い

ま
す

。
ま

た
、

契
約

に
際

し
て

は
３

者
に

よ
る

見
積

り
合

わ
せ

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
一

定
の

競
争

性
を

確
保

し
て

い
ま

す
の

で
、

こ
の

契
約

は
適

法
で

あ
る

と
考

え
て

お
り

ま
す

。
 

３
 

川
崎

市
職

員
措

置
請

求
書

記
載

事
項

に
対

す
る

本
市

の
見

解
 

 
(
1
)
「

１
 

請
求

の
要

旨
(
2
)
分

割
発

注
に

係
る

違
法

性
」

及
び

「
５

 
請

求
の

理
由

(
1
)
甲

第
１

号
証

及
び

甲
第

２
号

証
の

工
事

が
１

件
工

事
を

示
す

同
一

内
容

」
は

、
全

て
否

認
い

た
し

ま
す

。
 

 
「

１
 

本
件

請
求

に
関

す
る

事
実

経
過

」
で

示
し

た
と

お
り

、
平

成
3
0
年

1
1
月

2
1
日

の
検

討
委

員
会

に

お
い

て
、

旧
厨

房
に

つ
い

て
は

、
人

口
増

加
に

伴
う

申
請

書
類

等
の

増
加

に
よ

り
、

各
課

に
お

け
る

書
類

収
納

ス
ペ

ー
ス

に
不

足
が

生
じ

て
い

た
こ

と
か

ら
、

暫
定

利
用

時
と

同
様

に
書

庫
と

し
て

利
用

す
る

こ
と

を
決

定
い

た
し

ま
し

て
、

そ
の

仕
様

も
確

定
し

て
い

た
こ

と
か

ら
、

直
ち

に
工

事
を

実
施

す
る

こ
と

と
い

た
し

ま
し

た
。

 

 
一

方
、

旧
食

堂
に

つ
き

ま
し

て
は

打
合

せ
以

外
に

も
テ

レ
ビ

会
議

や
選

挙
・

統
計

等
の

臨
時

的
業

務
で

利
用

が
可

能
な

多
目

的
ス

ペ
ー

ス
と

す
る

こ
と

を
決

定
し

ま
し

た
が

、
出

入
り

口
扉

や
床

の
仕

上
げ

と
い

っ
た

詳
細

な
仕

様
に

つ
い

て
は

未
確

定
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

総
務

課
に

お
い

て
引

き
続

き
検

討
・

調
整

を
し

た
上

で
工

事
を

実
施

す
る

こ
と

と
い

た
し

ま
し

た
。

 

 
し

た
が

い
ま

し
て

、
当

該
２

件
の

工
事

に
つ

い
て

は
、

そ
れ

ぞ
れ

別
個

の
工

事
と

し
て

執
行

し
た

も
の

で
あ

り
、

不
当

に
分

割
し

契
約

し
た

も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

 

 
(
2
)
「

１
 

請
求

の
要

旨
(
3
)
小

破
修

繕
の

原
形

復
旧

と
い

う
定

義
を

逸
脱

す
る

違
法

性
」

は
、

全
て

否
認

い

た
し

ま
す

。
 

 
「

２
 

軽
易

工
事

（
随

意
契

約
）

に
よ

り
執

行
し

た
根

拠
」

で
示

し
た

と
お

り
、

旧
厨

房
は

書
庫

・
物

置
と

し
て

、
旧

食
堂

は
打

合
せ

ス
ペ

ー
ス

と
し

て
、

既
に

利
用

し
て

き
た

経
緯

が
あ

り
、

当
該

２
件

の
工

事
内

容
は

そ
れ

ま
で

の
用

途
に

お
け

る
修

繕
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

軽
易

工
事

取
扱

規
程

に
基

づ
き

軽
易

工
事

と
し

て
執

行
し

た
も

の
で

ご
ざ

い
ま

す
。

そ
も

そ
も

平
成

2
9
年

８
月

1
5
日

の
職

員
厚

生
会

の
理

事
会

を
も

っ
て

食
堂

・

厨
房

の
機

能
は

既
に

失
わ

れ
て

お
り

、
暫

定
と

は
い

え
、

区
と

し
て

は
庁

舎
管

理
上

書
庫

・
物

置
や

打
合

せ
ス

ペ
ー

ス
と

し
て

活
用

し
、

そ
の

用
途

の
と

お
り

軽
易

工
事

と
し

て
実

施
し

た
も

の
で

、
定

義
を

逸
脱

し
て

い
る

も
の

と
は

考
え

て
お

り
ま

せ
ん

。
 

 
(
3
)
「

１
 

請
求

の
要

旨
(
4
)
川

崎
市

が
被

っ
た

損
害

の
補

 
」

は
、

全
て

否
認

し
ま

す
。

 
「

１
 

本
件

請
求

に
関

す
る

事
実

経
過

」
及

び
「

２
 

軽
易

工
事

（
随

意
契

約
）

に
よ

り
執

行
し

た
根

拠
」

で
示

し
た

と
お

り
、

当
該

２
件

の
工

事
は

分
割

発
注

に
は

当
た

ら
ず

、
ま

た
、

工
事

内
容

は
軽

易
工

事
取

扱
規

程
に

基
づ

く
軽

易
工

事
に

該
当

す
る

も
の

と
判

断
し

執
行

し
た

も
の

で
ご

ざ
い

ま
し

て
、

本
市

に
対

す
る

損
害

は
生

じ
て

い
な

い
も

の
と

考
え

て
お

り
ま

す
。

 

 
(
4
)
「

５
 

請
求

の
理

由
(
2
)
甲

第
１

号
証

及
び

甲
第

２
号

証
に

お
け

る
名

目
上

の
相

違
点

」
は

、
４

段
落

目

「
各

社
の

見
積

書
の

日
付

の
筆

跡
が

同
一

の
よ

う
に

見
え

る
点

」
に

つ
い

て
認

め
、

そ
れ

以
外

の
点

は
否

認
い

た
し

ま
す

。
 

 
(
1
)
に

示
し

た
と

お
り

当
該

２
件

の
工

事
は

、
天

井
工

事
か

床
工

事
か

の
違

い
を

も
っ

て
別

個
の

工
事

と
し

た
も

の
で

は
ご

ざ
い

ま
せ

ん
。

 

 
ま

た
、

受
注

業
者

の
み

が
当

該
２

件
の

工
事

の
見

積
り

業
者

に
入

っ
て

い
る

点
に

つ
い

て
は

、
当

該
２

件
の

工
事

の
下

見
積

り
を

依
頼

し
た

業
者

が
受

注
業

者
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

当
該

２
件

の
工

事
の

見
積

り
業

者
に

受
注

業
者

を
含

め
た

も
の

で
ご

ざ
い

ま
す

。
 

 
各

社
の

見
積

書
の

日
付

の
筆

跡
が

同
一

で
あ

る
点

に
つ

い
て

は
、

見
積

書
提

出
の

際
に

日
付

が
空

欄
で

あ
っ

た
た

め
、

担
当

者
が

記
入

し
た

こ
と

に
よ

り
同

一
の

筆
跡

に
な

っ
た

も
の

で
あ

り
、

記
載

し
た

日
付

は
提

出
日

で
間

違
い

ご
ざ

い
ま

せ
ん

。
 

 
(
5
)
「

５
 

請
求

の
理

由
(
3
)
契

約
日

及
び

工
期

」
は

、
全

て
否

認
し

ま
す

。
 

 
「

旧
厨

房
天

井
等

補
修

工
事

」
の

履
行

期
限

に
つ

い
て

は
契

約
日

が
1
1
月

3
0
日

と
1
2
月

直
前

だ
っ

た
た

め
、

年
末

年
始

の
休

業
期

間
を

考
慮

し
履

行
期

限
に

余
裕

を
持

た
せ

て
設

定
し

た
も

の
で

ご
ざ

い
ま

す
。

実
際

の
完

成
年

月
日

は
平

成
3
0
年

1
2
月

1
3
日

で
、
「

旧
食

堂
床

等
補

修
工

事
」

の
契

約
日

で
あ

る
平

成
3
1
年

１

月
1
5

日
ま

で
は

約
１

カ
月

の
期

間
が

あ
い

て
い

る
こ

と
か

ら
請

求
人

の
「

２
つ

の
工

期
が

連
続

し
て

い
た

も

の
」

と
の

指
摘

に
は

当
た

ら
な

い
も

の
と

考
え

て
ご

ざ
い

ま
す

。
 

 
(
6
)
「

５
 

請
求

の
理

由
(
4
)
食

堂
（

レ
ス

ト
ラ

ン
な

か
は

ら
）

の
営

業
終

了
」

は
、

全
て

否
認

い
た

し
ま

す
。

 

 
「

１
 

本
件

請
求

に
関

す
る

事
実

経
過

」
で

示
し

た
と

お
り

、
食

堂
（

レ
ス

ト
ラ

ン
な

か
は

ら
）

の
営

業
終

了
後

の
利

用
方

法
に

つ
き

ま
し

て
は

、
区

役
所

内
の

検
討

委
員

会
に

よ
り

次
の

利
用

目
的

が
決

定
す

る
ま

で
の
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（
１

）
督

促
手

続
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

川
崎

市
債

権
管

理
条

例
（

平
成

２
５

年
条

例
第

４
２

号
）

第
５

条
に

よ
る

と
、

市

長
等

は
、

市
の

債
権

に
つ

い
て

、
履

行
期

限
ま

で
に

履
行

し
な

い
者

が
あ

る
と

き
は

、

督
促

状
に

よ
り

期
限

を
指

定
し

て
督

促
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
 

ま
た

、
川

崎
市

債
権

管
理

規
則

（
平

成
２

６
年

規
則

第
１

８
号

）
第

４
条

及
び

川

崎
市

交
通

局
債

権
管

理
規

程
（

平
成

２
６

年
交

通
局

規
程

第
６

号
）

第
４

条
に

よ
る

と
、

地
方

自
治

法
第

２
３

１
条

の
３

第
１

項
そ

の
他

の
法

律
の

規
定

に
よ

る
督

促
は

履
行

期
限

後
２

０
日

以
内

に
、

同
法

施
行

令
（

昭
和

２
２

年
政

令
第

１
６

号
）

第
１

７
１

条
の

規
定

に
よ

る
督

促
は

遅
滞

な
く

、
督

促
状

を
債

務
者

に
送

付
す

る
こ

と
に

よ
り

行
う

も
の

と
す

る
と

さ
れ

て
い

る
。

 

滞
納

債
権

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

次
の

事
例

が
あ

っ
た

の
で

、
条

例
等

に
基

づ

き
督

促
手

続
を

適
正

に
行

わ
れ

た
い

。
 

ア
 

督
促

状
を

発
し

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
ア

）
生

活
保

護
法

に
係

る
診

療
報

酬
の

返
還

金
 

（
健

康
福

祉
局

生
活

保
護

・
自

立
支

援
室

）
 

（
イ

）
シ

ル
バ

ー
ハ

ウ
ジ

ン
グ

事
業

収
入

、
ひ

と
り

暮
ら

し
老

人
福

祉
住

宅
利

用
料

 

（
健

康
福

祉
局

長
寿

社
会

部
高

齢
者

在
宅

サ
ー

ビ
ス

課
）

 

（
ウ

）
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
バ

ナ
ー

広
告

掲
載

料
 

（
健

康
福

祉
局

保
健

所
動

物
愛

護
セ

ン
タ

ー
）

 

（
エ

）
年

末
調

整
に

係
る

所
得

税
追

徴
金

、
臨

時
報

酬
返

還
金

 

（
交

通
局

企
画

管
理

部
労

務
担

当
）

 

（
オ

）
一

般
貸

切
自

動
車

運
賃

及
び

料
金

 

（
交

通
局

自
動

車
部

管
理

課
）

 

（
カ

）
事

故
弁

償
金

 

（
交

通
局

自
動

車
部

安
全

・
サ

ー
ビ

ス
課

）
 

 

定
期

（
財

務
）

監
査

の
結

果
 

１
 

監
査

の
種

別
 

定
期

（
財

務
）

監
査

 

２
 

監
査

の
対

象
 

健
康

福
祉

局
、

交
通

局
、

教
育

委
員

会
事

務
局

 

３
 

監
査

の
範

囲
 

平
成

３
０

年
度

及
び

令
和

元
年

度
の

財
務

に
関

す
る

事
務

の
執

行
及

び
経

営
に

係
る

事
業

の
管

理
（

必
要

に
応

じ
て

他
の

年
度

も
対

象
と

し
た

。
）

 

４
 

監
査

の
期

間
 

令
和

元
年

１
２

月
２

日
か

ら
令

和
２

年
３

月
６

日
ま

で
 

５
 

監
査

の
方

法
 

収
入

、
支

出
、

契
約

、
財

産
管

理
に

関
す

る
事

務
等

が
適

正
か

つ
効

率
的

に
執

行
さ

れ
て

い
る

か
に

つ
い

て
、

抽
出

に
よ

り
関

係
書

類
の

審
査

及
び

現
地

調
査

を
行

う
と

と
も

に
、

関
係

職
員

か
ら

説
明

を
聴

取
し

た
。

 

６
 

監
査

の
結

果
 

監
査

の
結

果
、

お
お

む
ね

適
正

に
執

行
さ

れ
て

い
る

も
の

と
認

め
ら

れ
た

が
、

次
の

と
お

り
改

善
措

置
を

要
す

る
事

項
が

あ
っ

た
。

 

財
務

関
係

法
令

等
に

基
づ

き
手

続
を

適
正

に
行

わ
れ

た
い

。
 

な
お

、
学

校
の

軽
易

工
事

及
び

物
品

調
達

の
一

部
に

お
い

て
、

著
し

く
適

正
さ

を
欠

く
事

例
が

見
受

け
ら

れ
た

。
ま

た
、

予
算

執
行

伺
の

遡
及

な
ど

、
従

来
か

ら
繰

り
返

し
指

摘
を

し
、

再
発

防
止

を
求

め
て

き
た

事
例

が
今

回
も

見
受

け
ら

れ
た

。
 

令
和

２
年

度
か

ら
の

内
部

統
制

制
度

の
導

入
に

よ
り

、
地

方
公

共
団

体
は

、
法

令
等

を
遵

守
し

つ
つ

、
適

正
に

業
務

を
執

行
す

る
こ

と
が

、
よ

り
一

層
求

め
ら

れ
る

。
こ

れ
ら

の
事

例
に

係
る

問
題

の
所

在
を

明
ら

か
に

し
、

全
市

を
挙

げ
て

改
善

に
取

り
組

む
よ

う
強

く
望

む
も

の
で

あ
る

。
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台
帳

に
記

録
し

た
債

権
に

つ
い

て
そ

の
管

理
に

関
す

る
事

務
の

処
理

上
必

要
な

措
置

を
と

っ
た

と
き

等
は

、
そ

の
都

度
遅

滞
な

く
、

こ
れ

ら
の

内
容

を
台

帳
に

記
録

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
い

る
。

 

特
別

障
害

者
手

当
返

還
金

及
び

在
宅

重
度

障
害

者
手

当
返

還
金

に
つ

い
て

み
た

と

こ
ろ

、
折

衝
経

過
等

を
記

録
し

て
い

な
か

っ
た

事
例

が
あ

っ
た

。
 

規
則

等
に

基
づ

き
滞

納
債

権
に

係
る

記
録

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
健

康
福

祉
局

障
害

保
健

福
祉

部
障

害
福

祉
課

）
 

（
４

）
徴

収
手

続
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

地
方

自
治

法
第

２
３

１
条

に
よ

る
と

、
歳

入
を

収
入

す
る

と
き

は
、

こ
れ

を
調

定

し
、

納
入

義
務

者
に

対
し

て
納

入
の

通
知

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。

ま
た

、
ネ

ー
ミ

ン
グ

ラ
イ

ツ
導

入
の

手
引

き
に

お
い

て
、

ネ
ー

ミ
ン

グ
ラ

イ
ツ

料
は

前
払

い
で

収
入

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
 

徴
収

手
続

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

ネ
ー

ミ
ン

グ
ラ

イ
ツ

料
に

つ
い

て
調

定
を

行

っ
て

い
な

い
事

例
及

び
バ

ナ
ー

広
告

掲
載

料
に

つ
い

て
調

定
の

決
裁

を
行

わ
ず

に
納

入
通

知
書

を
送

付
し

て
い

た
事

例
が

あ
っ

た
。

 

法
令

等
に

基
づ

き
徴

収
手

続
を

適
正

に
行

わ
れ

た
い

。
 

（
健

康
福

祉
局

保
健

所
動

物
愛

護
セ

ン
タ

ー
）

 

（
５

）
製

品
販

売
に

係
る

収
入

事
務

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
金

銭
会

計
規

則
第

６
４

条
に

よ
る

と
、

金
銭

出
納

員
等

は
、

歳
入

金
の

納

付
を

受
け

た
と

き
は

、
こ

れ
を

収
納

し
、

領
収

書
を

納
人

に
交

付
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

お
り

、
同

規
則

第
６

９
条

に
よ

る
と

、
金

銭
出

納
員

等
は

、
収

納
金

の
収

納
及

び
払

込
み

の
状

況
を

収
納

金
受

払
簿

に
記

録
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

同
規

則
第

６
７

条
に

よ
る

と
、

金
銭

出
納

員
等

は
、

収
納

し
た

現
金

又
は

証
券

を
収

納
の

日
又

は
そ

の
翌

日
ま

で
に

払
込

書
に

よ
り

指
定

金
融

機
関

等
に

払
い

込
ま

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
 

 

イ
 

督
促

状
を

定
め

ら
れ

た
期

限
ま

で
に

送
付

し
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

事
故

弁
償

金
 

（
交

通
局

自
動

車
部

安
全

・
サ

ー
ビ

ス
課

）
 

（
２

）
不

納
欠

損
処

分
の

手
続

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
債

権
管

理
条

例
第

８
条

に
よ

る
と

、
市

の
債

権
に

つ
き

消
滅

時
効

が
完

成

し
た

と
き

は
、

債
権

を
放

棄
す

る
と

さ
れ

て
お

り
、

ま
た

、
川

崎
市

金
銭

会
計

規
則

（
昭

和
３

９
年

規
則

第
３

１
号

）
第

５
８

条
第

１
項

に
よ

る
と

、
債

権
が

消
滅

し
た

と
き

、
又

は
債

権
を

放
棄

し
た

と
き

は
、

歳
入

徴
収

者
は

欠
損

処
分

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
 

滞
納

債
権

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

不
納

欠
損

処
分

の
手

続
を

行
っ

て
い

な
か

っ

た
事

例
が

あ
っ

た
。

 

条
例

等
に

基
づ

き
不

納
欠

損
処

分
の

手
続

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

ア
 

シ
ル

バ
ー

ハ
ウ

ジ
ン

グ
事

業
収

入
、

ひ
と

り
暮

ら
し

老
人

福
祉

住
宅

利
用

料
 

（
健

康
福

祉
局

長
寿

社
会

部
高

齢
者

在
宅

サ
ー

ビ
ス

課
）

 

イ
 

精
神

保
健

医
療

自
己

負
担

金
 

（
健

康
福

祉
局

障
害

保
健

福
祉

部
精

神
保

健
福

祉
セ

ン
タ

ー
）

 

ウ
 

診
療

報
酬

返
還

金
 

（
健

康
福

祉
局

医
療

保
険

部
保

険
年

金
課

）
 

エ
 

健
康

保
険

料
納

付
金

、
介

護
保

険
料

納
付

金
、

厚
生

年
金

保
険

料
納

付
金

、
雇

用
保

険
料

納
付

金
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
職

員
部

給
与

厚
生

課
）

 

（
３

）
滞

納
債

権
に

係
る

記
録

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
債

権
管

理
規

則
第

３
条

に
よ

る
と

、
歳

入
徴

収
者

は
、

そ
の

所
管

に
属

す

べ
き

債
権

が
発

生
し

、
又

は
市

に
帰

属
し

た
と

き
は

、
遅

滞
な

く
、

債
務

者
の

住
所

、

氏
名

又
は

名
称

等
を

台
帳

に
記

録
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

お
り

、
ま

た
、
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橘
高

等
学

校
定

時
制

課
程

）
 

（
７

）
軽

易
工

事
に

係
る

契
約

事
務

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
予

算
及

び
決

算
規

則
第

２
３

条
第

１
項

に
よ

る
と

、
歳

出
予

算
を

執
行

す

る
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

予
算

執
行

伺
を

作
成

し
、

決
裁

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
お

り
、

ま
た

、
川

崎
市

事
務

分
掌

規
則

（
昭

和
４

７
年

規
則

第
１

９
号

）

第
３

条
及

び
川

崎
市

事
務

決
裁

規
程

（
昭

和
４

１
年

訓
令

第
８

号
）

第
５

条
第

１
項

に
よ

る
と

、
軽

易
工

事
を

除
く

工
事

の
請

負
に

つ
い

て
は

原
則

と
し

て
財

政
局

資
産

管
理

部
契

約
課

へ
契

約
手

続
を

依
頼

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
い

る
。

 

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

環
境

整
備

推
進

室
で

執
行

し
た

軽
易

工
事

に
つ

い
て

、

学
校

で
管

理
し

て
い

る
記

録
等

と
照

合
し

た
と

こ
ろ

、
工

事
が

完
了

し
た

後
に

実
際

の
工

事
時

期
と

異
な

る
日

付
の

書
類

を
作

成
し

た
上

で
予

算
執

行
伺

を
起

案
し

て
い

た
事

例
、

一
括

し
て

発
注

す
べ

き
工

事
に

つ
い

て
分

割
し

て
起

案
し

、
財

政
局

資
産

管
理

部
契

約
課

へ
契

約
手

続
を

依
頼

せ
ず

に
契

約
し

て
い

た
事

例
等

が
あ

っ
た

。
 

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

環
境

整
備

推
進

室
で

は
、

令
和

元
年

１
０

月
２

１
日

付

け
で

提
出

さ
れ

た
住

民
監

査
請

求
を

機
に

平
成

３
０

年
度

及
び

令
和

元
年

度
に

実
施

し
た

軽
易

工
事

に
つ

い
て

調
査

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

の
で

、
こ

の
調

査
結

果
も

踏
ま

え
再

発
防

止
に

向
け

た
取

組
を

着
実

に
進

め
、

軽
易

工
事

に
係

る
契

約
事

務
を

適
正

に
行

わ
れ

た
い

。
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
教

育
環

境
整

備
推

進
室

）
 

（
８

）
物

品
購

入
に

係
る

契
約

手
続

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
事

務
分

掌
規

則
第

３
条

及
び

川
崎

市
事

務
決

裁
規

程
第

５
条

第
１

項
に

よ

る
と

、
物

品
の

調
達

で
定

め
ら

れ
た

金
額

を
超

え
る

も
の

に
つ

い
て

は
原

則
と

し
て

財
政

局
資

産
管

理
部

契
約

課
へ

契
約

手
続

を
依

頼
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

学
校

に
お

け
る

物
品

の
調

達
で

定
め

ら
れ

た
金

額
を

超
え

る
も

の
に

つ
い

て
は

財
政

局
資

産
管

理
部

契
約

課
又

は
教

育
委

員
会

事
務

局
総

務
部

学
事

課
へ

 

特
別

支
援

学
校

が
開

催
す

る
製

品
販

売
に

係
る

収
入

事
務

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

領
収

書
の

交
付

及
び

収
納

金
受

払
簿

の
作

成
を

行
っ

て
お

ら
ず

、
ま

た
、

前
年

度
の

売
上

金
を

指
定

金
融

機
関

等
に

払
い

込
む

こ
と

な
く

、
現

金
が

金
庫

に
保

管
さ

れ
た

ま
ま

と
な

っ
て

い
た

事
例

が
あ

っ
た

。
 

規
則

に
基

づ
き

製
品

販
売

に
係

る
収

入
事

務
を

適
正

に
行

わ
れ

た
い

。
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
学

校
教

育
部

指
導

課
、

田
島

支
援

学
校

）
 

（
６

）
予

算
執

行
伺

等
の

手
続

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
予

算
及

び
決

算
規

則
（

平
成

７
年

規
則

第
１

０
号

）
第

２
３

条
第

１
項

に

よ
る

と
、

歳
出

予
算

を
執

行
す

る
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

予
算

執
行

伺
を

作
成

し
、

決
裁

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
お

り
、

同
規

則
第

２
５

条
に

支
出

負
担

行
為

と
し

て
整

理
す

る
時

期
が

定
め

ら
れ

て
い

る
。

 

ま
た

、
川

崎
市

交
通

局
会

計
規

程
（

平
成

２
５

年
交

通
局

規
程

第
１

３
号

）
第

３

５
条

に
よ

る
と

、
支

出
負

担
行

為
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

あ
ら

か
じ

め
予

算
執

行
伺

書
を

作
成

し
、

決
裁

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
い

る
。

 

し
か

し
な

が
ら

、
予

算
執

行
伺

、
契

約
等

の
手

続
を

行
わ

な
い

ま
ま

物
品

の
納

入

や
委

託
業

務
等

を
履

行
さ

せ
、

後
日

、
日

付
を

遡
っ

て
処

理
し

て
い

た
事

例
が

あ
っ

た
。

 

規
則

等
に

基
づ

き
予

算
執

行
伺

等
の

手
続

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
健

康
福

祉
局

長
寿

社
会

部
高

齢
者

在
宅

サ
ー

ビ
ス

課
、

障
害

保
健

福
祉

部
障

害
計

画
課

、
同

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

、
保

健
所

医
事

・
薬

事
課

、
同

感
染

症
対

策
課

、

看
護

短
期

大
学

事
務

局
総

務
学

生
課

、
交

通
局

自
動

車
部

運
輸

課
、

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

環
境

整
備

推
進

室
、

学
校

教
育

部
指

導
課

、
同

健
康

教
育

課
、

生
涯

学
習

部
中

原
図

書
館

、
東

門
前

小
学

校
、

日
吉

小
学

校
、

玉
川

小
学

校
、

新
城

小
学

校
、

橘
小

学
校

、
犬

蔵
小

学
校

、
長

沢
小

学
校

、
麻

生
小

学
校

、
富

士
見

中
学

校
、

稲
田

中
学

校
、

川
崎

高
等

学
校

定
時

制
課

程
、

川
崎

総
合

科
学

高
等

学
校

定
時

制
課

程
、
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額
の

合
計

額
が

契
約

金
額

に
対

し
不

足
し

て
い

た
事

例
が

あ
っ

た
。

 

規
則

に
基

づ
き

支
出

す
べ

き
金

額
に

違
算

の
な

い
こ

と
等

を
確

認
し

た
上

で
正

確

な
額

を
支

出
さ

れ
た

い
。

 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
総

合
教

育
セ

ン
タ

ー
総

務
室

）
 

（
1
1
）

支
出

命
令

の
手

続
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

川
崎

市
金

銭
会

計
規

則
第

８
０

条
に

よ
る

と
、

支
出

命
令

者
は

請
求

者
が

正
当

な

債
権

者
で

あ
る

こ
と

等
に

つ
い

て
調

査
し

、
適

正
と

認
め

た
と

き
は

、
速

や
か

に
支

出
命

令
書

を
作

成
し

、
手

続
を

行
う

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。
 

雑
誌

の
購

入
に

係
る

支
出

命
令

書
に

つ
い

て
み

た
と

こ
ろ

、
支

払
期

日
の

変
更

に

伴
い

作
成

済
み

の
支

出
命

令
書

を
取

り
消

す
べ

き
と

こ
ろ

、
こ

れ
を

失
念

し
た

ま
ま

、

再
度

支
出

命
令

書
を

作
成

し
て

い
た

事
例

が
あ

っ
た

。
 

規
則

に
基

づ
き

支
出

命
令

の
手

続
を

適
正

に
行

わ
れ

た
い

。
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
青

少
年

科
学

館
）

 

（
1
2
）

見
積

り
合

わ
せ

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

物
品

購
入

に
お

い
て

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
場

合
は

、
地

方
自

治
法

施

行
令

第
１

６
７

条
の

２
第

１
項

第
１

号
及

び
川

崎
市

契
約

規
則

（
昭

和
３

９
年

規
則

第
２

８
号

）
第

２
４

条
の

２
に

よ
り

定
め

ら
れ

て
お

り
、

同
規

則
第

２
６

条
に

よ
る

と
、

市
長

は
、

随
意

契
約

を
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
な

る
べ

く
２

人
以

上
の

者
か

ら
見

積
書

を
徴

さ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

、
そ

の
取

扱
い

に
つ

い
て

は
昭

和
５

８
年

の
助

役
専

決
文

書
に

よ
り

１
件

１
０

万
円

を
超

え
１

０
０

万
円

以
下

の
財

産
の

買
入

れ
の

場
合

は
、

原
則

と
し

て
３

者
以

上
の

見
積

り
合

わ
せ

に
よ

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

 

物
品

購
入

に
係

る
契

約
事

務
に

つ
い

て
み

た
と

こ
ろ

、
一

括
し

て
発

注
す

べ
き

物

品
に

つ
い

て
分

割
し

て
起

案
す

る
等

に
よ

り
、

見
積

り
合

わ
せ

を
行

っ
て

い
な

い
事

例
が

あ
っ

た
。

 

 

契
約

手
続

を
依

頼
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

い
る

。
 

物
品

購
入

に
係

る
契

約
事

務
に

つ
い

て
み

た
と

こ
ろ

、
一

括
し

て
発

注
す

べ
き

物

品
に

つ
い

て
分

割
し

て
起

案
し

、
財

政
局

資
産

管
理

部
契

約
課

等
へ

契
約

手
続

を
依

頼
せ

ず
に

契
約

し
て

い
た

事
例

が
あ

っ
た

。
 

規
則

等
に

基
づ

き
物

品
購

入
に

係
る

契
約

手
続

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
施

設
課

、
地

域
包

括
ケ

ア
推

進
室

、
障

害
保

健
福

祉
部

精
神

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

、
保

健
所

生
活

衛
生

課
、

同
感

染
症

対
策

課
、

医
療

保
険

部
収

納
管

理
課

、
看

護
短

期
大

学
事

務
局

総
務

学
生

課
、

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

環
境

整
備

推
進

室
、

末
長

小
学

校
）

 

（
９

）
未

払
現

金
の

戻
入

処
理

を
行

う
べ

き
も

の
 

平
成

３
０

年
度

に
お

け
る

就
学

援
助

費
に

係
る

支
出

事
務

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

教
育

委
員

会
事

務
局

総
務

部
学

事
課

が
各

学
校

に
就

学
援

助
費

を
支

出
し

た
上

で
、

各
学

校
が

支
給

対
象

者
に

現
金

払
又

は
口

座
振

替
に

よ
り

支
給

す
る

こ
と

と
し

て
い

た
も

の
の

、
保

護
者

と
の

連
絡

が
取

れ
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
り

当
該

年
度

に
支

払
う

べ
き

現
金

が
学

校
の

金
庫

に
保

管
さ

れ
た

ま
ま

と
な

っ
て

い
た

事
例

が
あ

っ
た

。
 

市
の

平
成

３
０

年
度

の
決

算
に

お
い

て
支

出
し

た
と

さ
れ

て
い

る
現

金
が

学
校

に

保
管

さ
れ

た
ま

ま
と

な
っ

て
い

る
状

況
は

適
切

で
は

な
い

た
め

、
未

払
現

金
の

戻
入

処
理

を
行

い
、

支
出

の
見

通
し

が
立

っ
た

際
に

再
度

支
出

を
行

わ
れ

た
い

。
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
総

務
部

学
事

課
、

新
町

小
学

校
）

 

（
1
0
）

正
確

な
額

を
支

出
す

べ
き

も
の

 

川
崎

市
金

銭
会

計
規

則
第

８
０

条
に

よ
る

と
、

支
出

命
令

者
は

金
額

に
違

算
の

な

い
こ

と
等

に
つ

い
て

調
査

し
、

適
正

と
認

め
た

と
き

は
、

速
や

か
に

支
出

命
令

書
を

作
成

し
、

手
続

を
行

う
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
。

 

総
合

教
育

セ
ン

タ
ー

他
７

施
設

総
合

管
理

業
務

委
託

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

毎

月
の

支
払

金
額

を
記

載
し

た
内

訳
書

に
記

載
誤

り
が

あ
っ

た
こ

と
に

よ
り

、
支

払
金
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平
中

学
校

、
稲

田
中

学
校

、
金

程
中

学
校

）
 

（
1
4
）

教
育

財
産

の
管

理
に

係
る

手
続

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
教

育
財

産
管

理
規

則
（

昭
和

４
５

年
教

委
規

則
第

９
号

）
第

２
３

条
第

２

項
に

よ
る

と
、

教
育

長
は

、
教

育
財

産
の

用
途

が
廃

止
さ

れ
た

と
き

は
、

公
有

財
産

引
継

書
に

よ
り

、
直

ち
に

こ
れ

を
市

長
に

引
き

継
が

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ

れ
て

お
り

、
ま

た
、

川
崎

市
財

産
規

則
（

昭
和

３
９

年
規

則
第

３
３

号
）

第
６

条
第

３
項

に
よ

る
と

、
教

育
委

員
会

は
、

行
政

財
産

の
用

途
を

変
更

し
、

又
は

廃
止

し
よ

う
と

す
る

場
合

に
お

い
て

は
、

財
政

局
長

に
協

議
す

る
も

の
と

さ
れ

て
い

る
。

 

学
校

に
所

在
す

る
財

産
の

管
理

状
況

に
つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

財
政

局
長

に
協

議

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

こ
と

に
よ

り
、

既
に

除
却

し
た

建
物

が
公

有
財

産
台

帳
に

登
載

さ
れ

た
ま

ま
と

な
っ

て
い

た
事

例
が

あ
っ

た
。

 

現
在

は
定

期
的

な
現

況
調

査
が

行
わ

れ
て

い
な

い
こ

と
か

ら
、

財
産

が
所

在
す

る

学
校

と
連

携
す

る
な

ど
に

よ
り

、
教

育
財

産
の

現
況

の
把

握
に

努
め

る
と

と
も

に
、

規
則

に
基

づ
き

教
育

財
産

の
管

理
に

係
る

手
続

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
教

育
環

境
整

備
推

進
室

）
 

（
1
5
）

そ
の

他
改

善
を

要
す

る
も

の
 

軽
易

な
事

項
で

あ
る

が
、

次
の

と
お

り
改

善
措

置
を

要
す

る
事

例
が

あ
っ

た
。

 

財
務

関
係

法
令

等
に

基
づ

き
適

正
な

事
務

手
続

を
行

う
と

と
も

に
、

再
発

防
止

に

努
め

ら
れ

た
い

。
 

ア
 

領
収

書
受

払
簿

を
作

成
す

べ
き

も
の

 

領
収

書
の

管
理

に
つ

い
て

、
領

収
書

受
払

簿
を

作
成

し
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

看
護

短
期

大
学

事
務

局
総

務
学

生
課

）
 

イ
 

貸
付

料
の

算
定

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

（
ア

）
旧

線
路

用
地

の
地

下
貸

付
契

約
に

つ
い

て
、

貸
付

料
の

基
準

額
を

誤
っ

て
算

定
し

て
い

た
事

例
 

 

法
令

等
に

基
づ

き
、

見
積

り
合

わ
せ

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
新

町
小

学
校

、
中

原
小

学
校

、
梶

ケ
谷

小
学

校
、

久
末

小
学

校
、

犬
蔵

小
学

校
、

は
る

ひ
野

小
学

校
、

南
加

瀬
中

学
校

、
井

田
中

学
校

、
東

橘
中

学
校

、
中

央
支

援
学

校
）

 

（
1
3
）

学
校

に
お

け
る

物
品

調
達

事
務

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

川
崎

市
予

算
及

び
決

算
規

則
第

２
３

条
第

１
項

に
よ

る
と

、
歳

出
予

算
を

執
行

す

る
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

予
算

執
行

伺
を

作
成

し
、

決
裁

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
お

り
、

予
算

執
行

伺
の

手
続

を
経

ず
に

あ
ら

か
じ

め
業

者
か

ら
物

品
の

納
品

を
受

け
る

こ
と

は
で

き
な

い
。

 

学
校

の
物

品
調

達
契

約
に

お
け

る
納

品
書

を
抽

出
に

よ
り

確
認

し
た

と
こ

ろ
、

あ

ら
か

じ
め

納
品

さ
せ

た
際

に
受

領
し

た
納

品
書

に
基

づ
き

、
後

日
、

ま
と

め
て

予
算

執
行

伺
を

作
成

し
て

い
た

事
例

、
請

書
に

記
載

さ
れ

た
納

品
個

数
と

納
品

書
に

記
載

さ
れ

た
個

数
が

異
な

っ
て

い
た

事
例

、
前

年
度

に
納

品
さ

れ
た

も
の

を
新

年
度

予
算

で
支

出
し

て
い

た
事

例
が

認
め

ら
れ

た
。

 

こ
れ

ら
の

い
く

つ
か

は
、

平
成

２
２

年
度

に
会

計
検

査
院

か
ら

不
適

正
な

経
理

事

務
と

指
摘

さ
れ

た
「

一
括

払
い

」
や

「
前

年
度

納
入

」
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。

物
品

調
達

事
務

を
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

な
お

、
納

品
書

の
多

く
は

業
者

の
シ

ス
テ

ム
で

作
成

さ
れ

た
も

の
で

あ
る

が
、

監

査
の

過
程

に
お

い
て

、
納

品
書

の
日

付
欄

の
み

印
字

が
な

く
、

手
書

き
等

で
記

入
さ

れ
た

も
の

が
多

数
見

受
け

ら
れ

た
。

こ
れ

ら
は

不
適

正
経

理
の

温
床

と
な

る
も

の
で

あ
る

。
同

じ
業

者
で

あ
っ

て
も

一
部

の
学

校
で

は
日

付
が

印
字

さ
れ

た
納

品
書

を
受

領
で

き
て

い
る

こ
と

か
ら

、
事

実
と

異
な

る
日

付
が

補
記

さ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う

、

印
字

に
よ

り
業

者
が

適
正

に
日

付
を

記
し

た
納

品
書

を
受

け
取

る
よ

う
努

め
ら

れ
た

い
。

 

（
東

大
島

小
学

校
、

古
川

小
学

校
、

日
吉

小
学

校
、

中
原

小
学

校
、

上
作

延
小

学
校

、
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ク
 

燃
料

費
の

支
出

事
務

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

毎
月

請
求

が
あ

る
燃

料
費

に
つ

い
て

、
複

数
月

分
を

ま
と

め
て

支
払

っ
て

い
た

事

例
 

（
麻

生
小

学
校

）
 

ケ
 

検
査

確
認

書
を

適
正

に
作

成
す

べ
き

も
の

 

（
ア

）
検

査
確

認
済

み
を

証
す

る
書

類
を

作
成

し
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
庶

務
課

、
生

活
保

護
・

自
立

支
援

室
、

長
寿

社
会

部
高

齢

者
事

業
推

進
課

、
同

高
齢

者
住

宅
サ

ー
ビ

ス
課

、
同

介
護

保
険

課
、

障
害

保
健

福

祉
部

障
害

者
更

生
相

談
所

、
保

健
医

療
政

策
室

、
保

健
所

環
境

保
健

課
、

同
生

活

衛
生

課
、

同
感

染
症

対
策

課
、

医
療

保
険

部
保

険
年

金
課

、
健

康
安

全
研

究
所

）
 

（
イ

）
検

査
確

認
書

等
に

仕
様

書
に

定
め

る
業

務
の

履
行

日
等

を
記

載
し

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
交

通
局

自
動

車
部

管
理

課
）

 

コ
 

賃
借

料
の

支
出

に
係

る
要

件
を

明
確

に
す

べ
き

も
の

 

賃
借

料
の

内
容

等
が

記
載

さ
れ

た
書

類
の

一
部

が
所

在
不

明
に

な
っ

て
い

る
こ

と

等
に

よ
り

、
支

出
命

令
書

に
記

載
す

べ
き

要
件

が
不

明
確

に
な

っ
て

い
た

事
例

 

（
交

通
局

自
動

車
部

管
理

課
）

 

サ
 

備
品

の
管

理
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

（
ア

）
不

用
の

決
定

及
び

処
分

の
決

定
を

行
わ

ず
に

廃
棄

し
て

い
た

事
例

 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
庶

務
課

、
生

活
保

護
・

自
立

支
援

室
、

長
寿

社
会

部
高

齢

者
事

業
推

進
課

、
保

健
所

健
康

増
進

課
、

同
生

活
衛

生
課

、
同

感
染

症
対

策
課

、

同
動

物
愛

護
セ

ン
タ

ー
、

看
護

短
期

大
学

事
務

局
総

務
学

生
課

、
交

通
局

自
動

車

部
管

理
課

、
教

育
委

員
会

事
務

局
職

員
部

教
職

員
人

事
課

、
学

校
教

育
部

健
康

教

育
課

、
総

合
教

育
セ

ン
タ

ー
総

務
室

、
古

川
小

学
校

、
東

柿
生

小
学

校
、

真
福

寺

小
学

校
、

東
橘

中
学

校
、

川
崎

高
等

学
校

定
時

制
課

程
、

幸
高

等
学

校
全

日
制

課

 

（
交

通
局

企
画

管
理

部
経

理
課

）
 

（
イ

）
旧

線
路

用
地

の
上

空
貸

付
契

約
に

つ
い

て
、

１
か

月
と

し
て

算
定

す
べ

き
期

間
を

日
割

り
で

算
定

し
て

い
た

事
例

 

（
交

通
局

企
画

管
理

部
経

理
課

）
 

ウ
 

収
納

金
の

払
込

み
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

複
写

機
の

利
用

に
係

る
収

納
金

に
つ

い
て

、
定

め
ら

れ
た

期
間

内
に

払
込

み
を

行

っ
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
生

涯
学

習
部

川
崎

図
書

館
大

師
分

館
）

 

エ
 

釣
銭

資
金

保
管

簿
を

作
成

す
べ

き
も

の
 

複
写

機
の

利
用

に
係

る
釣

銭
資

金
に

つ
い

て
、

釣
銭

資
金

保
管

簿
を

作
成

し
て

い

な
か

っ
た

事
例

 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
生

涯
学

習
部

麻
生

図
書

館
柿

生
分

館
）

 

オ
 

物
品

の
売

払
事

務
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

指
定

管
理

者
へ

の
物

品
の

売
払

い
に

つ
い

て
、

契
約

の
締

結
及

び
売

払
代

金
の

納

付
前

に
物

品
を

引
き

渡
し

て
い

た
事

例
 

（
教

育
委

員
会

事
務

局
日

本
民

家
園

、
青

少
年

科
学

館
）

 

カ
 

前
渡

金
の

事
務

処
理

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

（
ア

）
職

員
に

よ
る

立
替

払
を

行
っ

て
い

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

障
害

保
健

福
祉

部
障

害
計

画
課

、
看

護
短

期
大

学
事

務
局

総
務

学

生
課

）
 

（
イ

）
前

渡
金

の
精

算
を

行
っ

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
健

康
福

祉
局

地
域

包
括

ケ
ア

推
進

室
）

 

キ
 

時
間

外
勤

務
手

当
の

支
給

事
務

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

勤
務

時
間

の
誤

入
力

に
よ

り
時

間
外

勤
務

手
当

の
支

給
額

を
誤

っ
て

い
た

事
例

 

（
交

通
局

企
画

管
理

部
庶

務
課

、
自

動
車

部
管

理
課

、
同

安
全

・
サ

ー
ビ

ス
課

）
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東
橘

中
学

校
、

平
中

学
校

、
聾

学
校

、
中

央
支

援
学

校
、

田
島

支
援

学
校

、
田

島

支
援

学
校

桜
校

）
 

（
イ

）
消

耗
品

出
納

簿
に

登
載

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
消

耗
品

に
つ

い
て

、
登

載
し

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
健

康
福

祉
局

保
健

所
生

活
衛

生
課

、
同

動
物

愛
護

セ
ン

タ
ー

、
看

護
短

期
大

学

事
務

局
総

務
学

生
課

、
教

育
委

員
会

事
務

局
総

合
教

育
セ

ン
タ

ー
総

務
室

）
 

ス
 

自
動

販
売

機
の

設
置

に
係

る
契

約
手

続
を

行
う

べ
き

も
の

 

使
用

承
認

を
受

け
て

使
用

す
る

土
地

に
設

置
し

て
い

る
自

動
販

売
機

に
つ

い
て

、

契
約

手
続

を
行

っ
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
交

通
局

企
画

管
理

部
労

務
担

当
）

 

セ
 

固
定

資
産

の
管

理
を

適
正

に
行

う
べ

き
も

の
 

既
に

廃
棄

し
た

固
定

資
産

に
つ

い
て

、
固

定
資

産
台

帳
の

除
却

手
続

を
行

っ
て

い

な
か

っ
た

事
例

 

（
交

通
局

自
動

車
部

管
理

課
、

同
塩

浜
営

業
所

、
同

鷲
ヶ

峰
営

業
所

）
 

ソ
 

会
計

職
員

の
任

命
又

は
解

任
の

手
続

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

（
ア

）
金

銭
出

納
員

又
は

金
銭

取
扱

員
を

任
命

し
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
施

設
課

、
地

域
包

括
ケ

ア
推

進
室

、
長

寿
社

会
部

高
齢

者

在
宅

サ
ー

ビ
ス

課
、

教
育

委
員

会
事

務
局

生
涯

学
習

部
生

涯
学

習
推

進
課

、
中

央

支
援

学
校

）
 

（
イ

）
金

銭
出

納
員

又
は

金
銭

取
扱

員
を

置
く

こ
と

と
さ

れ
て

い
な

い
箇

所
で

任
命

し
て

い
た

事
例

 

（
健

康
福

祉
局

保
健

所
生

活
衛

生
課

、
教

育
委

員
会

事
務

局
総

務
部

人
権

・
共

生

教
育

担
当

、
総

合
教

育
セ

ン
タ

ー
情

報
・

視
聴

覚
セ

ン
タ

ー
、

南
大

師
中

学
校

）
 

  

 

程
、

高
津

高
等

学
校

全
日

制
課

程
、

田
島

支
援

学
校

）
 

（
イ

）
所

在
が

不
明

と
な

っ
て

い
た

事
例

 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
庶

務
課

、
長

寿
社

会
部

高
齢

者
事

業
推

進
課

、
同

高
齢

者

在
宅

サ
ー

ビ
ス

課
、

障
害

保
健

福
祉

部
障

害
福

祉
課

、
保

健
所

医
事

・
薬

事
課

、

看
護

短
期

大
学

事
務

局
総

務
学

生
課

）
 

（
ウ

）
備

品
整

理
簿

に
登

載
し

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
健

康
福

祉
局

地
域

包
括

ケ
ア

推
進

室
、

障
害

保
健

福
祉

部
障

害
者

雇
用

・
就

労

推
進

課
、

保
健

所
動

物
愛

護
セ

ン
タ

ー
、

教
育

委
員

会
事

務
局

職
員

部
教

職
員

企

画
課

、
同

教
職

員
人

事
課

、
同

給
与

厚
生

課
、

学
校

教
育

部
指

導
課

）
 

（
エ

）
保

管
換

え
の

手
続

を
行

っ
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
庶

務
課

、
長

寿
社

会
部

高
齢

者
事

業
推

進
課

、
同

高
齢

者

在
宅

サ
ー

ビ
ス

課
）

 

（
オ

）
貸

付
け

を
行

っ
た

備
品

に
つ

い
て

、
物

品
預

り
書

を
徴

し
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

保
健

所
健

康
増

進
課

）
 

シ
 

消
耗

品
の

管
理

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

（
ア

）
印

紙
、

切
手

そ
の

他
消

耗
品

に
つ

い
て

、
物

品
交

付
請

求
手

続
を

行
っ

て
い

な
か

っ
た

こ
と

等
に

よ
り

、
消

耗
品

出
納

簿
と

実
際

の
数

量
が

一
致

し
て

い
な

か
っ

た
事

例
 

（
健

康
福

祉
局

総
務

部
庶

務
課

、
地

域
包

括
ケ

ア
推

進
室

、
長

寿
社

会
部

高
齢

者

事
業

推
進

課
、

障
害

保
健

福
祉

部
障

害
計

画
課

、
同

障
害

福
祉

課
、

同
精

神
保

健

課
、

同
百

合
丘

障
害

者
セ

ン
タ

ー
、

保
健

医
療

政
策

室
、

保
健

所
感

染
症

対
策

課
、

同
動

物
愛

護
セ

ン
タ

ー
、

医
療

保
険

部
収

納
管

理
課

、
教

育
委

員
会

事
務

局
総

務

部
庶

務
課

、
教

育
環

境
整

備
推

進
室

、
学

校
教

育
部

健
康

教
育

課
、

生
涯

学
習

部

高
津

図
書

館
、

日
本

民
家

園
、

青
少

年
科

学
館

、
中

原
小

学
校

、
住

吉
中

学
校

、
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理
に

努
め

ら
れ

た
い

。
 

（
１

）
設

計
書

の
確

認
及

び
根

拠
資

料
の

精
査

を
十

分
に

行
う

べ
き

も
の

 

本
工

事
は

、
市

営
末

長
住

宅
の

建
替

え
を

行
う

工
事

で
あ

る
。

 

こ
の

う
ち

、
工

事
費

の
積

算
に

つ
い

て
み

た
と

こ
ろ

、
仮

設
工

事
費

の
算

定
に

当

た
り

、
「

公
共

住
宅

建
築

工
事

積
算

基
準

」
で

は
延

べ
面

積
を

用
い

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
が

、
誤

っ
た

面
積

で
算

定
し

て
い

た
も

の
及

び
地

盤
掘

削
工

事
費

の
算

定
に

当
た

り
、

掘
削

側
面

に
設

置
す

る
山

留
め

を
必

要
以

上
の

数
量

で
算

定
し

て
い

た
も

の
が

あ
っ

た
。

ま
た

、
住

戸
内

手
す

り
の

設
置

費
の

算
定

に
当

た
り

、
住

戸
内

補
助

手
す

り
と

す
べ

き
と

こ
ろ

階
段

手
す

り
と

し
て

算
定

し
て

い
た

も
の

が
あ

っ
た

。
 

こ
れ

ら
は

、
い

ず
れ

も
工

事
費

を
算

定
す

る
際

の
積

算
根

拠
の

内
容

の
精

査
が

十

分
で

な
か

っ
た

た
め

、
誤

り
を

把
握

で
き

て
い

な
か

っ
た

も
の

で
あ

っ
た

。
 

設
計

価
格

の
決

定
に

当
た

っ
て

は
、

設
計

書
の

確
認

及
び

根
拠

資
料

の
精

査
を

十

分
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
工

事
番

号
３

）
（

ま
ち

づ
く

り
局

住
宅

政
策

部
市

営
住

宅
建

替
推

進
課

）
 

（
２

）
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

法
の

適
用

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

久
末

住
宅

新
築

第
２

号
衛

生
そ

の
他

設
備

工
事

及
び

末
長

住
宅

新
築

第
２

号
衛

生

そ
の

他
設

備
工

事
並

び
に

下
小

田
中

小
学

校
校

舎
増

築
衛

生
そ

の
他

設
備

工
事

は
、

建
築

工
事

と
は

別
に

発
注

す
る

設
備

工
事

で
あ

る
。

 

「
建

設
工

事
に

係
る

資
材

の
再

資
源

化
に

関
す

る
法

律
」

（
以

下
「

建
設

リ
サ

イ

ク
ル

法
」

と
い

う
。

）
で

は
、

設
備

工
事

を
単

独
で

発
注

し
た

場
合

で
も

一
定

規
模

以
上

の
も

の
は

特
定

建
設

資
材

廃
棄

物
を

分
別

解
体

し
、

再
資

源
化

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

さ
れ

て
い

る
。

 

住
宅

に
係

る
２

件
の

工
事

は
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

法
の

対
象

工
事

で
あ

る
に

も
か

か

わ
ら

ず
、

同
法

に
規

定
す

る
諸

手
続

を
行

っ
て

お
ら

ず
、

特
定

建
設

資
材

廃
棄

物
の

分
別

解
体

及
び

再
資

源
化

を
行

っ
て

い
な

か
っ

た
。

 

 

定
期

（
工

事
）

監
査

の
結

果
 

１
 

監
査

の
種

別
 

定
期

（
工

事
）

監
査

 

２
 

監
査

の
対

象
 

 
ま

ち
づ

く
り

局
、

交
通

局
、

病
院

局
 

３
 

監
査

の
範

囲
 

 
平

成
２

９
年

度
及

び
３

０
年

度
に

完
了

し
た

工
事

及
び

設
計

等
業

務
委

託
 

４
 

監
査

の
期

間
 

 
令

和
元

年
１

０
月

１
日

か
ら

令
和

２
年

３
月

６
日

ま
で

 

５
 

監
査

の
方

法
 

監
査

の
範

囲
に

示
し

た
工

事
及

び
業

務
委

託
７

４
３

件
の

う
ち

、
工

事
４

２
件

、
業

務
委

託
８

件
、

合
計

５
０

件
を

抽
出

し
、

事
務

等
が

適
正

か
つ

効
率

的
に

執
行

さ
れ

て
い

る
か

に
つ

い
て

、
関

係
書

類
の

審
査

及
び

現
地

調
査

を
行

う
と

と
も

に
、

関
係

職
員

か
ら

説
明

を
聴

取
し

た
。

 

な
お

、
監

査
実

施
状

況
は

別
表

１
、

監
査

実
施

工
事

等
の

一
覧

は
別

表
２

の
と

お
り

で
あ

る
。

 

６
 

監
査

の
結

果
 

監
査

の
結

果
、

お
お

む
ね

適
正

に
執

行
さ

れ
て

い
る

も
の

と
認

め
ら

れ
た

が
、

次
の

と
お

り
一

部
の

工
事

に
お

い
て

改
善

措
置

を
要

す
る

事
項

が
あ

っ
た

。
 

こ
れ

ら
の

多
く

は
、

工
事

費
の

積
算

及
び

施
工

監
理

に
係

わ
る

職
員

が
関

係
法

令
や

関
係

基
準

の
内

容
等

を
十

分
に

把
握

し
て

い
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
あ

り
、

建
設

副
産

物
の

処
分

に
係

る
工

事
費

の
算

定
や

処
理

等
に

適
正

さ
を

欠
く

事
例

も
見

受
け

ら
れ

た
。

 

適
正

な
設

計
価

格
の

決
定

及
び

工
事

の
履

行
確

保
に

当
た

っ
て

は
、

関
係

法
令

や
関

係
基

準
の

内
容

等
を

十
分

に
確

認
す

る
と

と
も

に
、

適
正

な
工

事
費

の
積

算
及

び
施

工
監
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つ
い

て
は

、
指

定
工

場
へ

の
距

離
で

算
定

し
て

い
た

も
の

の
直

近
の

指
定

工
場

と
し

て
お

ら
ず

、
こ

れ
は

要
綱

及
び

積
算

基
準

等
の

運
用

の
内

容
は

理
解

し
て

い
た

が
、

経
済

性
の

視
点

が
不

足
し

て
い

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
あ

っ
た

。
 

ま
た

、
井

田
病

院
立

体
駐

車
場

新
築

そ
の

他
工

事
に

お
い

て
は

、
建

設
発

生
土

及

び
特

定
廃

棄
物

の
運

搬
費

を
直

線
距

離
で

算
定

し
て

お
ら

ず
、

こ
れ

は
要

綱
や

積
算

基
準

等
の

運
用

の
内

容
を

十
分

把
握

し
て

い
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
あ

っ
た

。
 

運
搬

費
の

算
定

に
当

た
っ

て
は

、
関

係
基

準
の

内
容

を
十

分
確

認
す

る
と

と
も

に
、

経
済

性
を

踏
ま

え
適

正
に

行
わ

れ
た

い
。

 

（
注

）
特

定
建

設
資

材
廃

棄
物

等
と

は
、

建
設

工
事

に
使

用
す

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
や

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

等
の

特
定

建
設

資
材

及
び

路
盤

材
が

廃
棄

物
と

な
っ

た
も

の
を

い
う

。
 

（
注

）
指

定
工

場
と

は
、

特
定

建
設

資
材

廃
棄

物
等

の
再

資
源

化
処

理
施

設
と

し
て

本
市

に
登

録
さ

れ
た

工
場

を
い

う
。

 

（
工

事
番

号
１

１
、

４
２

）
（

ま
ち

づ
く

り
局

施
設

整
備

部
公

共
建

築
担

当
、

病
院

局
経

営
企

画
室

）
 

（
４

）
そ

の
他

改
善

を
要

す
る

も
の

 

改
善

措
置

を
要

す
る

も
の

の
う

ち
軽

易
な

事
項

で
あ

る
が

、
適

正
に

執
行

す
べ

き
も

の
が

あ
っ

た
。

な
お

、
そ

の
概

要
は

次
の

と
お

り
で

あ
る

。
 

ア
 

見
積

り
を

用
い

た
積

算
の

内
容

を
十

分
に

確
認

す
べ

き
も

の
 

見
積

り
を

用
い

た
設

計
価

格
の

決
定

に
当

た
り

、
見

積
価

格
に

乗
ず

る
査

定
率

の

設
定

の
確

認
が

不
十

分
で

あ
っ

た
事

例
 

（
工

事
番

号
１

３
）

（
ま

ち
づ

く
り

局
施

設
整

備
部

公
共

建
築

担
当

）
 

イ
 

共
通

費
の

算
定

を
適

正
に

行
う

べ
き

も
の

 

屋
外

の
排

水
管

布
設

替
を

含
む

工
事

の
設

計
価

格
の

決
定

に
当

た
り

、
共

通
費

の

算
定

を
適

正
に

行
っ

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
工

事
番

号
３

６
、

４
０

）
（

ま
ち

づ
く

り
局

施
設

整
備

部
機

械
設

備
担

当
）

 

 

学
校

に
係

る
工

事
は

建
設

リ
サ

イ
ク

ル
法

に
規

定
す

る
諸

手
続

を
行

っ
て

い
た

も

の
の

、
そ

の
一

部
に

誤
り

が
あ

り
、

ま
た

、
特

定
建

設
資

材
廃

棄
物

の
分

別
解

体
及

び
再

資
源

化
を

行
っ

て
い

な
か

っ
た

。
 

こ
れ

ら
は

い
ず

れ
も

建
設

リ
サ

イ
ク

ル
法

の
適

用
条

件
や

内
容

の
把

握
が

十
分

で

な
か

っ
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

あ
っ

た
。

 

建
設

リ
サ

イ
ク

ル
法

の
対

象
と

な
る

工
事

の
発

注
等

に
お

い
て

は
、

関
係

法
令

を

十
分

に
把

握
す

る
と

と
も

に
規

定
に

基
づ

い
た

適
正

な
手

続
及

び
施

工
監

理
を

行
わ

れ
た

い
。

 

（
注

）
特

定
建

設
資

材
廃

棄
物

と
は

、
建

設
工

事
に

使
用

す
る

コ
ン

ク
リ

ー
ト

や
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
等

の
特

定
建

設
資

材
が

廃
棄

物
に

な
っ

た
も

の
を

い
う

。
 

（
工

事
番

号
７

、
８

、
３

６
）

（
ま

ち
づ

く
り

局
住

宅
政

策
部

市
営

住
宅

建
替

推
進

課
、

施
設

整
備

部
機

械
設

備
担

当
）

 

（
３

）
建

設
発

生
土

及
び

特
定

廃
棄

物
の

運
搬

費
を

適
正

に
算

定
す

べ
き

も
の

 

川
崎

競
輪

場
入

場
門

棟
改

築
そ

の
他

工
事

は
主

に
入

場
門

棟
を

改
築

す
る

建
築

工

事
で

あ
り

、
井

田
病

院
立

体
駐

車
場

新
築

そ
の

他
工

事
は

主
に

立
体

駐
車

場
を

新
築

す
る

建
築

工
事

で
あ

る
。

 

「
川

崎
市

建
設

副
産

物
取

扱
要

綱
」

（
以

下
「

要
綱

」
と

い
う

。
）

に
よ

る
と

、

建
設

発
生

土
は

浮
島

処
分

地
へ

搬
出

し
、

特
定

建
設

資
材

廃
棄

物
等

（
以

下
「

特
定

廃
棄

物
」

と
い

う
。

）
は

指
定

工
場

に
て

再
資

源
化

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

お
り

、

「
川

崎
市

公
共

建
築

工
事

積
算

基
準

等
の

運
用

」
（

以
下

「
積

算
基

準
等

の
運

用
」

と
い

う
。

）
に

よ
る

と
、

建
設

発
生

土
及

び
建

設
発

生
材

の
運

搬
距

離
は

、
積

込
み

場
所

か
ら

積
下

ろ
し

場
所

ま
で

の
直

線
距

離
と

さ
れ

て
い

る
。

 

こ
れ

ら
の

工
事

の
う

ち
、

建
設

発
生

土
及

び
特

定
廃

棄
物

の
運

搬
費

の
算

定
に

つ

い
て

み
た

と
こ

ろ
、

川
崎

競
輪

場
入

場
門

棟
改

築
そ

の
他

工
事

に
お

い
て

は
、

建
設

発
生

土
に

お
け

る
運

搬
費

の
算

定
は

適
正

で
あ

っ
た

が
、

特
定

廃
棄

物
の

運
搬

費
に
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別
表
２
　
監
査
実
施
工
事
等
の
一
覧

契
約

金
額

(円
)

当
初

/
（
変

更
）

1
1
3
,5

2
9
,6

0
0

(1
3
1
,0

9
1
,4

8
0
)

6
2
2
,0

8
0
,0

0
0

(6
4
0
,3

0
3
,9

2
0
)

1
,0

8
0
,0

0
0
,0

0
0

(1
,0

9
2
,3

4
1
,1

6
0
)

1
5
0
,9

6
2
,4

0
0

(2
5
5
,0

1
7
,1

6
0
)

7
8
,8

4
0
,0

0
0

(8
0
,1

9
0
,0

0
0
)

1
2
7
,0

0
8
,0

0
0

(1
2
9
,4

1
3
,1

6
0
)

1
0
6
,7

3
6
,4

0
0

1
3
4
,1

5
7
,6

0
0

(1
3
6
,2

7
3
,3

2
0
)

9
,3

7
4
,4

0
0

1
,7

2
8
,0

0
0
,0

0
0

3
4
5
,3

8
4
,0

0
0

(3
7
8
,5

1
4
,0

8
0
)

1
,0

2
9
,3

4
8
,0

0
0

5
7
5
,6

4
0
,0

0
0

2
7
,3

7
8
,0

0
0

1
4
2
,1

7
1
,2

0
0

(4
3
2
,3

3
5
,8

8
0
)

H
3
0
.7

.1
0

H
3
0
.1

2
.1

7

1
5

川
崎

市
消

防
局

航
空

隊
旧

庁
舎

解
体

撤
去

工
事

東
京

都
江

東
区

新
木

場
４

丁
目

７
番

５
７

号
鉄

骨
造

3
階

建
て

（
延

べ
面

積
：

9
8
1
㎡

）
の

解
体

撤
去

工
事

野
州

工
業

㈱
一

般
競

争
H

2
9
.9

.1
1

H
3
1
.3

.1
1

1
4

鷺
沼

公
園

ト
イ

レ
改

築
そ

の
他

工
事

川
崎

市
宮

前
区

鷺
沼

２
丁

目
１

０
番

１

公
園

ト
イ

レ
の

新
築

（
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
造

、
平

屋
建

て
、

延
べ

面
積

：
2
5
㎡

）
及

び
既

存
ト
イ

レ
の

解
体

撤
去

工
事

㈱
フ

ュ
ー

モ
一

般
競

争

H
2
7
.1

2
.2

1
H

3
0
.3

.1
3

1
3

（
仮

称
）
か

わ
さ

き
北

部
斎

苑
増

築
棟

新
築

工
事

川
崎

市
高

津
区

下
作

延
６

丁
目

１
８

番
１

号

鉄
骨

造
４

階
建

て
延

べ
面

積
：
1
,8

9
8
㎡

の
増

築
工

事
ほ

か
㈱

興
建

一
般

競
争

H
2
9
.1

.2
3

H
3
0
.3

.5

1
2

仮
称

小
杉

町
二

丁
目

地
区

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ
ン

施
設

整
備

そ
の

２
工

事

川
崎

市
中

原
区

小
杉

町
二

丁
目

２
７

６
番

地
１

他

コ
ン

ベ
ン

シ
ョ
ン

施
設

（
延

べ
面

積
：
3
,0

7
0
㎡

）
の

整
備

工
事

竹
中

・
大

場
・

吉
忠

JV
一

般
競

争

H
2
9
.1

2
.1

9
H

3
1
.3

.1
4

1
1

川
崎

競
輪

場
入

場
門

棟
改

築
そ

の
他

工
事

川
崎

市
川

崎
区

富
士

見
２

丁
目

１
番

６
号

川
崎

競
輪

場
の

入
場

門
棟

改
築

工
事

鉄
骨

造
、

平
屋

建
て

延
べ

面
積

：
4
0
8
㎡

露
木

建
設

㈱
一

般
競

争
H

2
9
.1

2
.1

8
H

3
0
.8

.3
1

1
0

下
小

田
中

小
学

校
校

舎
増

築
そ

の
他

工
事

川
崎

市
中

原
区

下
小

田
中

３
丁

目
３

５
番

１
号

小
学

校
校

舎
の

増
築

工
事

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

、
4
階

建
て

延
べ

面
積

：
5
,7

9
2
㎡

ジ
ェ

ク
ト
・
大

場
JV

一
般

競
争

H
2
8
.3

.2
8

H
2
9
.1

0
.2

0

9
稲

田
中

学
校

ほ
か

２
校

囲
障

撤
去

緊
急

工
事

川
崎

市
多

摩
区

宿
河

原
４

丁
目

１
番

１
号

ほ
か

２
校

コ
ン

ク
リ
ー

ト
ブ

ロ
ッ

ク
塀

の
撤

去
工

事
及

び
仮

設
の

囲
い

設
置

露
木

建
設

㈱
随

意
契

約
H

3
0
.1

1
.9

H
3
1
.2

.2
5

8
末

長
住

宅
新

築
第

２
号

衛
生

そ
の

他
設

備
工

事

川
崎

市
高

津
区

末
長

２
丁

目
１

０
４

５
番

２
ほ

か

市
営

住
宅

新
築

に
伴

う
衛

生
そ

の
他

設
備

工
事

㈱
三

興
水

道
商

会
一

般
競

争

H
2
8
.3

.2
8

H
2
9
.1

0
.2

3

7
久

末
住

宅
新

築
第

２
号

衛
生

そ
の

他
設

備
工

事

川
崎

市
高

津
区

久
末

字
後

谷
３

３
２

－
１

の
一

部
他

市
営

住
宅

新
築

に
伴

う
衛

生
そ

の
他

設
備

工
事

㈱
富

士
設

備
一

般
競

争
H

2
9
.1

2
.2

5
H

3
1
.3

.1
5

6
末

長
住

宅
新

築
第

２
号

電
気

設
備

工
事

川
崎

市
高

津
区

末
長

２
丁

目
１

０
４

５
番

２
ほ

か

市
営

住
宅

新
築

に
伴

う
電

気
設

備
工

事
住

吉
電

機
㈱

一
般

競
争

H
2
8
.9

.1
H

2
9
.6

.2
0

5
初

山
住

宅
新

築
第

１
号

電
気

設
備

工
事

川
崎

市
宮

前
区

初
山

２
丁

目
９

０
０

番
５

８
市

営
住

宅
新

築
に

伴
う

電
気

設
備

工
事

㈱
丸

井
電

設
一

般
競

争
H

2
8
.1

2
.2

7
H

3
0
.5

.1
1

4
塚

越
第

２
住

宅
解

体
工

事
川

崎
市

幸
区

塚
越

２
丁

目
１

５
９

番
１

１

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

（
一

部
鉄

骨
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
造

）
7
階

建
て

他
（
平

屋
建

て
5
棟

）
の

解
体

工
事

横
山

・
大

藤
JV

一
般

競
争

H
2
9
.1

2
.1

9
H

3
1
.3

.1
5

3
末

長
住

宅
新

築
第

２
号

工
事

川
崎

市
高

津
区

末
長

２
丁

目
１

０
４

５
番

２
ほ

か

市
営

住
宅

新
築

工
事

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

、
5
階

建
て

【
３

号
棟

】
延

べ
面

積
：
2
,3

9
6
㎡

【
４

号
棟

】
延

べ
面

積
：
2
,1

8
3
㎡

大
場

・
吉

忠
・

邦
松

JV
一

般
競

争
H

2
8
.3

.2
4

H
2
9
.1

0
.3

0

2
久

末
住

宅
新

築
第

２
号

工
事

川
崎

市
高

津
区

久
末

字
後

谷
３

３
２

－
１

の
一

部
他

市
営

住
宅

新
築

工
事

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

、
5
階

建
て

延
べ

面
積

：
2
,9

9
2
㎡

大
場

建
設

㈱
一

般
競

争

契
約

年
月

日
完

成
年

月
日

1
登

戸
土

地
区

画
整

理
事

業
都

市
計

画
道

路
登

戸
野

川
線

他
道

路
築

造
等

工
事

川
崎

市
多

摩
区

登
戸

２
３

８
５

番
地

先

都
市

型
側

溝
3
0
0
B

　
Ｌ

＝
2
0
7
ｍ

都
市

型
側

溝
4
0
0
B

　
Ｌ

＝
9
ｍ

表
層

Ａ
　

Ａ
＝

7
4
5
㎡

表
層

Ｂ
　

Ａ
＝

2
5
4
㎡

清
生

土
木

㈲
一

般
競

争
H

3
0
.3

.1
9

H
3
1
.3

.1
9

工
事

番
号

件
　

　
　

名
履

行
場

所
概

　
　

　
要

請
　

 負
　

 者
又

は
受

託
者

契
約

方
法

 

ウ
 

建
設

発
生

土
の

処
分

に
つ

い
て

適
切

に
監

督
す

べ
き

も
の

 

建
設

発
生

土
の

処
分

に
係

る
施

工
監

理
に

当
た

り
、

監
督

員
が

搬
出

先
を

把
握

し

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
工

事
番

号
４

０
）

（
ま

ち
づ

く
り

局
施

設
整

備
部

機
械

設
備

担
当

）
 

エ
 

過
積

載
の

防
止

に
向

け
た

指
導

を
適

切
に

行
う

べ
き

も
の

 

土
砂

の
搬

出
に

係
る

施
工

監
理

に
当

た
り

、
工

事
完

成
書

類
等

の
確

認
が

十
分

で

な
く

、
請

負
者

が
過

積
載

を
行

っ
て

い
た

事
実

を
把

握
し

て
い

な
か

っ
た

事
例

 

（
工

事
番

号
４

１
）

（
交

通
局

自
動

車
部

管
理

課
）

 

   

  

別
表

１
 

局
別

の
監

査
実

施
状

況
 

対
象

局
 

監
査

の
範

囲
 

監
査

実
施

工
事

等
 

件
数

 
契

約
金

額
(
千

円
)

件
数

 
契

約
金

額
(
千

円
)

ま
ち

づ
く

り
局

 
工

 
 

事
5
3
7

4
6
,
9
7
0
,
9
3
4

4
0

1
1
,
8
9
6
,
5
0
3

業
務

委
託

1
7
7

1
,
2
9
8
,
4
9
5

7
1
5
8
,
5
5
4

交
通

局
工

 
 

事
1
0

6
7
3
,
2
8
6

1
4
8
,
6
0
0

業
務

委
託

2
5
,
6
7
0

0
0

病
院

局
工

 
 

事
9

1
,
2
2
2
,
4
6
2

1
9
8
8
,
2
0
0

業
務

委
託

8
1
9
,
2
6
9

1
3
,
2
4
0

合
 

計
 

7
4
3

5
0
,
1
9
0
,
1
1
6

5
0

1
3
,
0
9
5
,
0
9
7
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契
約

金
額

(円
)

当
初

/
（
変

更
）

契
約

年
月

日
完

成
年

月
日

工
事

番
号

件
　

　
　

名
履

行
場

所
概

　
　

　
要

請
　

 負
　

 者
又

は
受

託
者

契
約

方
法

1
,6

7
8
,3

2
0
,0

0
0

1
2
2
,3

4
2
,4

0
0

1
3
7
,5

9
2
,0

0
0

1
1
1
,4

4
5
,2

0
0

2
8
1
,8

8
0
,0

0
0

1
9
4
,2

9
2
,0

0
0

1
7
2
,8

0
0
,0

0
0

(1
8
6
,4

6
3
,0

8
0
)

1
4
8
,2

9
4
,8

0
0

1
4
0
,3

2
4
,4

0
0

4
9
,1

4
0
,0

0
0

(5
0
,8

6
3
,6

8
0
)

4
8
,6

0
0
,0

0
0

(5
1
,1

4
9
,8

8
0
)

9
8
8
,2

0
0
,0

0
0

2
0
,5

2
0
,0

0
0

(2
6
,6

3
8
,2

0
0
)

1
7
,1

7
2
,0

0
0

2
5
,9

2
0
,0

0
0

H
2
8
.7

.2
2

H
2
9
.8

.3
1

4
5

（
仮

称
）
総

合
自

治
会

館
及

び
小

杉
こ

ど
も

文
化

セ
ン

タ
ー

設
計

業
務

委
託

川
崎

市
中

原
区

小
杉

３
丁

目
４

１
４

番
地

他
総

合
自

治
会

館
及

び
こ

ど
も

文
化

セ
ン

タ
ー

の
整

備
設

計
大

成
建

設
㈱

横
浜

支
店

随
意

契
約

H
2
8
.9

.1
6

H
3
0
.3

.1
4

4
4

（
仮

称
）
大

島
・
大

島
乳

児
保

育
園

及
び

地
域

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
む

か
い

新
築

基
本

・
実

施
設

計
業

務
委

託

川
崎

市
川

崎
区

大
島

４
丁

目
１

７
番

１
保

育
園

等
の

新
築

及
び

既
存

建
物

解
体

の
基

本
実

施
設

計
㈱

小
山

建
築

設
計

事
務

所
指

名
競

争

H
2
8
.8

.2
3

H
3
0
.3

.1
4

4
3

日
進

町
高

架
下

自
転

車
駐

車
場

等
新

築
基

本
・
実

施
設

計
委

託

川
崎

市
川

崎
区

日
進

町
１

番
地

先
ほ

か
自

転
車

駐
輪

場
及

び
駐

車
場

の
新

築
工

事
設

計

㈱
ト
ー

ニ
チ

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
横

浜
事

務
所

指
名

競
争

H
2
8
.1

1
.2

2
H

2
9
.9

.1
9

4
2

井
田

病
院

立
体

駐
車

場
新

築
そ

の
他

工
事

川
崎

市
中

原
区

井
田

２
丁

目
２

７
番

１
号

立
体

駐
車

場
新

築
工

事
（
鉄

骨
造

、
2
階

建
て

、
延

べ
面

積
2
,9

2
1

㎡
）
ほ

か
ジ

ェ
ク

ト
㈱

一
般

競
争

H
3
0
.2

.2
0

H
3
0
.8

.3
1

4
1

上
平

間
営

業
所

土
壌

汚
染

対
策

そ
の

他
工

事
川

崎
市

中
原

区
上

平
間

１
１

４
０

番
地

土
壌

汚
染

対
策

工
事

（
支

障
物

撤
去

、
汚

染
土

壌
の

掘
削

除
去

及
び

埋
戻

し
等

）

㈱
熊

谷
組

首
都

圏
支

店
一

般
競

争
H

2
9
.2

.1
3

H
2
9
.6

.1
5

4
0

川
崎

競
輪

場
入

場
門

棟
改

築
衛

生
そ

の
他

設
備

工
事

川
崎

市
川

崎
区

富
士

見
２

丁
目

１
番

６
号

競
輪

場
入

場
門

棟
改

築
に

伴
う

衛
生

設
備

工
事

㈱
稲

田
水

道
工

務
店

一
般

競
争

H
2
9
.5

.1
2

H
2
9
.1

2
.1

3

3
9

（
仮

称
）
か

わ
さ

き
北

部
斎

苑
増

築
棟

新
築

冷
暖

房
そ

の
他

設
備

工
事

川
崎

市
高

津
区

下
作

延
６

丁
目

１
８

番
１

号
斎

苑
施

設
の

増
築

に
伴

う
給

排
水

衛
生

設
備

工
事

㈱
一

本
松

工
業

一
般

競
争

H
2
9
.1

.2
0

H
3
0
.2

.2
8

3
8

末
長

小
学

校
給

食
室

改
修

衛
生

設
備

そ
の

他
工

事
川

崎
市

高
津

区
末

長
３

丁
目

８
番

１
号

給
食

室
改

修
工

事
及

び
そ

れ
に

伴
う

建
築

・
電

気
設

備
工

事
東

都
熱

・
一

本
松

JV
一

般
競

争

H
2
9
.1

2
.2

6
H

3
1
.3

.1
3

3
7

か
わ

さ
き

北
部

斎
苑

休
憩

棟
・
火

葬
棟

改
修

空
気

調
和

設
備

工
事

川
崎

市
高

津
区

下
作

延
６

丁
目

１
８

番
１

号
斎

苑
施

設
の

改
修

に
伴

う
空

調
設

備
工

事
㈱

伸
栄

工
事

一
般

競
争

H
3
0
.4

.9
H

3
1
.2

.1
5

3
6

下
小

田
中

小
学

校
校

舎
増

築
衛

生
そ

の
他

設
備

工
事

川
崎

市
中

原
区

下
小

田
中

３
丁

目
３

５
番

１
号

校
舎

増
築

に
伴

う
衛

生
設

備
等

の
整

備
工

事
㈱

吉
浜

工
業

所
一

般
競

争

H
2
9
.9

.1
1

H
3
0
.3

.1
5

3
5

第
３

庁
舎

自
動

制
御

設
備

改
修

工
事

川
崎

市
川

崎
区

東
田

町
５

番
地

４
第

３
庁

舎
空

調
設

備
の

自
動

制
御

装
置

の
改

修
工

事
研

空
・
京

急
電

機
JV

一
般

競
争

H
2
8
.4

.1
9

H
2
9
.7

.1
3

3
4

川
崎

市
産

業
振

興
会

館
自

動
火

災
報

知
そ

の
他

設
備

改
修

工
事

川
崎

市
幸

区
堀

川
町

６
６

番
地

２
０

産
業

振
興

会
館

の
自

動
火

災
報

知
設

備
そ

の
他

の
改

修
工

事
㈱

小
野

崎
電

業
一

般
競

争

H
2
9
.1

0
.1

1
H

3
0
.1

2
.2

0

3
3

麻
生

市
民

館
大

ホ
ー

ル
舞

台
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農 業 委 員 会 告 示

川農委告示第３号

　第33回川崎市農業委員会総会を次のとおり招集します。

　　令和２年３月４日

 川崎市農業委員会　　　　

 会長　長　瀬　和　德　　

１ 　日　時　

　　令和２年３月10日（火）　午後２時00分～

２ 　場　所

　　セレサ川崎農業協同組合梶ヶ谷ビル３階

　　第１～３会議室

　　（川崎市高津区梶ヶ谷２－１－７）

３ 　議　題

　⑴ 　議案第１号　農地の買受適格証明について

　⑵ 　議案第２号　農用地利用集積計画の決定について

　⑶ 　議案第３号　 相続税の納税猶予適格者証明（新

規）について

　⑷ 　議案第４号　 生産緑地の農業の主たる従事者証明

について（議案）

　⑸ 　議案第５号　 都市農地の貸借の円滑化に関する法

律に基づく事業計画の変更の決定に

ついて

　⑹ 　議案第６号　 令和３年度税制改正要望（案）につ

いて

　⑺ 　報告第１号　 農地の転用届出に関する事務局長の

専決処分について

　⑻ 　報告第２号　 相続税の納税猶予適格者証明（継

続）について

　⑼ 　報告第３号　 生産緑地の農業の主たる従事者証明

について

　⑽ 　報告第４号　 買い取らない旨の通知をした生産緑

地のあっせんについて

　⑾ 　報告第５号　 農地法第18条第６項の規定による農

地の賃貸借の合意解約について

　⑿ 　報告第６号　 特定農地貸付けに関する農地法等の

特例に関する法律第３条の規定によ

る承認取消願について

　⒀ 　報告第７号　 令和３年度県農地等利用最適化の推

進に関する意見（素案）について

　⒁ 　その他

多 摩 区 告 示

川崎市多摩区告示第１号

　次の自動車臨時運行許可番号標は、回収不能のため令

和２年３月10日以降無効とします。

　　　　　　　　　川崎　・426

　　令和２年３月13日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

川 崎 区 公 告

川崎市川崎区公告第23号

　次の後期高齢者医療保険料に係る納入通知書を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第

80号）第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料

第１期

以降

令和２年３月31日

（第１期分から　

　第８期分）

計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第24号

　納入通知書を別紙記載の者に送達すべきところ、その

者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達す

ることができないので、介護保険法（平成９年12月17日

法律第123号）第143条で準用する地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　
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年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度
介護保険料 特３期 １件

平成

31年度
介護保険料

第５期

以降
１件

平成

31年度
介護保険料

第６期

以降
１件

平成

31年度
介護保険料

第８期

以降
２件

平成

31年度
介護保険料

第９期

以降
１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第25号

　次の介護保険料に係る過誤納金還付通知書を別紙記載

の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所

及び事業所が不明のため送達することができないので、

介護保険法（平成９年12月17日法律123号）第143条で準

用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の

規定により公告します。

　　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により

交付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市川崎区長　水谷　吉孝

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度
介護保険料 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第26号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市川崎区長　水谷　吉孝

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
特12月 １件

平成

31年度

国民健康

保険料
特２月 １件

平成

31年度

国民健康

保険料
７期以降 １件

平成

31年度

国民健康

保険料
９期以降

令和２年３月31日

（９期分）
２件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第27号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期以降

令和２年３月31日

（１期分～９期分）
計５件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期以降

令和２年３月31日

（３期分～９期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期以降

令和２年３月31日

（４期分～９期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
６期以降

令和２年３月31日

（６期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
６期以降

令和２年３月31日

（６期分～９期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
７期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
７期以降

令和２年３月31日

（７期分～９期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
８期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
８期以降

令和２年３月31日

（８期分・９期分）
計３件

平成

31年度

国民健康

保険料
９期以降

令和２年３月31日

（９期分）
計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
過髄９月

令和２年３月31日

（過髄９月分）
計１件
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平成

31年度

国民健康

保険料
過髄１月

令和２年３月31日

（過髄１月分）
計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第28号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
７期以降 計１件

（別紙省略）

幸 区 公 告

川崎市幸区公告第10号

　次の国民健康保険料に係る過誤納金還付（充当）通知

書を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の住所、

居所、事務所及び事業所が不明のため送達することがで

きないので、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律第

192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年７月31日

法律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月５日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料

第６期分・

第７期分　
計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第11号

　次の後期高齢者医療保険料に係る納入通知書を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第

80号）第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料

10月

第４期
計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第12号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準

用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の

規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料

第８期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第９期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第10期

以降
計１件

（別紙省略）

中 原 区 公 告

川崎市中原区公告第12号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226条）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　
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年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料

第１期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第６期

以降
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第８期

以降
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第９期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第９期

以降

令和２年３月31日

（第９期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第10期

以降
計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第13号

　次の国民健康保険料に係る還付通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、12月27日法律第

192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226

条）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
計13件

（別紙省略）

高 津 区 公 告

川崎市高津区公告第11号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和２年３月６日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての決裁があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に川崎市を被告として（川崎市長が被告の

代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第12号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、

印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和２年３月６日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第13号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
７期以降 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
８期以降 計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
８期以降

令和２年３月31日

（８期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
10期以降 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────
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川崎市高津区公告第14号

　国民健康保険料に係る還付通知書を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準用す

る地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定

により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
計１件

（別紙省略）

宮 前 区 公 告

宮前区公告第10号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和２年３月２日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

宮前区公告第11号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、

印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和２年３月２日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第12号

　次の国民健康保険料に係る還付通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第231条の３第４項で準

用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の

規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月11日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

科目 期別
この公告によって

変更する納期限
件数・備考

国民健康保険料 １期 １件

国民健康保険料 ３期 ２件

国民健康保険料 ２・３期 ２件

国民健康保険料 過５月期 １件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第13号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　
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科　目 期　別
この公告によって

変更する納期限
件数・備考

国民健康保険料 ４期以降 計１件

国民健康保険料 ４期以降
令和２年３月31日

（４期分～９期分）
計１件

国民健康保険料 ５期以降 計１件

国民健康保険料 ５期以降
令和２年３月31日

（５期分～９期分）
計１件

国民健康保険料 ７期以降
令和２年３月31日

（７期分～９期分）
計２件

国民健康保険料 ８期以降 計４件

国民健康保険料 ８期以降
令和２年３月31日

（８期分・９期分）
計１件

国民健康保険料 ９期以降 計１件

国民健康保険料 ９期以降
令和２年３月31日

（９期分）
計１件

国民健康保険料 10期以降 計２件

（別紙省略）

多 摩 区 公 告

川崎市多摩区公告第17号

　次の国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第

78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月２日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別 変更する納期限 件数・備考

令和元年度 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第18号

　次の国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第

78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月３日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別 変更する納期限 件数・備考

令和元年度 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第19号

　次の国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第

78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月６日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別 変更する納期限 件数・備考

令和元年度 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第20号

　次の国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記

載の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務

所及び事業所が不明のため送達することができないの

で、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第

78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月12日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別 変更する納期限 件数・備考

令和元年度 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第21号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準

用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の

規定により公告します。
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　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料

第２期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第７期

以降
計４件

平成

31年度

国民健康

保険料

第８期

以降
計３件

平成

31年度

国民健康

保険料

第９期

以降
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第９期

以降

令和２年３月31日

（第９期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料

第10期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
過年２月

令和２年３月31日

（過年２月分）
計１件

（別紙省略）

麻 生 区 公 告

川崎市麻生区公告第18号

　次の国民健康保険料に係る納入通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

29年度

国民健康

保険料

第７期

以降
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料

第３期

以降
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料

第５期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第１期

第１期

（令和２年３月31日）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第１期

以降

第１期から第９期

（令和２年３月31日）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第４期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第７期

以降
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料

第８期

以降
計３件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第19号

　次の国民健康保険料に係る還付通知書を別紙記載の者

に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び

事業所が不明のため送達することができないので、国民

健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日

 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
計２件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第20号

　次の介護保険料に係る納入通知書を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、介護保険

法（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和２年３月13日
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 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

介護

保険料

第11期分

以降

令和２年３月31日

（第11期分）
計１件

（別紙省略）

川崎区選挙管理委員会告示

川崎市川崎区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市川崎区選挙管理委員会規程（昭和47年川崎市川

崎区選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改

正します。

　　令和２年３月２日

 川崎市川崎区選挙管理委員会　　

 委員長　市　川　和　美　　　　

　　　川崎市川崎区選挙管理委員会規程の一部を

　　　改正する規程

　川崎市川崎区選挙管理委員会規程（昭和47年川崎市川

崎区選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改

正する。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

幸 区 選 挙 管 理 委 員 会 告 示

川崎市幸区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市幸区選挙管理委員会規程（昭和47年川崎市幸区

選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改正し

ます。

　　令和２年３月２日

 川崎市幸区選挙管理委員会

 委員長　佐　脇　　　久　　

　　　川崎市幸区選挙管理委員会規程の一部を

　　　改正する規程

　川崎市幸区選挙管理委員会規程（昭和47年川崎市幸区

選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改正す

る。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

中原区選挙管理委員会告示

川崎市中原区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市中原区選挙管理委員会規程（昭和47年川崎市中

原区選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改

正します。

　　令和２年３月２日

 川崎市中原区選挙管理委員会　　

 委員長　細　野　芳之助　　　　

　　　川崎市中原区選挙管理委員会規程の一部を

　　　改正する規程

　川崎市中原区選挙管理委員会規程（昭和47年川崎市中

原区選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改

正する。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

高津区選挙管理委員会告示

川崎市高津区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市高津区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市高

津区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正します。

　　令和２年３月２日

 川崎市高津区選挙管理委員会　　

 委員長　斉　藤　高　輝　　　　

　　　川崎市高津区選挙管理委員会規程の一部を

　　　改正する規程

　川崎市高津区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市高

津区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正する。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

宮前区選挙管理委員会告示

川崎市宮前区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市宮前区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市宮

前区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正します。
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　　令和２年３月２日

 川崎市宮前区選挙管理委員会　　

 委員長　増　田　　　稔　　　　

　　　川崎市宮前区選挙管理委員会規程の一部を

　　　改正する規程

　川崎市宮前区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市宮

前区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正する。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

多摩区選挙管理委員会告示

川崎市多摩区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市多摩区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市多

摩区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正します。

　　令和２年３月２日

 川崎市多摩区選挙管理委員会　　

 委員長　田　澤　祐　信　　　　

　　　川崎市多摩区選挙管理委員会規程の一部

　　　を改正する規程

　川崎市多摩区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市多

摩区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正する。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

麻生区選挙管理委員会告示

川崎市麻生区選挙管理委員会告示第１号

　令和２年３月１日における公職選挙法（昭和25年法律

第100号）第22条第１項の規定による選挙人名簿の登録

を行う日を、同項の規定により登録月の１日の直後の同

項に規定する地方公共団体の休日以外の日とし、次のと

おりとします。

　　令和２年２月20日

 川崎市麻生区選挙管理委員会　　

 委員長　髙　橋　洋　子　　　　

登録を行う日　令和２年３月２日

　　　───────────────────

川崎市麻生区選挙管理委員会告示第２号

　川崎市麻生区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市麻

生区選挙管理委員会告示第２号）の一部を次のように改

正します。

　　令和２年３月２日

 川崎市麻生区選挙管理委員会　　

 委員長　髙　橋　洋　子　　　　

　　　川崎市麻生区選挙管理委員会規程の一部を

　　　改正する規程

　川崎市麻生区選挙管理委員会規程（昭和57年川崎市麻

生区選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改

正する。

　第21条第３号中「臨時的任用職員」を「会計年度任用

職員」に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年４月１日から施行する。

辞 令

令和２年３月６日付人事異動

（市長事務部局）

任　　　　　　命 氏　　名 前　　　　　　職

（課長級）

総務企画局危機管理室担当課長 角　野　　　聡 新任

市民文化局市民生活部地域安全推進課担当課長 𠮷　田　孝　史 新任

３月５日付退職

（課長級）

退職 小野寺　将　崇 総務企画局危機管理室担当課長

退職 加　納　瑞　人 市民文化局市民生活部地域安全推進課担当課長


